
土木工事標準歩掛の改定

構造物補修工
(断面修復工)

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

⑪－２ 断面修復工 
 

 

１． 左 官 工 法 

１－１ 適用範囲 

本資料は，コンクリート構造物の断面修復における１構造物当りの左官作業に適用する。 

なお，以下の条件は適用範囲外とする。 

・水中部 

・道路トンネル（覆道，道路ボックスカルバート等含む） 

 

（注）１構造物とは，１橋梁や１樋門等の全体を指し，構造物の規模や橋梁の上部・下部の区分，樋門等の連

数による区分は設けない。 

 

１－２ 施工概要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２．仕上げには養生を含む。 

       ただし, 現場条件により特殊な養生が必要な場合は，別途考慮する。 

 

図２－１ 施工フロ－ 

 

コ ン ク リ ー ト は つ り 

（ カ ッ タ ー 工 含 む ） 

鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理 

（ 必 要 に 応 じ て 計 上 ） 

コ ン ク リ ー ト 殻 

積 込 ・ 運 搬 ・ 処 分 

断 面 修 復 （ 左 官 ） 

（ プ ラ イ マ ー 含 む ） 

仕 上 げ 

足  場  撤  去 

足  場  設  置 締 切 排 水 （ 設 置 ） 

配 筋 状 況 確 認 

（ 鉄 筋 探 査 等 ） 

締 切 排 水 （ 撤 去 ） 

⑪－２ 断面修復工 
 

 

１． 左 官 工 法 

 １－１ 適用範囲 

１－１－１ 断面修復工（左官工法） 

コンクリート構造物の断面修復における１構造物当りの左官作業に適用する。 

なお，以下の条件は適用範囲外とする。 

・水中部 

・道路トンネル（シェッド，大型カルバート等含む） 

・移動足場（高所作業車，橋梁点検車等含む）を使用した施工 

（注）１構造物とは，１橋梁や１樋門等の全体を指し，構造物の規模や橋梁の上部・下部の区分，樋門等の連

数による区分は設けない。 

 

１－１－２ コンクリート殻積込・運搬（断面修復工） 

 断面修復工（左官工法）により発生したコンクリート殻の人力による積込及び運搬に適用する。 

 なお、運搬距離が 60km を越える場合，自動車専用道路を使用する場合は適用範囲外とする。 

 

 

 １－２ 施工概要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２．仕上げには養生を含む。 

       ただし, 現場条件により特殊な養生が必要な場合は，別途考慮する。 

３．コンクリートはつりには，コンクリート殻の集積場所までの現場内小運搬を含む。 

４．処分費は別途計上とする。 

 

図２－１ 施工フロ－ 

 

コ ン ク リ ー ト は つ り 

（ カ ッ タ ー 工 含 む ） 

鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理 

（ 必 要 に 応 じ て 計 上 ） 

コ ン ク リ ー ト 殻 

積 込 ・ 運 搬 

断 面 修 復 （ 左 官 ） 

（ プ ラ イ マ ー 含 む ） 

仕 上 げ 

足  場  撤  去 

足  場  設  置 締 切 排 水 （ 設 置 ） 

配 筋 状 況 確 認 

（ 鉄 筋 探 査 等 ） 

締 切 排 水 （ 撤 去 ） 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

構造物補修工
(断面修復工)

１－３ 施工歩掛 

１－３－１ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む） 

コンクリートはつり（カッター工含む），鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理，左官（プライマー含む），仕上げの

歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 未満]の場合 

名 称 単位 
数量 

（1 構造物当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.3 

特 殊 作 業 員 〃 3.8 

普 通 作 業 員 〃 2.5 

 

表３．２ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 以上]の場合 

名 称 単位 
数量 

（0.1m3当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.3 

特 殊 作 業 員 〃 3.8 

普 通 作 業 員 〃 2.5 

        （注）１．上記歩掛は，全ての施工方向に適用出来る。 
２．現場条件により特殊な養生が必要な場合は，別途考慮する。 
３．コンクリート殻の積込み・運搬及び処分費は，別途計上する。 
４．仮締切・排水・足場等については，現場条件を考慮のうえ，別

途計上する。 

 

１－３－２ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない） 

コンクリートはつり（カッター工含む），左官（プライマー含む），仕上げの歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．３ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 未満]の場合 

名 称 単位 
数量 

（1 構造物当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.9 

特 殊 作 業 員 〃 3.2 

普 通 作 業 員 〃 2.1 

 

 １－３ 機種の選定 

コンクリート殻の運搬機械・規格は，次表を標準とする。 

表３．１ 機種の選定 

作業種別 名称 規格 単位 数量 摘要 

積込み及び運搬 ダンプトラック 
ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ・ 

4t 積級 
台 1  

 

 １－４ 施工歩掛 

   １－４－１ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む） 

コンクリートはつり（カッター工含む），鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理，左官（プライマー含む），仕上げの

歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 未満]の場合 

名 称 単位 
数量 

（1 構造物当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.8 

特 殊 作 業 員 〃 5.3 

普 通 作 業 員 〃 2.8 

 

表４．２ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 以上]の場合 

名 称 単位 
数量 

（0.1m3当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.8 

特 殊 作 業 員 〃 5.3 

普 通 作 業 員 〃 2.8 

        （注）１．上記歩掛は，全ての施工方向に適用出来る。 
２．現場条件により特殊な養生が必要な場合は，別途考慮する。 
３．コンクリート殻の集積場所までの現場内小運搬（120ｍまで） 
を含む。 

４．仮締切・排水・足場等については，現場条件を考慮のうえ， 
別途計上する。 

 

   １－４－２ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない） 

コンクリートはつり（カッター工含む），左官（プライマー含む），仕上げの歩掛は，次表を標準とする。

 

表４．３ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 未満]の場合 

名 称 単位 
数量 

（1 構造物当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.4 

特 殊 作 業 員 〃 4.5 

普 通 作 業 員 〃 2.3 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

構造物補修工
(断面修復工)

 

表３．４ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 以上]の場合 

名 称 単位 
数量 

（0.1ⅿ3当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.9 

特 殊 作 業 員 〃 3.2 

普 通 作 業 員 〃 2.1 

        （注）１．上記歩掛は，全ての施工方向に適用出来る。 
２．現場条件により特殊な養生が必要な場合は，別途考慮する。 
３．コンクリート殻の積込み・運搬及び処分費は，別途計上する。 
４．仮締切・排水・足場等については，現場条件を考慮のうえ，別 

途計上する。 

表４．４ 断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない） 

[１構造物当り修復延べ体積 0.1ⅿ3 以上]の場合 

名 称 単位 
数量 

（0.1ⅿ3当り） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.4 

特 殊 作 業 員 〃 4.5 

普 通 作 業 員 〃 2.3 

        （注）１．上記歩掛は，全ての施工方向に適用出来る。 
２．現場条件により特殊な養生が必要な場合は，別途考慮する。 
３．コンクリート殻の集積場所までの現場内小運搬（120ｍまで） 

を含む。 
４．仮締切・排水・足場等については，現場条件を考慮のうえ， 

別途計上する。 

 

   １－４－３ コンクリート殻積込（断面修復工） 

（１）日当り編成人員 

コンクリート殻積込の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表４．５ 日当り編成人員 

名 称 単位 数量 

普 通 作 業 員 人 1 

 

（２）日当り施工量 

コンクリート殻積込の日当り施工量は，次表を標準とする。 

表４．６ 日当り施工量 

作 業 種 別 単位 数量 

人 力 積 込 み m3 7.7 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

構造物補修工
(断面修復工)

１－３－３ 材料の使用数量 

断面修復材の使用数量は，次式による。 

     使用数量（ⅿ3）＝設計数量（ⅿ3）×（１＋Ｋ）……式３．１ 

      Ｋ：ロス率 

 

表３．５ ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.18 

 

１－３－４ 諸雑費 

諸雑費は，カッター，はつり及び鉄筋ケレン作業に必要な器具（電動ピック，ディスクサンダー，替え刃

等），防錆処理・プライマー塗布作業に必要な器具（ディスクサンダー等）及び材料，左官作業に必要な器

具（金コテ，ハンドミキサー等），電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた

額を上限として計上する。 

 

 表３．６ 諸雑費率             （％） 

条 件 1 構造物当り修復延べ体積 諸雑費率 

鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む 
0.1m3未満の場合 11 

0.1m3以上の場合 11 

鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない 
0.1m3未満の場合 9 

0.1m3以上の場合 9 

 

   １－４－４ コンクリート殻運搬（断面修復工） 

（１）運搬日数 

ダンプトラック（オンロード・ディーゼル 4t積級）による 10m3当り運搬日数は，次表による。 

表４.７ 殻運搬日数                           (10m3当り) 

運搬機種・規格 ダンプトラック オンロード・ディーゼル 4t 積級 

ＤＩＤ区間：無し 

運搬距離（㎞） 1.0 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.5 以下 6.0 以下 7.5 以下 9.5 以下 11.5 以下 

運搬日数（日） 0.09 0.18 0.28 0.41 0.55 0.69 0.87 1.06 

運搬距離（㎞） 14 以下 16.5 以下 19 以下 22 以下 25 以下 29 以下 33 以下 37.5 以下 

運搬日数（日） 1.28 1.51 1.74 2.02 2.29 2.66 3.03 3.44 

運搬距離（㎞） 42.5 以下 48 以下 54 以下 60 以下     

運搬日数（日） 3.90 4.40 4.95 5.50     

 

表４.８ 殻運搬日数                        (10m3当り) 

運搬機種・規格 ダンプトラック オンロード・ディーゼル 4t 積級 

ＤＩＤ区間：有り 

運搬距離（㎞） 1.0 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.0 以下 5.5 以下 7.0 以下 8.5 以下 10 以下 

運搬日数（日） 0.11 0.22 0.33 0.44 0.61 0.78 0.94 1.11 

運搬距離（㎞） 12 以下 14 以下 16.5 以下 19 以下 22 以下 25 以下 28.5 以下 32 以下 

運搬日数（日） 1.33 1.56 1.83 2.11 2.44 2.78 3.17 3.56 

運搬距離（㎞） 36 以下 40.5 以下 45.5 以下 51 以下 57 以下 60 以下   

運搬日数（日） 4.00 4.50 5.06 5.67 6.33 6.67   

 (注)１．運搬距離は片道であり，往路と復路が異なるときは，平均値とする。 

２．ＤＩＤ（人口集中地区）は，総務省統計局の国勢調査報告書資料添付の人口集中地区境界図によるもの 

 とする。 

３．運搬距離が 60 ㎞を超える場合は，別途考慮する。 

４．自動車専用道路を利用する場合は，別途考慮する。 

 

   １－４－５ 材料の使用数量 

断面修復材の使用数量は，次式による。 

     使用数量（ⅿ3）＝設計数量（ⅿ3）×（１＋Ｋ）……式４．１ 

      Ｋ：ロス率 

 

表４．９ ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.18 

 

   １－４－６ 諸雑費 

諸雑費は，カッター，はつり及び鉄筋ケレン作業に必要な器具（電動ピック，ディスクサンダ，替え刃,集

塵機,ほうき等），防錆処理・プライマー塗布作業に必要な器具（刷毛，ハンドミキサー等）及び材料，左官

作業に必要な器具（金コテ，ハンドミキサー等）， 電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に次

表の率を乗じた額を上限として計上する。 

 

 表４．１０ 諸雑費率             （％） 

条 件 1 構造物当り修復延べ体積 諸雑費率 

鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む 
0.1m3未満の場合 8 

0.1m3以上の場合 8 

鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない 
0.1m3未満の場合 6 

0.1m3以上の場合 6 

 

- 4 -



土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

構造物補修工
(断面修復工)

１－４ 単価表 

（１）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3未満の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 D1 表3.1 

特 殊 作 業 員  〃 D1 〃 

普 通 作 業 員  〃 D1 〃 

断 面 修 復 材  m3  式3.1 

諸 雑 費  式 1 表3.6 

計     

（注）Ｄ1：１構造物当り施工数量 

 

（２）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3以上の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 V／0.1×D2 表3.2 

特 殊 作 業 員  〃 V／0.1×D2 〃 

普 通 作 業 員  〃 V／0.1×D2 〃 

断 面 修 復 材  m3  式3.1 

諸 雑 費  式 1 表3.6 

計     

（注）１．Ｖ ：１構造物当り修復延べ体積（ⅿ3） 
２．Ｄ2：0.1ⅿ3当りの施工数量 

 

（３）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3未満の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 D3 表3.3 

特 殊 作 業 員  〃 D3 〃 

普 通 作 業 員  〃 D3 〃 

断 面 修 復 材  m3  式3.1 

諸 雑 費  式 1 表3.6 

計     

（注）Ｄ3：１構造物当り施工数量 

 

（４）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3以上の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 V／0.1×D4 表3.4 

特 殊 作 業 員  〃 V／0.1×D4 〃 

普 通 作 業 員  〃 V／0.1×D4 〃 

断 面 修 復 材  m3  式3.1 

諸 雑 費  式 1 表3.6 

計     

（注）１．Ｖ ：１構造物当り修復延べ体積（ⅿ3） 
２．Ｄ4：0.1ⅿ3当りの施工数量 

 

 

 １－５ 単価表 

  （１）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3未満の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 D1 表4.1 

特 殊 作 業 員  〃 D1 〃 

普 通 作 業 員  〃 D1 〃 

断 面 修 復 材  m3  式4.1 

諸 雑 費  式 1 表4.10 

計     

（注）Ｄ1：１構造物当り施工数量 

 

  （２）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含む）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3以上の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 V／0.1×D2 表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 V／0.1×D2 〃 

普 通 作 業 員  〃 V／0.1×D2 〃 

断 面 修 復 材  m3  式4.1 

諸 雑 費  式 1 表4.10 

計     

（注）１．Ｖ ：１構造物当り修復延べ体積（ⅿ3） 
２．Ｄ2：0.1ⅿ3当りの施工数量 

 

  （３）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3未満の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 D3 表4.3 

特 殊 作 業 員  〃 D3 〃 

普 通 作 業 員  〃 D3 〃 

断 面 修 復 材  m3  式4.1 

諸 雑 費  式 1 表4.10 

計     

（注）Ｄ3：１構造物当り施工数量 

 

  （４）断面修復工（左官工法）（鉄筋ケレン・鉄筋防錆処理を含まない）１構造物当り単価表 

   修復延べ体積 0.1ⅿ3以上の場合 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 V／0.1×D4 表4.4 

特 殊 作 業 員  〃 V／0.1×D4 〃 

普 通 作 業 員  〃 V／0.1×D4 〃 

断 面 修 復 材  m3  式4.1 

諸 雑 費  式 1 表4.10 

計     

（注）１．Ｖ ：１構造物当り修復延べ体積（ⅿ3） 
２．Ｄ4：0.1ⅿ3当りの施工数量 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

構造物補修工
(断面修復工)

 

  （５）コンクリート殻積込・運搬（断面修復工）10ⅿ3当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

普 通 作 業 員  人 1×10/D 表4.5，表4.6 

ダンプトラック運転 
ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 

4t積級 
日 

 

表3.1，表4.7～表4.8 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 
 
 

  （６）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指定事項 

ダンプトラック ｵﾝﾛｰﾄﾞ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ 
4t積級 

機－22 

運転労務数量→ 0.89  

燃料消費量→  19.20 

機械損料数量→ 1.02 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

⑮ 軟弱地盤処理工 
 

 

⑮－３ スラリー撹拌工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，粘性土，砂質土，シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰によるスラ

リー撹拌工の陸上施工に適用する。 

   杭径及び打設長は以下のとおりとする。 

（１）単軸施工：打設長３ｍを超え10ｍ以下 杭径 800mm～1,200mm 

（２）単軸施工：打設長10ｍを超え30ｍ以下 杭径1,000mm～1,600mm 

（３）単軸施工：打設長３ｍを超え27ｍ以下 杭径1,800mm, 2,000mm 

（４）二軸施工：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000mm 

（５）二軸施工（変位低減型）：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000mm 

（６）二軸施工（変位低減型）：打設長３ｍを超え36ｍ以下 杭径1,600mm 

変位低減型（排土式）のうち，複合噴射撹拌式は除くものとする。 

なお，軸の継足しがある場合は，適用外とする。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工内容 

スラリー撹拌工は，地盤中にセメント及び石灰系固化材をスラリー状（セメントミルク又はモルタル）で

圧送・注入し，撹拌翼で原地盤と撹拌・混合することにより均一な混合処理改良体（コラム）を造成する工

法である。 

変位低減型（排土式）は，周辺地盤や近接構造物に影響を与える恐れがある場合に適用する。 

 

２－２ 施工フロー 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２．スラリプラントの現場内移設は，必要に応じて計上する。 

３．スラリー吐出は，工法及び施工管理方法により，貫入撹拌時又は引抜撹拌時に行う。 

４．排出土処理作業は，変位低減型の場合に計上する。 

 

図２－１ 施工フロー 
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⑮ 軟弱地盤処理工 
 

 

⑮－３ スラリー撹拌工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，粘性土，砂質土，シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰によるスラ

リー撹拌工の陸上施工に適用する。 

   杭径及び打設長は以下のとおりとする。 

（１）単軸施工：打設長３ｍを超え10ｍ以下 杭径 800mm～1,200mm 

（２）単軸施工：打設長10ｍを超え30ｍ以下 杭径1,000mm～1,600mm 

（３）単軸施工：打設長３ｍを超え27ｍ以下 杭径1,800mm, 2,000mm 

（４）二軸施工：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000mm 

（５）二軸施工（変位低減型）：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000mm 

（６）二軸施工（変位低減型）：打設長３ｍを超え36ｍ以下 杭径1,600mm 

変位低減型（排土式）のうち，複合噴射撹拌式は除くものとする。 

なお，軸の継足しがある場合は，適用外とする。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工内容 

スラリー撹拌工は，地盤中にセメント及び石灰系固化材をスラリー状（セメントミルク又はモルタル）で

圧送・注入し，撹拌翼で原地盤と撹拌・混合することにより均一な混合処理改良体（コラム）を造成する工

法である。 

変位低減型（排土式）は，周辺地盤や近接構造物に影響を与える恐れがある場合に適用する。 

 

２－２ 施工フロー 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２．スラリプラントの現場内移設は，必要に応じて計上する。 

３．スラリー吐出は，工法及び施工管理方法により，貫入撹拌時又は引抜撹拌時に行う。 

４．排出土処理作業は，変位低減型の場合に計上する。 

 

図２－１ 施工フロー 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

３． 機 種 の 選 定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

機 械 名 規  格 
単

位 

単 軸 施 工 二 軸 施 工 

摘要 
杭径800mm～ 
1,200mm 

杭径1,000mm～ 
1,600mm 

杭径1,800mm， 
2,000mm 杭径1,000mm 

打設長(L) 
3mを超え 

10m以下 

打設長(L) 
10mを超え 
30m以下 

打設長(L) 
3mを超え 
27m以下 

打設長(L) 
3mを超え 
10m以下 

打設長(L) 
10mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
20mを超え 
40m以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

単軸式 
小型地盤改良機 
27.4kN･m 

台 1 － － － － －  

単軸式  
90kW×1 

〃 － 1 － － － －  

単軸式  
90kW×2 

〃 － － 1 － － －  

二軸式  
45kW×2 

〃 － － － 1 － －  

二軸式  
55～60kW×2 

〃 － － － － 1 －  

二軸式  
90kW×2 

〃 － － － － － 1  

スラリプラント 
(全  自  動 ) 

能力10m3／h 基 1 － － － － －  

能力20m3／h 〃 － 1 1 1 1 1  

（注）１．深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

２．スラリプラントには，スクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，アジテータ，グラウトポ

ンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 
 

 

 

表３．２ 機種の選定 

機 械 名 規 格 単
位 

二軸施工（変位低減型） 

摘要 
杭径1,000mm 

打設長(L) 
3mを超え 

10m以下 

打設長(L) 
10mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
20mを超え 
30m以下 

打設長(L) 
30mを超え 
40m以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

二軸式 45kW×2 台 1 － － －  

二軸式 55～60kW×2 〃 － 1 － －  

二軸式 75～90kW×2 〃 － － 1 －  

二軸式 90kW×2 〃 － － － 1  

スラリプラント 
( 全  自  動 ) 能力20m3／h 基 1 1 1 1  

（注）１．深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

２．スラリプラントには，スクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，アジテータ，グラウトポ

ンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 

 

３． 機 種 の 選 定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

機 械 名 規  格 
単

位 

単 軸 施 工 二 軸 施 工 

摘要 
杭径800mm～ 
1,200mm 

杭径1,000mm～ 
1,600mm 

杭径1,800mm， 
2,000mm 杭径1,000mm 

打設長(L) 
3mを超え 
10m以下 

打設長(L) 
10mを超え 
30m以下 

打設長(L) 
3mを超え 
27m以下 

打設長(L) 
3mを超え 
10m以下 

打設長(L) 
10mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
20mを超え 
40m以下 

深 層 混 合 
処 理 機 

( ス ラ リ ー 式 ) 

単軸式 
小型地盤改良機 
27.4kN･m 

台 1 － － － － －  

単軸式  
90kW×1 〃 － 1 － － － －  

単軸式  
90kW×2 〃 － － 1 － － －  

二軸式  
45kW×2 〃 － － － 1 － －  

二軸式  
55～60kW×2 〃 － － － － 1 －  

二軸式  
90kW×2 〃 － － － － － 1  

スラリプラント 
(全  自  動 ) 

能力10m3／h 基 1 － － － － －  

能力20m3／h 〃 － 1 1 1 1 1  

（注）１．深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

２．スラリプラントには，スクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，アジテータ，グラウトポ

ンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 
 

 

 

表３．２ 機種の選定 

機 械 名 規 格 単
位 

二軸施工（変位低減型） 

摘要 
杭径1,000mm 

打設長(L) 
3mを超え 
10m以下 

打設長(L) 
10mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
20mを超え 
30m以下 

打設長(L) 
30mを超え 
40m以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

二軸式 45kW×2 台 1 － － －  

二軸式 55～60kW×2 〃 － 1 － －  

二軸式 75～90kW×2 〃 － － 1 －  

二軸式 90kW×2 〃 － － － 1  

スラリプラント 
( 全  自  動 ) 

能力20m3／h 基 1 1 1 1  

（注）１．深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

２．スラリプラントには，スクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，アジテータ，グラウトポ

ンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

表３．３ 機種の選定 

機 械 名 規 格 単
位 

二軸施工（変位低減型） 

摘要 
杭径1,600mm 

打設長(L) 
3mを超え 
20m以下 

打設長(L) 
20mを超え 
26m以下 

打設長(L) 
26mを超え 
36m以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

二軸式 90kW×2 
最大施工深度20m 

台 1 － －  

二軸式 90kW×2 
最大施工深度26m 〃 － 1 －  

二軸式 90kW×2 
最大施工深度36m 

〃 － － 1  

スラリプラント 
( 全  自  動 ) 

能力40m3／h 基 1 1 1  

（注）１．深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

２．スラリプラントには，スクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，アジテータ，グラウトポ

ンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 施工図 
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４． 編 成 人 員 

スラリー撹拌工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

   表４．１ 日当り編成人員 （人／日）

工 法 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

単 軸 施 工 
二 軸 施 工 

1 1 1 

二 軸 施 工 
( 変 位 低 減 型 ) 1 2 1 

（注）編成人員には，スラリプラントの管理運転労務を含む。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

５． 施  工  歩  掛 

５－１ 杭施工本数 

１日当り杭施工本数は，次表を標準とする。 
 

表５．１ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径800mm～1,200mm） 

3mを超え  4m未満 21 

4m以上   5m未満 18 

5m以上   6m未満 15 

6m以上   7m未満 14 

7m以上   8m未満 12 

8m以上   9m未満 11 

9m以上  10m以下 10 

 

表５．２ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径1,000mm～1,600mm） 

10mを超え 12m未満 7 

12m以上  14m未満 6 

14m以上  19m未満 5 

19m以上  25m未満 4 

25m以上  30m以下 3 

 
表５．３ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径1,800mm） 

3mを超え 4m未満 11 

4m以上  5m未満 10 

5m以上  6m未満 9 

6m以上  7m未満 8 

7m以上  8m未満 7 

8m以上  12m未満 6 

12m以上  16m未満 5 

16m以上  21m未満 4 

21m以上  25m未満 3 

25m以上  27m以下 2 

 

５． 施  工  歩  掛 

５－１ 杭施工本数 

１日当り杭施工本数は，次表を標準とする。 
 

表５．１ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日） 

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径800mm～1,200mm） 

3mを超え  4m未満 20 

4m以上   5m未満 17 

5m以上   6m未満 14 

6m以上   7m未満 13 

7m以上   9m未満 11 

9m以上  10m以下 10 

 

表５．２ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日） 

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径1,000mm～1,600mm） 

10mを超え 12m未満 7 

12m以上  14m未満 6 

14m以上  19m未満 5 

19m以上  25m未満 4 

25m以上  30m以下 3 

 
表５．３ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径1,800mm） 

3mを超え 4m未満 11 

4m以上  5m未満 10 

5m以上  6m未満 9 

6m以上  7m未満 8 

7m以上  8m未満 7 

8m以上  12m未満 6 

12m以上  16m未満 5 

16m以上  21m未満 4 

21m以上  25m未満 3 

25m以上  27m以下 2 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

表５．４ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
単 軸 施 工 

（杭径2,000mm） 

3mを超え 4m未満 10 

4m以上  5m未満 9 

5m以上  6m未満 8 

6m以上  7m未満 7 

7m以上  9m未満 6 

9m以上  13m未満 5 

13m以上  17m未満 4 

17m以上  22m未満 3 

22m以上  27m以下 2 

（注）１．施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む），位置決め，
貫入，撹拌，練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

２．スラリプラントの現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が
必要となった場合は，分解・組立費を別途計上する。 

３．スラリプラントの現場内移設は，「５－４スラリプラント現場内
移設歩掛」により別途計上する。 

４．撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，
「５－５その他（１）」により別途計上する。 

５．安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 

   
表５．５ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
二 軸 施 工 

（杭径1,000mm） 

3mを超え 4m未満 13 

4m以上  5m未満 12 

5m以上  7m未満 11 

7m以上  9m未満 10 

9m以上  10m未満 9 

10m以上  12m未満 8 

12m以上  15m未満 7 

15m以上  18m未満 6 

18m以上  22m未満 5 

22m以上  30m未満 4 

30m以上  40m以下 3 

（注）１．施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む），位置決め，
貫入，撹拌，練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

２．スラリプラントの現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が
必要となった場合は，分解・組立費を別途計上する。 

３．スラリプラントの現場内移設は，「５－４スラリプラント現場内
移設歩掛」により別途計上する。 

４．撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，
「５－５その他（１）」により別途計上する。 

５．安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 
６．二軸施工の改良断面図は，次図を標準とする。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

表５．６ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
二軸施工（変位低減型） 

（杭径1,000mm） 

3mを超え 4.5m未満 11 

4.5m以上  5.5m未満 10 

5.5m以上    7m未満 9 

7m以上   9m未満 8 

9m以上  11m未満 7 

11m以上  14m未満 6 

14m以上  19m未満 5 

19m以上  26m未満 4 

26m以上  39m未満 3 

39m以上  40m以下 2 

（注）１．施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む），位置決め，
貫入，撹拌，練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

     また，排出土処理作業を含む。 
２．スラリプラントの現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が
必要となった場合は，分解・組立費を別途計上する。 

３．スラリプラントの現場内移設は，「５－４スラリプラント現場内
移設歩掛」により別途計上する。 

４．撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，
「５－５その他（１）」により別途計上する。 

５．安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 
６．二軸施工の改良断面図は，次図を標準とする。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

表５．７ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
二軸施工（変位低減型） 

（杭径1,600mm） 
ラップ式 杭式 

3mを超え  4m未満 11 22 

4m以上   5m未満 10 20 

5m以上   6m未満 9 18 

6m以上  7m未満 8 16 

7m以上  9m未満 7 14 

9m以上 11.5m未満 6 12 

11.5m以上   15m未満 5 10 

15m以上 20.5m未満 4 8 

20.5m以上   30m未満 3 6 

30m以上  36m以下 2 4 

（注）１．施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む），位置決め，
貫入，撹拌，練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

     また，排出土処理作業を含む。 
２．スラリプラントの現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が
必要となった場合は，分解・組立費を別途計上する。 

３．スラリプラントの現場内移設は，「５－４スラリプラント現場内
移設歩掛」により別途計上する。 

４．撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，
「５－５その他（１）」により別途計上する。 

５．安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 
６．二軸施工の改良断面図は，次図を標準とする。 
７．二軸施工の１日当り杭施工本数は，ラップ式で２軸当り１本，
杭式で１軸当り１本とする。 

 

 

 

 

 

 

図５－３ 改良断面図 

 

 

５－２ 改良材使用数量 

    改良材は，セメント系，石灰系を標準とし，現場条件により決定する。なお，使用数量は次式による。 

     Ｖ＝Ｖ×Ｌ1×(１＋Ｋ)……………… 式５．１ 

      Ｖ ：１本当り改良材使用数量（ｔ／本） 

      Ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用数量（ｔ／ｍ） 

      Ｌ1 ：杭長（ｍ） 

      Ｋ ：ロス率 
 

表５．８ ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.1 

 

杭式

3,200mm

1,600mm

ラップ式

3,000mm

1,600mm

表５．７ １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長（L） 
二軸施工（変位低減型） 

（杭径1,600mm） 
ラップ式 杭式 

3mを超え  4m未満 11 22 

4m以上   5m未満 10 20 

5m以上   6m未満 9 18 

6m以上  7m未満 8 16 

7m以上  9m未満 7 14 

9m以上 11.5m未満 6 12 

11.5m以上   15m未満 5 10 

15m以上 20.5m未満 4 8 

20.5m以上   30m未満 3 6 

30m以上  36m以下 2 4 

（注）１．施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む），位置決め，
貫入，撹拌，練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

     また，排出土処理作業を含む。 
２．スラリプラントの現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が
必要となった場合は，分解・組立費を別途計上する。 

３．スラリプラントの現場内移設は，「５－４スラリプラント現場内
移設歩掛」により別途計上する。 

４．撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，
「５－５その他（１）」により別途計上する。 

５．安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 
６．二軸施工の改良断面図は，次図を標準とする。 
７．二軸施工の１日当り杭施工本数は，ラップ式で２軸当り１本，
杭式で１軸当り１本とする。 

 

 

 

 

 

 

図５－３ 改良断面図 

 

 

５－２ 改良材使用数量 

    改良材は，セメント系，石灰系を標準とし，現場条件により決定する。なお，使用数量は次式による。 

     Ｖ＝Ｖ×Ｌ1×(１＋Ｋ)……………… 式５．１ 

      Ｖ ：１本当り改良材使用数量（ｔ／本） 

      Ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用数量（ｔ／ｍ） 

      Ｌ1 ：杭長（ｍ） 

      Ｋ ：ロス率 
 

表５．８ ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.1 

 

杭式

3,200mm

1,600mm

ラップ式

3,000mm

1,600mm
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

５－３ 諸雑費 

諸雑費は，足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去・移設，改良後の整地に要する費用，電力に関する経費

等であり労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

なお，変位低減型の場合は，諸雑費に排出土処理（現場内仮置き）に関する費用を含む。 

 

表５．９ 諸雑費率 （％）

工 法 杭 径 打設長（L） 諸 雑 費 率 

単 軸 施 工 

800mm～1,200mm 3mを超え10m以下 20 

1,000mm～1,600mm 10mを超え30m以下 18 

1,800mm 
2,000mm 

3mを超え27m以下 31 

二 軸 施 工 1,000mm 3mを超え40m以下 23 

二 軸 施 工 
( 変 位 低 減 型 ) 

1,000mm 3mを超え40m以下 26 

1,600mm 3mを超え36m以下 31 

 

５－４ スラリプラント現場内移設歩掛 

スラリプラントを中心に施工位置が半径約100ｍを超える場合，又は同一現場内に施工箇所が２箇所以上あ

る等，スラリプラントを移設しなければならない場合は，次表を標準とする。 

 

表５．10 スラリプラント現場内移設歩掛 （１回当り）

名 称 規 格 単位 

単 軸 施 工 

二 軸 施 工 

二軸施工(変位低減型) 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 

特 殊 作 業 員  〃 2.9 

普 通 作 業 員  〃 1.4 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
25t吊 

日 1.4 

（注）１．移設するスラリプラントはスクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，ア

ジテータ，グラウトポンプ，スラリプラント制御盤及び発動発電機とする。 

２．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

５－５ その他 

（１）次の条件等により撹拌翼が貫入出来ない場合は，バックホウによる先掘りを行うものとし，「第５編２章

土工②土工」による。 

     １）表層安定処理等を行った地盤 

     ２）表層に転石等が多い地盤 

     ３）表層に障害物等のある地盤 

（２）汚泥土の処分が必要な場合は，別途計上する。 

（３）注入材配合用水，機器洗浄等に用いる上水道等が必要な場合は，別途計上する。 

（４）スラリー撹拌工は，特許を有する工法の場合もあるので,特許料が必要な場合は，別途計上する。 

５－３ 諸雑費 

諸雑費は，足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去・移設，改良後の整地（バックホウ運転費用），グラウ

トポンプの遠隔操作の機器に要する費用，電力に関する経費等であり労務費，機械損料及び運転経費の合計

額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

なお，変位低減型の場合は，諸雑費に排出土処理（エアリフト及び現場内仮置き）に関する費用を含む。 

 

表５．９ 諸雑費率 （％）

工 法 杭 径 打設長（L） 諸 雑 費 率 

単 軸 施 工 

800mm～1,200mm 3mを超え10m以下 29 

1,000mm～1,600mm 10mを超え30m以下 28 

1,800mm 
2,000mm 3mを超え27m以下 37 

二 軸 施 工 1,000mm 3mを超え40m以下 32 

二 軸 施 工 
( 変 位 低 減 型 ) 

1,000mm 3mを超え40m以下 37 

1,600mm 3mを超え36m以下 49 

 

５－４ スラリプラント現場内移設歩掛 

スラリプラントを中心に施工位置が半径約100ｍを超える場合，又は同一現場内に施工箇所が２箇所以上あ

る等，スラリプラントを移設しなければならない場合は，次表を標準とする。 

 

表５．10 スラリプラント現場内移設歩掛 （１回当り）

名 称 規 格 単位 

単 軸 施 工 

二 軸 施 工 

二軸施工(変位低減型) 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 

特 殊 作 業 員  〃 2.9 

普 通 作 業 員  〃 1.4 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
25t吊 

日 1.4 

（注）１．移設するスラリプラントはスクリュコンベヤ，セメントサイロ，水槽，水中ポンプ，ア

ジテータ，グラウトポンプ，スラリプラント制御盤及び発動発電機とする。 

２．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

５－５ その他 

（１）次の条件等により撹拌翼が貫入出来ない場合は，バックホウによる先掘りを行うものとし，「第５編２章

土工②土工」による。 

     １）表層安定処理等を行った地盤 

     ２）表層に転石等が多い地盤 

     ３）表層に障害物等のある地盤 

（２）汚泥土の処分が必要な場合は，別途計上する。 

（３）注入材配合用水，機器洗浄等に用いる上水道等が必要な場合は，別途計上する。 

（４）スラリー撹拌工は，特許を有する工法の場合もあるので,特許料が必要な場合は，別途計上する。 

（５）プラント施設の防寒設備が必要な場合は，別途計上する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

スラリー攪拌
工

６． 単 価 表 

（１）スラリー撹拌工杭長○○ｍ１本当り単価表  
名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 
Ｎ

１
×1

 表4.1 

表5.1～表5.7 

特 殊 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×2(3)

 表4.1 

表5.1～表5.7 

普 通 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×1

 表4.1 

表5.1～表5.7 

改 良 材  t V 式5.1，表5.8 

深層混合処理機運転  日 
Ｎ

１  表3.1～表3.3 

表5.1～表5.7 

機械損料 

スラリプラント運転  〃 
Ｎ

１  表3.1～表3.3 

表5.1～表5.7 

機械損料 

諸 雑 費  式 1 表5.9 

特 許 料 金  〃 1 必要に応じて計上 

計     

（注）Ｎ：１日当り杭施工本数（本／日） 

Ｖ：１本当り改良材使用量（ｔ／本） 

（ ）書き：二軸施工（変位低減型）の場合に適用する。  
（２）スラリプラント現場内移設１回当り単価表  

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.10 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
25t吊 

日  表5.10 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

（３）機械運転単価表  
機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

深層混合処理機 
( ス ラ リ ー 式 ) 表3.1 機－18 

単
軸 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→ 27.4kN･m        → 35 

  →90kW×1 20m      → 52 
  →90kW×1 30m      → 52 
  →90kW×2       → 83 

機械損料数量→ 1.61 

二
軸 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→45kW×2      → 59 

  →55～60kW×2    → 48 
  →90kW×2      → 77 

機械損料数量→ 1.61 

深層混合処理機 
( ス ラ リ ー 式 ) 
変 位 低 減 型 

表3.2，表3.3 機－18 
二
軸 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→45kW×2      → 55 

  →55～60kW×2    → 45 
  →75～90kW×2    → 55 
  →90kW×2      → 72 
  →90kW×2 L≦10m機 → 55 
  →90kW×2 L≦20m機 → 55 
  →90kW×2 L≦26m機 → 72 
  →90kW×2 L≦36m機 → 72 

機械損料数量→ 1.61 

スラリプラント 表3.1～表3.3 機－25 機械損料数量→ 1.61 

６． 単 価 表 

（１）スラリー撹拌工杭長○○ｍ１本当り単価表  
名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 
Ｎ

１
×1

 表4.1 

表5.1～表5.7 

特 殊 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×1(2)

 表4.1 

表5.1～表5.7 

普 通 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×1

 表4.1 

表5.1～表5.7 

改 良 材  t V 式5.1，表5.8 

深層混合処理機運転  日 
Ｎ

１  表3.1～表3.3 

表5.1～表5.7 

機械損料 

スラリプラント運転  〃 
Ｎ

１  表3.1～表3.3 

表5.1～表5.7 

機械損料 

諸 雑 費  式 1 表5.9 

特 許 料 金  〃 1 必要に応じて計上 

計     

（注）Ｎ：１日当り杭施工本数（本／日） 

Ｖ：１本当り改良材使用量（ｔ／本） 

（ ）書き：二軸施工（変位低減型）の場合に適用する。  
（２）スラリプラント現場内移設１回当り単価表  

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.10 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
25t吊 

日  表5.10 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 
（３）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

深層混合処理機 
( ス ラ リ ー 式 ) 表3.1 機－18 

単
軸 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→ 27.4kN･m        → 35 

  →90kW×1 20m      → 52 
  →90kW×1 30m      → 52 
  →90kW×2       → 83 

機械損料数量→ 1.61 

二
軸 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→45kW×2      → 59 

  →55～60kW×2    → 48 
  →90kW×2      → 77 

機械損料数量→ 1.61 

深層混合処理機 
( ス ラ リ ー 式 ) 
変 位 低 減 型 

表3.2，表3.3 機－18 
二
軸 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→45kW×2      → 55 

  →55～60kW×2    → 45 
  →75～90kW×2    → 55 
  →90kW×2      → 72 
  →90kW×2 L≦20m機 → 55 
  →90kW×2 L≦26m機 → 72 
  →90kW×2 L≦36m機 → 72 

機械損料数量→ 1.61 

スラリプラント 表3.1～表3.3 機－25 機械損料数量→ 1.61 

 

- 15 -



土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

中層混合処理
工（ＩＣＴ）

⑮－７ 中層混合処理工（ＩＣＴ） 
 

 

１． 適  用  範  囲 

本資料は,ＩＣＴによる地盤改良工のうち，粘性土,砂質土,シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行う

中層混合処理工(ＩＣＴ)に適用する｡ 

施工方式は，スラリー噴射方式の機械撹拌混合とする。 

改良形式は全面改良とし，改良深度２ｍを超え13ｍ以下の陸上施工に適用する。 

 

２． 施  工  概  要 

中層混合処理工(ＩＣＴ)は，中層混合処理機(ＩＣＴ)にて，軟弱地盤をスラリー噴射式の機械撹拌混合とする工

法である。 

施工フローは，下記を標準とする。 

 （注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

次の区画へ

スラリプラント現場内移設

運

搬

組

立

位

置

決

め

ス
ラ
リ
ー
噴
射
撹
拌

仮

転

圧

・

整

正

移

動

分

解

運

搬

敷

鉄

板

撤

去

敷

鉄

板

設

置
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

中層混合処理
工（ＩＣＴ）

３． 機 種 の 選 定 

機械・規格は，次表を標準とする。 
                      

表３．１ 機種の選定 

機 械 名 規 格 
単 
位 

数量 

改良深度(L) 
2m＜L≦5m 

改良深度(L) 
5m＜L≦8m 

改良深度(L) 
8m＜L≦10m 

改良深度(L) 
10m＜L≦13m 

中層混合処理機 
(トレンチャ式) 

（ＩＣＴ） 

［ベースマシン］ 
20t(山積0.8m3)級バックホウ 

［撹拌混合装置］
改良深度(標準)5m 

［施工管理装置］1ピースブーム用  

台 1 － － － 

［ベースマシン］ 
30t(山積1.4m3)級バックホウ 

［撹拌混合装置］
改良深度(標準)8m 

［施工管理装置］1ピースブーム用  

〃 － 1 － － 

［ベースマシン］ 
40t(山積1.9m3)級バックホウ 

［撹拌混合装置］ 
改良深度(標準)10m 

［施工管理装置］1ピースブーム用  

〃 － － 1 － 

［ベースマシン］ 
40t(山積1.9m3)級バックホウ 

（2ピースブーム） 
［撹拌混合装置］

改良深度(標準)13m 
［施工管理装置］2ピースブーム用  

〃 － － － 1 

深層混合処理機 
(スラリー式) 

スラリプラント（全自動） 
能力20m3／h 

〃 1 

 

４． 編  成  人  員 

中層混合処理工(ＩＣＴ) の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

 

 

 

 

         表４．１ 編成人員      （人／日） 
土木一般世話役 特殊作業員 普通作業員 

1 1 2 

（注）編成人員には，スラリプラントの管理運転労務を含む。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

中層混合処理
工（ＩＣＴ）

５． 施  工  歩  掛 

５－１ 日当り作業量 
１日当り作業量は，次表を標準とする。 

 

        表５．１ 標準日当り作業量（Ｄ）      （ｍ3／日） 

改良深度（L） 日当り作業量 

2m＜L≦5m 237 

5m＜L≦8m 284 

  8m＜L≦10m   323 

10m＜L≦13m 362 

（注）１．日当り作業量は，中層混合処理機(ＩＣＴ)の移動（敷鉄板の

設置・撤去含む），位置決め，スラリー噴射撹拌，仮転圧・整

正までの一連の作業のものである。 

２．１工事当りの施工規模が 1,000ｍ3未満の場合は，標準日当り

作業量に次表の補正係数を乗じるものとする。 

 

表５．２ 日当り作業量の補正係数 

施工規模 1,000m3未満 0.8 

 
５－２ 改良材使用量 

改良材はセメント系固化剤を標準とし，現場条件により決定する。なお，使用量は次式による。 

    Ｖ＝ｖ×（１＋Ｋ）／1,000……… 式５．１ 

      Ｖ：１ｍ3当りの改良材使用量（ｔ／ｍ3） 

ｖ：１ｍ3当りの改良材添付量（kg／ｍ3） 

      Ｋ：ロス率 

 

表５．３ ロス率（K） 

ロ ス 率 ＋0.06 

 
 
５－３ 諸雑費 

諸雑費は，足場材（敷鉄板（中層混合処理機(ＩＣＴ)用・スラリプラント用））の賃料及び設置・撤去・

移設に要する費用（バックホウ運転費用），撹拌混合装置の損耗材料費（チェーン，撹拌翼，切削刃，ガイド

ローラ，スプロケット，アイドラーの各部品費），空気圧縮機の賃料及び運転経費，電力に関する経費等の費用及

び改良後の整地に要する費用であり，労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限

として計上する。 

 
表５．４ 諸雑費率      （％）

改良深度（L) 諸 雑 費 率 

2m＜L≦5m 29 

5m＜L≦8m 26 

  8m＜L≦10m  27 

10m＜L≦13m 26 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

中層混合処理
工（ＩＣＴ）

５－４ その他 
（１）次の条件等により撹拌翼が貫入出来ない場合は，バックホウによる先掘りを行うものとし，「第５編２

章土工②土工」による。 

      １）表層に転石等が多い地盤 
     ２）表層に障害物等のある地盤 

（２）中層混合処理工(ＩＣＴ)は，特許を有する工法の場合もあるので，特許料が必要な場合は，別途計上す

る。 
（３）中層混合処理機(ＩＣＴ)の分解・組立については，「第２編１章一般事項③重建設機械分解・組立」の

地盤改良機械を適用する。 
  （４）スラリプラントを中心に半径約 200ｍを超える場合，揚程が５ｍを超える場合，又は同一現場内に施工箇

所が２箇所以上あり，スラリプラントを移設しなければならない場合は，「第２編３章共通工⑮－３スラ

リー撹拌工５－４スラリプラント現場内移設歩掛」を適用する。 
  （５）汚泥土の処理が必要な場合は，別途計上する。 
  （６）注入材配合用水，機器洗浄等に用いる上水道等が必要な場合は，別途計上する。 
 （７）プラント施設の防寒設備が必要な場合は，別途計上する。 

 

６． I Ｃ Ｔ建設機械経費等 

ＩＣＴ建設機械経費として以下の経費を計上する。 

６－１ ＩＣＴ建設機械経費損料加算額 
 建設機械に取付ける各種機器及び地上の基地局・管理局の賃貸費用として，機械運転単価表にＩＣＴ建設機械

経費損料加算額を必要日数分計上する。 
 

７． 単 価 表 

（１）中層混合処理工(ＩＣＴ)100ｍ3当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 
100

D ×1 
表4.1 
表5.1 

特 殊 作 業 員  〃 
100

D ×1 〃 

普 通 作 業 員  〃 
100

D ×2 〃 

改 良 材  t V×100 式5.1 

中 層 混 合 処 理 機 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 運 転 

 日 
100D  表3.1，表5.1 

機械損料 

ス ラ リ プ ラ ン ト 運 転  〃 
100D  表3.1，表5.1 

機械損料 

諸 雑 費  式 1 表5.4 

特 許 料 金  〃 1 必要に応じて計上 

計     

（注）Ｄ：１日当り作業量（ｍ3／日） 
Ｖ：１ｍ3当りの改良材使用量（ｔ／ｍ3） 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

中層混合処理
工（ＩＣＴ）

（２）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

中 層 混 合 処 理 機 
（ ト レ ン チ ャ 式 ） 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

［ベースマシン］ 
20t(山積0.8m3)級 
バックホウ 

［撹拌混合装置］ 
改良深度(標準)5m 

［施工管理装置］ 
1ピースブーム用 

機－36 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→113 
機械損料数量1（ベースマシン）→1.68 
機械損料数量2（撹拌混合装置）→1.68 
機械損料数量3（施工管理装置）→1.68 

Ｉ Ｃ Ｔ 建 設 機 械 経 費 
損 料 加 算 額 

 機械賃料数量→ 1.68 

中 層 混 合 処 理 機 
（ ト レ ン チ ャ 式 ） 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

［ベースマシン］ 
30t(山積1.4m3)級 
バックホウ 

［撹拌混合装置］ 
改良深度(標準)8m 

［施工管理装置］ 
1ピースブーム用 

機－36 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→183 
機械損料数量1（ベースマシン）→1.68 
機械損料数量2（撹拌混合装置）→1.68 
機械損料数量3（施工管理装置）→1.68 

Ｉ Ｃ Ｔ 建 設 機 械 経 費 
損 料 加 算 額 

 機械賃料数量→ 1.68 

中 層 混 合 処 理 機 
（ ト レ ン チ ャ 式 ） 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

［ベースマシン］ 
40t(山積1.9m3)級 
バックホウ 

［撹拌混合装置］ 
改良深度(標準)10m 

［施工管理装置］ 
1ピースブーム用 

機－36 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→233 
機械損料数量1（ベースマシン）→1.68 
機械損料数量2（撹拌混合装置）→1.68 
機械損料数量3（施工管理装置）→1.68 

Ｉ Ｃ Ｔ 建 設 機 械 経 費 
損 料 加 算 額 

 機械賃料数量→ 1.68 

中 層 混 合 処 理 機 
（ ト レ ン チ ャ 式 ） 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

［ベースマシン］ 
40t(山積1.9m3)級 
バックホウ 
（2ピースブーム） 

［撹拌混合装置］ 
改良深度(標準)13m 

［施工管理装置］ 
2ピースブーム用 

機－36 

運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→233 
機械損料数量1（ベースマシン）→1.68 
機械損料数量2（撹拌混合装置）→1.68 
機械損料数量3（施工管理装置）→1.68 

Ｉ Ｃ Ｔ 建 設 機 械 経 費 
損 料 加 算 額 

 機械賃料数量→ 1.68 

深 層 混 合 処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

スラリプラント（全自
動） 
能力20m3／h 

機－25 機械損料数量→ 1.68 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

排水材設置工

構

造

物

設

置

排

水

材

設

置

埋

戻

し

㉜ 排水材設置工 

 

１． 適 用 範 囲 

構造物（橋台，擁壁，ボックスカルバート等）埋戻背面のコンクリート面に帯状の排水材（全透水型（立体網状体及

びメッシュチューブ型等））を設置する作業に適用する。 

１－１ 適用出来る範囲 

（１） コンクリート釘，接着剤，固定金具等を用いて固定する方法を標準とし，排水材規格は幅 200mm 以上 600mm

以下，厚 20mm 以上 50mm 以下の場合。 

 

１－２ 適用出来ない範囲 

（１）構造物埋戻背面の補強土壁に帯状の排水材を設置する場合。 

（２）土砂部及び岩盤部（土工面）に設置する帯状の排水材の場合。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

３． 施 工 歩 掛 

排水材の設置歩掛は，次表を標準とする。 

表３.1 排水材設置歩掛 （10ｍ当り）

製 品 幅（mm） 及 び 厚（mm） 幅 200以上600以下 
厚  20以上 50以下 名      称 単位  

土 木 一 般 世 話 役 人 0.03 

普 通 作 業 員 〃 0.26 

排 水 材 m 10.5 

諸 雑 費 率 ％ 1 

（注）１．歩掛は，現場内小運搬を含む設置作業であり，埋戻しは含まない。 
   ２．排水材のロス率（重合せ及び切断ロス）は，＋0.05として上表に含

まれている。 
３．コンクリート釘による固定の場合の諸雑費は，ハンマー・充電式電

動ハンマドリルの損料及びコンクリート釘・固定板・座金等の費用で
あり，接着剤による固定の場合の諸雑費は，刷毛・接着剤等の費用で
あり，固定金具による固定の場合の諸雑費は，チューブ式接着剤・粘
着布テープ等の費用であり，材料費の合計額に上表の率を乗じた金額
を上限として計上する。なお，固定方法に関わらず本諸雑費率を使用
できる。 

４．固定金具を用いて固定する金具材料の材料費は，必要に応じて別途
計上する。 

   ５．水抜きパイプ等に接続する継手材料の材料費及び施工費は，必要に
応じて別途計上する。 

 

㉜ 排水材設置工 

㉜-1 排水材設置工（構造物背面排水材） 
１． 適 用 範 囲 

構造物（橋台，擁壁，ボックスカルバート等）埋戻背面のコンクリート面に帯状の排水材（全透水型（立体網状体

及びメッシュチューブ型等））を設置する作業に適用する。 

１－１ 適用出来る範囲 

（１） コンクリート釘，接着剤，固定金具等を用いて固定する方法を標準とし，排水材規格は幅 200mm 以上

600mm 以下，厚 20mm 以上 50mm 以下の場合。 

 

１－２ 適用出来ない範囲 

（１）構造物埋戻背面の補強土壁に帯状の排水材を設置する場合。 

（２）土砂部及び岩盤部（土工面）に帯状の排水材を設置する場合。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

３． 施 工 歩 掛 

排水材の設置歩掛は，次表を標準とする。 

表３.１ 排水材設置歩掛 （10ｍ当り）

製 品 幅（mm） 及 び 厚（mm） 幅 200以上600以下 
厚  20以上 50以下 名      称 単位  

土 木 一 般 世 話 役 人 0.03 

普 通 作 業 員 〃 0.26 

排 水 材 m 10.5 

諸 雑 費 率 ％ 1 

（注）１．歩掛は，運搬距離60m程度までの現場内小運搬を含む設置作業であり，埋戻しは含ま
ない。 

   ２．排水材のロス率（重合せ及び切断ロス）は，＋0.05として上表に含まれている。 
３．コンクリート釘による固定の場合の諸雑費は，ハンマー・充電式電動ハンマドリル
の損料及びコンクリート釘・固定板・座金等の費用であり，接着剤による固定の場合
の諸雑費は，刷毛・接着剤等の費用であり，固定金具による固定の場合の諸雑費は，
チューブ式接着剤・粘着布テープ等の費用であり，材料費の合計額に上表の率を乗じ
た金額を上限として計上する。なお，固定方法に関わらず本諸雑費率を使用できる。 

４．固定金具を用いて固定する金具材料の材料費は，必要に応じて別途計上する。 
   ５．水抜きパイプ等に接続する継手材料の材料費及び施工費は，必要に応じて別途計上

する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

排水材設置工
４． 単 価 表 

（１）排水材10ｍ当り設置単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

排 水 材 製品幅（mm）・製品厚（mm） m  〃 10×（1＋ロス率） 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

４． 単 価 表 

（１）排水材10ｍ当り設置単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

排 水 材 製品幅（mm）・製品厚（mm） m  〃 10×（1＋ロス率） 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

【参考図】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

L型擁壁 橋台 

背面排水材

水抜きパイプ

埋戻面

擁壁

埋戻面

水抜きパイプ

橋台 背面排水材
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

排水材設置工
㉜-2 排水材設置工（水平排水層） 
１． 適 用 範 囲 

盛土（路体盛土等）内の浸透水の排除を目的に設置する帯状の排水材（帯状シート・全透水型（立体網状体等））を

設置，及びフィルター材（砕石等）を敷設する作業に適用する。なお，帯状の排水材の設置は水平排水材，フィルター

材（砕石等）の敷設はフィルター層とする。 

 

１－１ 適用出来る範囲 

 １－１－１ 水平排水材 

（１）現地発生土及び鉄丸釘等を用いて固定する方法を標準とし，排水材規格は幅 100mm 以上 600mm 以下，厚 50mm

以下の場合。 

（２）帯状シート及び全透水型の場合。 

 １－１－２ フィルター層 

（１）フィルター層（水平排水層）及びフィルター層（基盤排水層）の場合。 

（２）フィルター層は厚 300mm 以上 500mm 以下の場合。 

 

１－２ 適用出来ない範囲 

 １－２－１ 水平排水材 

（１）切盛境に設置する場合。 

（２）構造物背面のコンクリート面に設置する場合。 

（３）補強土壁及び補強盛土の補強領域内への浸透を排除するため，盛土の一定厚さごとに，水平排水材を設置する

場合。 

（４）帯状排水材の全透水型（メッシュチューブ型）及び半透水型の場合。 

 １－２－２ フィルター層 

（１）排水層内に暗渠排水管を埋設する場合。 

（２）軟弱地盤処理工の場合。 

（３）補強土壁及び補強盛土の補強領域内への浸透を排除するため，盛土の一定厚さごとに，フィルター層を敷設す

る場合。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

排水材設置工

３． 施 工 歩 掛 

 ３－１ 水平排水材設置歩掛 

水平排水材設置歩掛は，次表を標準とする。 

表３.１ 水平排水材設置歩掛 （10ｍ当り）

製 品 幅（mm） 及 び 厚（mm） 幅 100以上600以下 
厚  50以下 名      称 単位  

土 木 一 般 世 話 役 人 0.04 

普 通 作 業 員 〃 0.13 

排 水 材 m 10.2 

諸 雑 費 率 ％ 0.3 

（注）１．歩掛は，運搬距離60m程度までの現場内小運搬を含む設置作業であり，盛土は含まな
い。 

   ２．水平排水材のロス率（重合せ及び切断ロス）は，＋0.02として上表に含まれている。 
３．諸雑費は，ハンマーの損料及び鉄丸釘等の費用であり，労務費の合計額に上表の率
を乗じた金額を上限として計上する。なお，固定方法に関わらず本諸雑費率を使用で
きる。 

 

 

 ３－２ フィルター層敷設歩掛 

フィルター層敷設歩掛は，次表を標準とする。 

表３.２ フィルター層敷設歩掛 （10ｍ3当り）

厚（mm） 
厚  300以上500以下 

名      称 単位  

土 木 一 般 世 話 役 人 0.11 

特 殊 作 業 員 〃 0.06 

普 通 作 業 員 〃 0.31 

バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 運 転 h 2.2 

フ ィ ル タ ー 材 m3 13 

諸 雑 費 率 ％ 0.3 

（注）１．歩掛は，運搬距離40m程度までの現場内小運搬を含む敷設作業であり，掘削及び盛土
は含まない。 

   ２．フィルター材のロス率（材料ロス）は，＋0.3として上表に含まれている。 
３．諸雑費は，締固め機械等の運転経費であり，労務費の合計に上表の率を乗じた金額
を上限として計上する。 

４．吸出し防止材が必要な場合は，「第５編３章共通工㉑吸出し防止材設置工」により別
途計上する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

排水材設置工
４． 単 価 表 

（１）水平排水材10ｍ当り設置単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

水 平 排 水 材 製品幅（mm）・製品厚（mm） m  〃 10×（1＋ロス率） 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（２）フィルター層10ｍ3当り敷設単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.2 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 運 転 

後方超小旋回型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型（２０１４規制）・ 
山積0.5m3（平積0.4m3） 
吊能力2.9t 

h   〃 
 機械損料 

フ ィ ル タ ー 材  m3  〃 10×（1＋ロス率） 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（３）機械運転単価表 

機 械 名 規  格 適用単価表 指 定 事 項 

 
バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 
 

フィルター層 

後方超小旋回型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型（２０１４規制）・ 
山積0.5m3（平積0.4m3） 
吊能力2.9t 

機－１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水平排水材の参考図 

水平排水材

盛土
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

排水材設置工
 

 

 

 

 

 

 

 

フィルター層の参考図 

盛土

フィルター層

（水平排水層）

フィルター層

（基盤排水層）

フィルター層

（基盤排水層）

構造物

構造物 盛土 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

全回転オール
ケーシング工

② 場所打杭工 
 

 

②－１ 全回転式オールケーシング工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，設計杭径1,000～1,200mmは掘削長60ｍ以下，設計杭径1,500，2,000mmは掘削長50ｍ以下の全回転式

オールケーシング工法による場所打杭の施工に適用する。 

 

２． 施 工 概 要 

オールケーシング工法は，打込準備（敷鉄板の設置・撤去含む）を行ったのち，杭芯出しを行い，ケーシング

チューブを建込み，ケーシングチューブを押込みながらハンマグラブによって土砂及び岩砕の搬出を行う。 

支持層に達したことを確認した後，孔内清掃（スライム処理)，鉄筋建込を行い，さらにトレミー管によりコン

クリートを打設しながらケーシングチューブを引抜くことによって杭を施工する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

全回転オール
ケーシング工

３． 機 種 の 選 定  

３－１ 機種の選定 

    機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

機 械 名 規 格 単位 

設計杭径 

摘要 

1,000mm 

1,100mm 

1,200mm 

1,500mm 2,000mm 

掘削長 

40m以下 

掘削長 

40m超え

60m以下 

掘削長 

20m以下 

掘削長 

20m超え

50m以下 

掘削長 

50m以下 

全回転型オール
ケーシング掘削機 

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル
／油圧駆動） 
最大掘削径φ1,500mm 

台 1 － 1 － －  

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル
／油圧駆動） 
最大掘削径φ2,000mm 

〃 － 1 － 1 1  

クローラクレーン 

油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型・基礎工事用 
排出ガス対策型(2014年規制) 
70～90t吊 

〃 1 － 1 － －  

油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型・基礎工事用 
排出ガス対策型(2014年規制) 
100t吊 

〃 － 1 － 1 1  

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

後方超小旋回型・ 
超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.5m3(平積0.4m3) 

〃 1 

 

（注）１．掘削土砂は，掘削機よりベッセルに排土し，クローラクレーンで旋回範囲内に仮置きし，水切りした

後に運搬するものを標準とする。 

２．土砂運搬については，「第５編２章土工②土工」により，別途計上する。 
３．バックホウは，賃料とする。 
４．現場条件等により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 全回転型オールケーシング掘削機とクローラクレーンの選定図 

掘削機φ2,000mm級

クレーン100t吊

掘削機φ1,500mm級

クレーン70～90t吊
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３． 機 種 の 選 定 

３－１ 機種の選定 

    機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

 全回転型オール
ケーシング掘削機 

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル
／油圧駆動） 
最大掘削径φ1,500mm 

又は 
最大掘削径φ2,000mm 

台 1 図3-1 

掘削機設置･撤去，鉄筋かご，
ケーシング,トレミー管建込， 
敷鉄板設置・撤去，掘削作業 

クローラクレーン 

油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
70t吊 

〃 1 図3-2 又は 
油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型 
排出ガス対策型(2011年規制) 
100t吊 

杭周り・機械周り整地， 
杭穴の埋戻整地，掘削土集土 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.45m3(平積0.35m3) 

〃 1 
 

（注）１．掘削土砂は，掘削機よりベッセルに排土し，クローラクレーンで旋回範囲内に仮置きし，水切りした

後に運搬するものを標準とする。 

２．掘削土処理については，「第５編２章土工②土工」により，別途計上する。 
３．バックホウは，賃料とする。 

 

３－２ 掘削機の規格 

    掘削機の規格は，設計杭径及び掘削長により次図を標準とする。また，現場条件により次図により難い場合

は，別途考慮する。 

 

  全回転型オールケーシング掘削機 

・φ1,500mm級の選定基準 

 掘削長：40ｍ以下 

 設計杭径：1,000mm，1,100mm，1,200mm，1,500mm 

・φ2,000mm級の選定基準 

  掘削長：40ｍを超え60ｍ以下 

 設計杭径：1,000mm，1,100mm，1,200mm 

 又は 

 掘削長：40ｍを超え50ｍ以下 
  設計杭径：1,500mm 
  又は 

 掘削長：50ｍ以下 
 設計杭径：2,000mm 

          図３－1 掘削機別選定             
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

全回転オール
ケーシング工

４． 編  成  人  員 

  掘削機１台に対する編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．１ 編成人員                  （人／台） 

土 木 一 般 世 話 役 と び 工 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

1 1 1 1 

（注）上表は，掘削，鉄筋かご建込，コンクリート打設等及びその準備等を含んだ一連の作業にたずさわる

人員である。 

 

５． 施  工  歩  掛 

 ５－１ 杭１本当りの施工日数ＤCは，次式による。 

   ＤC＝ＤC1 ＋ ＤC2  

     ＤC ：杭１本当り施工日数（日／本） 

     ＤC1：杭１本当りの掘削日数（日／本） 

     ＤC2：杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数（日／本） 

 

① 杭1本当りの掘削日数（ＤC1） 

杭1本当りの掘削日数（ＤC1）は,次表の掘削日数を，掘削する土質毎に下記のとおり算出する。 
ＤC1＝(T1×ℓ1)＋（T2×ℓ2）＋……(日／本)(ＤC1は，小数第３位を四捨五入し，第２位とする。) 

Tｎ：各土質の掘削日数 

ℓｎ：各土質の掘削長（ｍ） 

（例）全回転型オールケーシング掘削機 

掘削長20ｍ（レキ質土，粘性土，砂及び砂質土15ｍ，硬岩Ⅰ５ｍ）の場合 
ＤC1＝ (0.03×15)＋(0.08×5) ＝0.85 

 

   表５．１ 掘削日数（T）                        (日／ｍ) 

土 質 
レキ質土 
粘性土 

砂及び砂質土 

岩塊・玉石 
軟岩Ⅰ 

 
軟岩Ⅱ 硬岩Ⅰ 

中硬岩 

掘 削 日 数 0.03 0.04 0.06 0.08 

 （注）１．掘削日数はケーシング建込日数を含む。 

２．ケーシングの仮置きは，現場内を標準とするが，現場条件等により，ケーシング運搬

が必要な場合は，別途考慮する。 

３．チゼル等を用いて地中障害物等を撤去する場合は，別途考慮する。 

３－３ クローラクレーンの規格 

    クローラクレーンの規格は，設計杭径及び掘削長により次図を標準とする。また，現場条件により次図によ

り難い場合は，別途考慮する。 

 

・70ｔ吊クローラクレーンの選定基準 

 掘削長：50ｍ以下 

 設計杭径：1,000mm，1,100mm，1,200mm 

 又は 

 掘削長：40ｍ以下 

 設計杭径：1,500mm，2,000mm 

・100ｔ吊クローラクレーンの選定基準 

 掘削長：50ｍを超え60ｍ以下 

 設計杭径：1,000mm，1,100mm，1,200mm 

 又は 

 掘削長：40ｍを超え50ｍ以下 

 設計杭径：1,500mm，2,000mm 

図３－２ クローラクレーン別選定 

1,000 1,200 2,000

設計杭径(mm)

20

10

50

40

1,500

60

掘

削

長

(m)

1,100

30

0

100t吊

100t吊

70t吊

４． 編  成  人  員 

  掘削機１台に対する編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．１ 編成人員                  （人／台） 

土 木 一 般 世 話 役 と び 工 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

1 1 1 1 

（注）上表は，掘削，鉄筋かご建込，コンクリート打設等及びその準備等を含んだ一連の作業にたずさわる

人員である。 

 

５． 施  工  歩  掛 

 ５－１ 杭１本当りの施工日数ＤCは，次式による。 

   ＤC＝ＤC1 ＋ ＤC2  

     ＤC ：杭１本当り施工日数（日／本） 

     ＤC1：杭１本当りの掘削日数（日／本） 

     ＤC2：杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数（日／本） 

 

① 杭1本当りの掘削日数（ＤC1） 

杭1本当りの掘削日数（ＤC1）は,次表の掘削日数を，掘削する土質毎に下記のとおり算出する。 
ＤC1＝(T1×ℓ1)＋（T2×ℓ2）＋……(日／本)(ＤC1は，小数第３位を四捨五入し，第２位とする。) 

Tｎ：各土質の掘削日数 

ℓｎ：各土質の掘削長（ｍ） 

（例）全回転型オールケーシング掘削機 

掘削長20ｍ（レキ質土，粘性土，砂及び砂質土15ｍ，硬岩（Ⅰ）５ｍ）の場合 
ＤC1＝ (0.03×15)＋(0.08×5) ＝0.85 

 

   表５．１ 掘削日数（T）                        (日／ｍ) 

土 質 
レキ質土 
粘性土 

砂及び砂質土 

岩塊・玉石 
軟岩（Ⅰ） 

 
軟岩（Ⅱ） 硬岩（Ⅰ） 

中硬岩 

掘 削 日 数 0.03 0.04 0.06 0.08 

（注）掘削日数はケーシング建込日数を含む。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

全回転オール
ケーシング工

② 杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数（ＤC2） 

杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数（ＤC2）には芯出し，機械移動据付，検尺，注水，スライ

ム処理，鉄筋かご建込，鉄筋かご継足，トレミー管建込，コンクリート打設・ケーシング引抜,トレミー

管引抜を含む。 
 

表５．２ 杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数 (日／本) 

掘 削 長 杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数 

 0＜ ℓ ≦10 0.45 

10＜ ℓ ≦20 0.70 

20＜ ℓ ≦30 0.97 

30＜ ℓ ≦40 1.24 

40＜ ℓ ≦50 1.50 

50＜ ℓ ≦60 1.76 

 

５－２ 材料の使用数量 

   杭１本に必要なコンクリート使用数量は，次式による。 
 

     Ｑ＝ ×Ｄ2×Ｌ×（１＋Ｋ）……式５．１ 
 

      Ｑ：杭１本当りのコンクリート使用数量（ｍ3／本）   

      Ｄ：設計杭径（ｍ） 

      Ｌ：杭長（ｍ） 

      Ｋ：ロス率 

   コンクリート使用数量のロス率（損失＋杭頭処理分を含む）は，次表とする。 

 

π

４

表５．３ ロス率(Ｋ) 

ロ ス 率 ＋0.09 

 

掘
削
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図５－１ 施工図（全回転式） 

② 杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数（ＤC2） 

杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数（ＤC2）には打込準備（敷鉄板の設置・撤去含む），芯出

し，機械移動据付，検尺，注水，スライム処理，鉄筋かご建込，鉄筋かご継足，トレミー管建込，コンク

リート打設・ケーシング引抜,トレミー管引抜を含む。 

 

表５．２ 杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数 (日／本) 

掘 削 長(m) 杭１本当りのコンクリート打設等の施工日数 

 0＜ ℓ ≦10 0.45 

10＜ ℓ ≦20 0.70 

20＜ ℓ ≦30 0.97 

30＜ ℓ ≦40 1.24 

40＜ ℓ ≦50 1.50 

50＜ ℓ ≦60 1.76 

（注）コンクリート打設はアジテータとコンクリート打込スロープを使用した施工を標準とす

る。なお，現場条件等により，コンクリート打込スロープが使用できない場合には，別

途考慮する。 

 
 

５－２ 材料の使用数量 

   杭１本に必要なコンクリート使用数量は，次式による。 
 

     Ｑ＝ ×Ｄ2×Ｌ×（１＋Ｋ）……式５．１ 
 

      Ｑ：杭１本当りのコンクリート使用数量（ｍ3／本）   

      Ｄ：設計杭径（ｍ） 

      Ｌ：杭長（ｍ） 

      Ｋ：ロス率 

   コンクリート使用数量のロス率（損失＋杭頭処理分を含む）は，次表とする。 

 

表５．３ ロス率(Ｋ) 

ロ ス 率 ＋0.09 

 

π

４
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５－３ 杭頭処理 

    杭１本当り杭頭処理歩掛は，次表とする。 

 

             表５．４ 杭頭処理歩掛 (１本当り) 

名 称 規 格 単位 

設計杭径(mm) 

1,000 1,100 1,200 1,500 2,000 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.09 0.10 0.11 0.14 0.18 

特 殊 作 業 員  〃 0.31 0.34 0.37 0.46 0.62 

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 運 転 
油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型・ 
排出ｶﾞｽ対策型 
(第1次基準値)50t吊 

日 0.09 0.10 0.11 0.14 0.18 

諸 雑 費 率  ％ 19 

 

５－４ 鉄筋工 

    鉄筋工は，「市場単価 鉄筋工（太径鉄筋含む）」により別途計上する。

 

（注）１．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

２．諸雑費は，空気圧縮機運転（排出ガス対策型），コンクリートブレーカ損料，付着防止材等の費用で

あり，労務費，運転経費及び賃料の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

３．殻処分費が必要な場合は，別途計上する。 

４．殻積込については，「第５編３章共通工⑱構造物とりこわし工」による。 

５．殻運搬については，「第５編３章共通工㉛殻運搬」による。 

 

５－３ 杭頭処理 

  杭１本当り杭頭処理歩掛は，次表とする。なお，杭頭処理長は３m以下を標準とし，３mを超える場合は，

別途考慮する。 

 

             表５．４ 杭頭処理歩掛 (１本当り) 

名 称 規 格 単位 

設計杭径 

1,000mm 1,100mm 1,200mm 1,500mm 2,000mm 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.10 0.11 0.12 0.15 0.20 

特 殊 作 業 員  〃 0.34 0.38 0.41 0.51 0.69 

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 運 転 
油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型・ 
排出ｶﾞｽ対策型 
(2011年規制)50t吊 

日 0.10 0.11 0.12 0.15 0.20 

諸 雑 費 率  ％ 6 

 

５－４ 鉄筋工 

鉄筋工は，「市場単価 鉄筋工（太径鉄筋含む）」により別途計上する。なお，鉄筋加工場と施工現場が異

なるなど，積込・荷卸・運搬等が必要な場合には，必要な費用を別途計上する。

（注）１．上表は，余盛コンクリートの切断，吊上げ及び杭天端の整形を含む。 

２．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

３．諸雑費は，空気圧縮機の損料及び運転経費，コンクリートブレーカ損料，コンクリートカッタ損料，

吊金具，吊ワイヤ等の費用であり，労務費，運転経費及び賃料の合計額に上表の率を乗じた金額を上

限として計上する。 

４．殻処分費が必要な場合は，別途計上する。 

５．引抜いた余盛部の小割及び殻積込については，別途計上する。 

６．殻運搬については，「第５編３章共通工㉛殻運搬」により別途計上する。 
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５－５ 諸雑費 

諸雑費は，施工機械足場用の足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去・移設，ハンマグラブ，ケーシング

チューブ，ハンマクラウン，プランジャ，ベッセル，スラッシュタンク，トレミー管，コンクリート打込ス

ロープ，吊金具，吊ワイヤ,工事用水中モータポンプの損料，副バンド装置の損料，ビット等の損耗費，電力

に関する経費等の費用であり，労務費，運転経費，機械損料及び機械賃料の合計額に次表の率を乗じた金額

を上限として計上する（杭頭処理の労務費，機械賃料及び運転経費は含まない）。 

 

表５．５ 諸雑費率 (％) 

諸 雑 費 率 29 

 

６． ビット等 損 耗 費 

杭１本当りビット等損耗費は，ケーシングチューブに取付けるビットの費用であり，労務費，運転経費，

機械損料及び機械賃料の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する（杭頭処理の労務費，機械賃

料及び運転経費は含まない）。なお，ビット等損耗費については，杭１本当りで算出する。 

 

 表６．１ ビット等損耗費率（P） （１ｍ当り損耗費率）

土質 
 
 

設計杭径 

レキ質土 
粘性土 

砂及び砂質土 
岩塊・玉石 軟岩Ⅰ 軟岩Ⅱ 中硬岩 硬岩Ⅰ 

1,000mm 0.3% 31% 13% 10% 35% 65% 

1,100mm 
1,200mm 0.4% 37% 15% 12% 41% 75% 

1,500mm 0.5% 53% 22% 18% 59% 110% 

2,000mm 0.7% 67% 28% 22% 74% 138% 

（注）１．ビット等損耗費率は，掘削する土質毎に損耗費率を加重平均して算出する。 
 

損耗費率P＝ 
 

ここで，Pn：各土質のビット損耗費率 

ℓn ：各土質の掘削長（ｍ） 

２．Pは小数点以下１桁とし，小数第２位を四捨五入する。 

（例）設計杭径1,000mm，砂質土５ｍ，レキ質土15ｍ，岩塊・玉石３ｍ，軟岩Ⅱ３ｍの場合 
 

Ｐ＝                          ＝4.96 ……≒5.0％ 
 

 

７． 諸 雑 費 

諸雑費は，施工機械足場用の足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去，ハンマグラブ，ケーシングチュー

ブ，ハンマクラウン，スライムバケット，プランジャ，ベッセル，スラッシュタンク，トレミー管，コンク

リート打込スロープ，吊金具，吊ワイヤ，付着防止材，口径変更器具，工事用水中モータポンプの賃料，副

バンド装置の損料，電力に関する経費等の費用であり，労務費，運転経費，機械損料及び機械賃料の合計額

に次表の率を乗じた金額を上限として計上する（杭頭処理の労務費，機械賃料及び運転経費は含まない）。 

 

     表７．１ 諸雑費率 (％) 

設 計 杭 径 1,000mm 1,100mm 1,200mm 1,500mm 2,000mm 

諸 雑 費 率 24 25 27 34 41 

（注）ビット等損耗費は，諸雑費対象額としない。 

ℓ1＋ℓ2… 

P1×ℓ1＋P2×ℓ2… 

0.3％ × 5ｍ＋0.3％ × 15ｍ＋ 31％ × 3ｍ＋10％ × 3ｍ
5ｍ＋15ｍ＋3ｍ＋3ｍ  
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６． 単 価 表 

（１）基礎杭工１本当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×DC 表4.1 

と び 工  〃 1×DC 〃 

特 殊 作 業 員  〃 1×DC 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×DC 〃 

掘 削 機 運 転  日 DC 機械損料 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 運 転  〃 DC 〃 

バックホウ(クローラ型)運転  〃 DC 機械賃料 

コ ン ク リ ー ト  m3  式5.1，表5.3 

鉄 筋 工  t  別途計上する 

諸 雑 費  式 1 表5.5 

計     

（注）ＤＣ：杭１本当り施工日数（日／本） 

 

（２）杭頭処理１本当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.4 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 
油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型・ 
排出ｶﾞｽ対策型 
(第1次基準値)50t吊 

日  
表5.4 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.4 

計     

 

（３）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

全 回 転 型 
オールケーシング掘削機 

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル 
／油圧駆動） 
最大掘削径φ1,500mm 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃 料消費 量→  88 
機械損料数量→   1.46 

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル 
／油圧駆動） 
最大掘削径φ2,000mm 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃 料消費 量→ 145 
機械損料数量→   1.46 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 

油圧駆動式ウインチ・  
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（第３次基準値)70t吊 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃料消 費量→ 106 
機械損料数量→   1.39 

油圧駆動式ウインチ・  
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（2011年規制)100t吊 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃料消 費量→ 119 
機械損料数量→   1.39 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・排出ガス対策型 
（第3次基準値) 
山積0.45m3(平積0.35m3)  

機－28 
運転労務数量→   0.80 
燃 料消費 量→  28 
機械賃料数量→   1.60 

 

８． 単 価 表 

（１）基礎杭工１本当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×DC 表4.1 

と び 工  〃 1×DC 〃 

特 殊 作 業 員  〃 1×DC 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×DC 〃 

全回転型オールケーシング 
掘 削 機 運 転 

 日 DC 機械損料 

ク ロー ラク レ ーン 運転  〃 DC 〃 

バックホウ(クローラ型)運転  〃 DC 機械賃料 

コ ン ク リ ー ト  m3  式5.1，表5.3 

鉄 筋 工  t  別途計上する 

ビ ッ ト 等 損 耗 費  式 1 表6.1 

諸 雑 費  〃 1 表7.1 

計     

（注）ＤＣ：杭１本当り施工日数（日／本） 

 

（２）杭頭処理１本当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.4 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 
油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型・ 
排出ｶﾞｽ対策型 
(2011年規制)50t吊 

日  
表5.4 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.4 

計     

 

（３）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項  

全 回 転 型 
オールケーシング掘削機 

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル 
／油圧駆動） 
最大掘削径φ1,500mm 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃料消費量→  88 
機械損料数量→   1.46 

ケーシングドライバ 
（スキッド式・ディーゼル 
／油圧駆動） 
最大掘削径φ2,000mm 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃料消費量→ 145 
機械損料数量→   1.46 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 

油圧駆動式ウインチ・  
ラチスジブ型・基礎工事用・ 
排出ガス対策型（2014年規制) 
70～90t吊 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃料消費量→ 106 
機械損料数量→   1.39 

油圧駆動式ウインチ・  
ラチスジブ型・基礎工事用・ 
排出ガス対策型（2014年規制) 
100t吊 

機－18 
運転労務数量→   1.00 
燃料消費量→ 119 
機械損料数量→   1.39 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

後方超小旋回型・超低騒音型・
排出ガス対策型（2014年規制) 
山積0.5m3(平積0.4m3) 

機－28 
運転労務数量→   0.80 
燃料消費量→  35 
機械賃料数量→   1.60 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

①－２ 油圧圧入引抜工 
 

 

１． 適  用  範  囲 

本資料は，油圧式杭圧入引抜機による鋼矢板の圧入（Ｎmax≦600）及び引抜きの施工に適用する。 

なお，継矢板の施工法は，先行する鋼矢板を圧入後，それに接続する鋼矢板を鉛直に建込んだ状態で継手部を

溶接するものである。なお，可とう性鋼矢板については適用外とする。 

Ｎmax≦50での施工における油圧式杭圧入引抜機の反力チャックのつかみ代は次のとおりとする。 

・Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，ⅤＬ，ⅥＬ，Ⅱｗ，Ⅲｗ，Ⅳｗ型の場合：500㎜を標準とする。 

・ハット形鋼矢板（10Ｈ，25Ｈ型）の場合：550㎜を標準とする。 

Ｎmax≦50での施工における布掘深さ（又は，地表面よりの余裕高さ）は反力チャックのつかみ代と同じ幅を標

準とする。なお，50＜Ｎmax≦600の施工における布掘深さ（又は，地表面よりの余裕高さ）は，1,000㎜を標準とする。 

また，鋼矢板型式毎の圧入長（引抜長）の適用範囲は，次表を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 

 

表１．１ 圧入長（引抜長）                         （ｍ） 

鋼矢板の型式 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 ⅤL型 ⅥL型 Ⅱw型 Ⅲw型 Ⅳw型 10H型 25H型 

圧 入 長 

Nmax≦25 10以下 15以下 20以下 25以下 25以下 12以下 25以下 25以下 12以下 25以下 

Nmax≦50 12以下 18以下 20以下 25以下 25以下 14以下 25以下 25以下 14以下 25以下 

50＜Nmax≦600 10以下 15以下 20以下 25以下 25以下 12以下 25以下 25以下 － － 

引 抜 長 12以下 18以下 20以下 25以下 25以下 － 

（注）１．圧入長（引抜長）とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長（引抜長）であり，鋼矢板長とは異なる。 
２．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用するものとし， Ｎmax≦25に

おいても転石等によりやむを得ず杭打ち用ウォータジェットを使用する場合は適用出来る。 
３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。  
４．圧入（600＜Ｎmax）は，別途考慮する。 
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※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－１ 施工フロー（圧入（Ｎmax≦25）） 

２． 施  工  概  要 

 ２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

（１）圧入（Ｎmax≦25） 
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①－２ 油圧圧入引抜工 
 

 

１． 適  用  範  囲 

本資料は，油圧式杭圧入引抜機による鋼矢板の圧入（Nmax≦600）及び引抜きの施工に適用する。 

なお，継矢板の施工法は，先行する鋼矢板を圧入後，それに接続する鋼矢板を鉛直に建込んだ状態で継手部を

溶接するものである。なお，可とう性鋼矢板については適用外とする。 

Nmax≦50での施工における油圧式杭圧入引抜機の反力チャックのつかみ代は次のとおりとする。 

・Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，ⅤＬ，ⅥＬ，Ⅱｗ，Ⅲｗ，Ⅳｗ型の場合：500㎜を標準とする。 

・10Ｈ，25Ｈ，45Ｈ，50Ｈ型の場合：550㎜を標準とする。 

Nmax≦50での施工における布掘深さ（又は，地表面よりの余裕高さ）は反力チャックのつかみ代と同じ幅を標準

とする。なお，50＜Nmax≦600の施工における布掘深さ（又は，地表面よりの余裕高さ）は，1,000㎜を標準とする。 

また，鋼矢板型式毎の圧入長（引抜長）の適用範囲は，次表を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 

 

表１．１ 圧入長（引抜長）                         （ｍ） 

鋼矢板の型式 Ⅱ型 Ⅲ型 Ⅳ型 ⅤL ,ⅥL型 Ⅱw型 Ⅲw,Ⅳw型 10H型 25H型 45H,50H型 

圧

入

長 

Nmax≦25 10以下 15以下 20以下 25以下 12以下 25以下 12以下 25以下 25以下 

Nmax≦50 12以下 18以下 20以下 25以下 14以下 25以下 14以下 25以下 25以下 

50＜Nmax≦180 10以下 15以下 20以下 25以下 12以下 25以下 12以下 25以下 － 

180＜Nmax≦600 10以下 15以下 20以下 25以下 12以下 25以下 － － － 

引 抜 長 12以下 18以下 20以下 25以下 － 

（注）１．圧入長（引抜長）とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長（引抜長）であり，鋼矢板長とは異なる。 
２．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用するものとし，Nmax≦25におい

ても転石等によりやむを得ず杭打ち用ウォータジェットを使用する場合は適用出来る。 
３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。  
４．圧入（600＜Nmax）は，別途考慮する。 

 

２． 施  工  概  要 

 ２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

（１）圧入（Nmax≦25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－１ 施工フロー（圧入（Nmax≦25）） 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

 

※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－３ 施工フロー（圧入（50＜Ｎmax≦600）） 

 

（４）引抜き 

 

※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－４ 施工フロー（引抜き） 
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※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－２ 施工フロー（圧入（Ｎmax≦50）） 

 

（３）圧入（50＜Ｎmax≦600） 
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（２）圧入（Nmax≦50） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－２ 施工フロー（圧入（Nmax≦50）） 

 

（３）圧入（50＜Nmax≦600） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－３ 施工フロー（圧入（50＜Nmax≦600）） 

 

（４）引抜き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 施工機械足場用の敷鉄板の施工を含む。 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－４ 施工フロー（引抜き） 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

３． 施 工 歩 掛 

３－１ 機種の選定 

（１）油圧式杭圧入引抜機 

     油圧式杭圧入引抜機の規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

作業の種類 圧 入 引 抜 き 

最 大 Ｎ 値  Nmax≦25 Nmax≦50 50＜Nmax≦600 － 

鋼
矢
板
型
式 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

(2014年規制) 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

エンジン式ユニット 

(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型 

（第3次基準値） 

普通鋼矢板用 

圧入力 800kN 

引抜力 900kN 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

（2014年規制） 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

ⅤL・ⅥL型 エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

(第3次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,100kN 

エンジン式ユニット 

(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型 

（第3次基準値） 

広幅鋼矢板用 

圧入力  800kN 

引抜力 1,000kN 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

（第3次基準値） 

広幅鋼矢板用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,100kN 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 

 

 

－ 

 

 

10H・25H型 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

(2014年規制) 

ハット形鋼矢板900㎜用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,200kN 

－ － 

（注）圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用するものとし，Ｎmax≦25におい

ても転石等によりやむを得ず杭打ち用ウォータジェットを使用する場合は適用できる。 

 

３． 施 工 歩 掛 

３－１ 機種の選定 

（１）油圧式杭圧入引抜機 

     油圧式杭圧入引抜機の規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

作業の種類 圧 入 引 抜 き 

最 大 Ｎ 値  Nmax≦25 Nmax≦50 50＜Nmax≦180 180＜Nmax≦600 － 

鋼
矢
板
型
式 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

(2014年規制) 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

エンジン式ユニット 

(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型 

（第3次基準値） 

普通鋼矢板用 

圧入力 800kN 

引抜力 900kN 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

（2014年規制） 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

ⅤL・ⅥL型 エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

(第3次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,100kN 

エンジン式ユニット 

(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型 

（第3次基準値） 

広幅鋼矢板用 

圧入力  800kN 

引抜力 1,000kN 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

（第3次基準値） 

広幅鋼矢板用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,100kN 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 

 

 

－ 

 

 

10H・25H型 
エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型 

(2014年規制) 

ハット形鋼矢板900㎜用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,200kN 

エンジン式ユニット 

(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型 

（2014年規制） 

ハット形鋼矢板 

900㎜用 

圧入力 800kN 

引抜力 900kN 

－ 

－ 

45H・50H型 － 

（注）圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用するものとし，Nmax≦25において

も転石等によりやむを得ず杭打ち用ウォータジェットを使用する場合は適用できる。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

（２）付属機械 

     油圧式杭圧入引抜機の付属機械の機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．２ 付属機械の機種の選定 

作業の種類 

機械名 

圧入（Nmax≦25） 
引抜き 

圧入（Nmax≦50） 圧入（50＜Nmax≦600） 備 考 

ラフテレーンクレーン 

(注)4 

油圧伸縮ジブ型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

25t吊 (注)2 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2011年規制) 

50～51t吊 (注)2 

陸上からの施工時のみ 

杭 打 ち 用 

ウ ォ ー タ ジ ェ ッ ト 
－ 

エンジン式・ 

排出ガス対策型 

(第3次基準値) 

圧力14.7MPa 

吐出量325ℓ／min 

－  

ク レ ー ン 付 台 船 
クローラクレーン35～40t吊 

台船300t積 (注)3 
－ 

水上からの施工時のみ 

引 船 鋼製 D 100PS型 4.9GT (注)3 － 

（注）１．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用するものとし，Ｎmax≦25

においても転石等によりやむを得ず杭打ち用ウォータジェットを使用する場合は適用できる。 

２．ラフテレーンクレーンは，損料とする。 

３．水上施工の場合の注意事項 

・潜水士船を必要に応じて計上する。 

・海上及び港湾工事で，上表により難い場合は別途考慮する。 

・クレーン付台船には，圧入（Ｎmax≦25）時は油圧式杭圧入引抜機，同油圧ユニット，電気溶接機

及び鋼矢板を搭載するものとし，鋼矢板の搭載質量は，230ｔ（圧入（Ｎmax≦50）時は杭打ち用

ウォータジェット，水槽も搭載し，鋼矢板の搭載質量は，210ｔ）以下とする。 

４．現場条件により上表により難い場合は，現場条件に適した規格を選定すること。 

５．濁水処理装置が必要な場合は，「第２編６章仮設工⑭濁水処理工（一般土木工事）」による。 

 

（２）付属機械 

     油圧式杭圧入引抜機の付属機械の機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．２ 付属機械の機種の選定 

作業の種類 

機械名 

圧入（Nmax≦25） 
引抜き 

圧入（Nmax≦50） 圧入（50＜Nmax≦600） 備 考 

ラフテレーンクレーン 

(注)4 

油圧伸縮ジブ型･ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

25t吊 (注)2 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2011年規制) 

50～51t吊 (注)2 

陸上からの施工時のみ 

杭 打 ち 用 

ウ ォ ー タ ジ ェ ッ ト 
－ 

エンジン式・ 

排出ガス対策型 

(第3次基準値) 

圧力14.7MPa 

吐出量325ℓ／min 

－  

ク レ ー ン 付 台 船 
クローラクレーン35～40t吊 

台船300t積 (注)3 
－ 

水上からの施工時のみ 

引 船 鋼製 D 100PS型 4.9GT (注)3 － 

（注）１．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用するものとし，Nmax≦25に

おいても転石等によりやむを得ず杭打ち用ウォータジェットを使用する場合は適用できる。 

２．ラフテレーンクレーンは，損料とする。 

３．水上施工の場合の注意事項 

・潜水士船を必要に応じて計上する。 

・海上及び港湾工事で，上表により難い場合は別途考慮する。 

・クレーン付台船には，圧入（Nmax≦25）時は油圧式杭圧入引抜機，同油圧ユニット，電気溶接機

及び鋼矢板を搭載するものとし，鋼矢板の搭載質量は，230ｔ（圧入（Nmax≦50）時は杭打ち用

ウォータジェット，水槽も搭載し，鋼矢板の搭載質量は，210ｔ）以下とする。 

４．現場条件により上表により難い場合は，現場条件に適した規格を選定すること。 

５．濁水処理装置が必要な場合は，「第２編６章仮設工⑭濁水処理工（一般土木工事）」による。 

 

- 37 -



土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

３－２ 日当り編成人員 

（１）油圧圧入引抜工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表３．３ 日当り編成人員            (人／日) 

作 業 の 種 類 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 と び 工 溶接工(注) 2 

圧入(Nmax≦25) 1 1 2 2 

圧入(Nmax≦50) 1 1 2 2 

圧入(50＜Nmax≦600) 1 1 2 － 

引抜き 1 1 2 － 

（注）１．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．溶接工は継矢板を施工する場合のみ計上する。 

 

（２）水上施工の１船団に対する船舶作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表３．４ 船舶作業の日当り編成人員 (人／日)

職 種 クレーン付台船 引 船 

高 級 船 員 1 1 

（注）１．船員は，休日以外の休止日については，共通仮設費の

準備費における繋船費として計上する。 

２．潜水士が必要な場合は，船員と同様な方法で別途計上

する。 

３．海上及び港湾工事で，上表により難い場合は別途考慮

する。 

４．上表は，圧入又は引抜作業の配置人員であり，搬入，

搬出等の回航は共通仮設費の運搬費として計上する。 

 

３－２ 日当り編成人員 

（１）油圧圧入引抜工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表３．３ 日当り編成人員            (人／日) 

作 業 の 種 類 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 と び 工 溶接工(注) 2 

圧入(Nmax≦25) 1 1 2 2 

圧入(Nmax≦50) 1 1 2 2 

圧入(50＜Nmax≦600) 1 1 2 － 

引抜き 1 1 2 － 

（注）１．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．溶接工は継矢板を施工する場合のみ計上する。 

 

（２）水上施工の１船団に対する船舶作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表３．４ 船舶作業の日当り編成人員 (人／日)

職 種 クレーン付台船 引 船 

高 級 船 員 1 1 

（注）１．船員は，休日以外の休止日については，共通仮設費の

準備費における繋船費として計上する。 

２．潜水士が必要な場合は，船員と同様な方法で別途計上

する。 

３．海上及び港湾工事で，上表により難い場合は別途考慮

する。 

４．上表は，圧入又は引抜作業の配置人員であり，搬入，

搬出等の回航・えい航は共通仮設費の運搬費として計上

する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

３－３ 日当り施工枚数 

（１）圧入，引抜き（継施工無し） 

     鋼矢板の圧入及び引抜作業における日当り施工枚数（Ｎ）は，表３．５～表３．12を標準とする。 

   １）圧入（Ｎmax≦25） 
 

表３．５ 日当り施工枚数（Ｎ）               (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 35 28 22 18 15 13 － 

ⅤL・ⅥL型 31 24 19 16 13 11 9.7 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 31 24 19 15 13 11 9.5 

10H・25H型 28 21 17 14 11 9.3 8.3 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

 

   ２）圧入（Ｎmax≦50） 
 

表３．６ 日当り施工枚数（Ｎ）                 (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 
24 

(27) 

19 

(22) 

16 

(18) 

13 

(15) 

ll 

(13) 

9.3 

(11) 

－ 

(－) 

ⅤL・ⅥL型 
23 

(25) 

18 

(20) 

14 

(16) 

12 

(14) 

10 

(12) 

8.4 

(9.9) 

7.5 

(8.9) 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 
23 

(25) 

18 

(20) 

14 

(16) 

12 

(14) 

9.8 

(11) 

8.3 

(9.7) 

7.4 

(8.7) 

10H・25H型 
21 

(23) 

16 

(19) 

13 

(15) 

ll 

(12) 

8.7 

(10) 

7.3 

(8.8) 

6.5 

(7.8) 

（注）１．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

３．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

４．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

５．上    段：25＜Ｎmax≦50 

下段( )書き：Ｎmax≦25で，転石等により，やむを得ず杭打ち用ウォータジェット

を使用する必要が生じた場合。 

６．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
 

３－３ 日当り施工枚数 

（１）圧入，引抜き（継施工無し） 

     鋼矢板の圧入及び引抜作業における日当り施工枚数（Ｎ）は，表３．５～表３．12を標準とする。 

   １）圧入（Nmax≦25） 
 

表３．５ 日当り施工枚数（Ｎ）               (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 34 27 21 18 15 12 － 

ⅤL・ⅥL型 30 23 18 15 13 11  9.4 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 30 23 18 15 12 10 9.2 

10H・25H・45H・50H型 27 21 16 13 11 9.0 8.0 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

 

   ２）圧入（Nmax≦50） 
 

表３．６ 日当り施工枚数（Ｎ）                 (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 
23 

(26) 

19 

(21) 

15 

(17) 

13 

(14) 

11 

(12) 

9.0 

(10) 

－ 

(－) 

ⅤL・ⅥL型 
22 

(24) 

17 

(20) 

14 

(16) 

12 

(13) 

9.7 

(11) 

8.1 

(9.6) 

7.3 

(8.6) 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 
22 

(24) 

17 

(19) 

14 

(16) 

11 

(13) 

9.5 

(11) 

8.0 

(9.4) 

7.2 

(8.5) 

10H・25H・45H・50H型 
20 

(23) 

16 

(18) 

12 

(14) 

10 

(12) 

8.5 

(10) 

7.1 

(8.5) 

6.3 

(7.6) 

（注）１．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

３．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

４．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

５．上    段：25＜Nmax≦50 

下段( )書き：Nmax≦25で，転石等により，やむを得ず杭打ち用ウォータジェット

を使用する必要が生じた場合。 

６．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

４）圧入（100＜Ｎmax≦180） 

 

表３．８ 日当り施工枚数（Ｎ）             (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 11 7.8 5.7 4.6 3.7 3.0 － 

ⅤL・ⅥL型 9.7 6.8 5.0 4.0 3.2 2.6 2.3 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 9.7 6.8 5.0 4.0 3.2 2.6 2.3 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 

 

５）圧入（180＜Ｎmax≦250） 

 

表３．９ 日当り施工枚数（Ｎ）             (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 11 7.4 5.4 4.3 3.5 2.8 － 

ⅤL・ⅥL型 9.4 6.5 4.8 3.7 3.0 2.5 2.2 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 9.4 6.5 4.8 3.7 3.0 2.5 2.2 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 

 

  ３）圧入（50＜Nmax≦100） 
 

表３．７ 日当り施工枚数（Ｎ）                (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 13 8.9 6.7 5.3 4.3 3.5 － 

ⅤL・ⅥL型 11 7.9 5.9 4.7 3.8 3.1 2.7 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 11 7.9 5.9 4.7 3.8 3.1 2.7 

10H・25H型 9.7 6.8 5.0 4.0 3.2 2.6 2.3 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 

 

４）圧入（100＜Nmax≦180） 
 

表３．８ 日当り施工枚数（Ｎ）             (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 11 7.5 5.6 4.4 3.6 2.9 － 

ⅤL・ⅥL型 9.4 6.6 4.9 3.9 3.1 2.5 2.2 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 9.4 6.6 4.9 3.9 3.1 2.5 2.2 

10H・25H型 8.1 5.7 4.2 3.3 2.6 2.2 1.9 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 

 

５）圧入（180＜Nmax≦250） 
 

表３．９ 日当り施工枚数（Ｎ）             (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 10 7.2 5.3 4.2 3.3 2.7 － 

ⅤL・ⅥL型 9.1 6.3 4.6 3.6 2.9 2.4 2.1 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 9.1 6.3 4.6 3.6 2.9 2.4 2.1 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 

 

 

   ３）圧入（50＜Ｎmax≦100） 
 

表３．７ 日当り施工枚数（Ｎ）                (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 13 9.2 6.9 5.5 4.4 3.6 － 

ⅤL・ⅥL型 12 8.2 6.1 4.8 3.9 3.2 2.8 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 12 8.2 6.1 4.8 3.9 3.2 2.8 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

７）圧入（375＜Ｎmax≦600） 
 

表３．11 日当り施工枚数（Ｎ）           (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 7.6 5.2 3.8 3.0 2.4 1.9 － 

ⅤL・ⅥL型 6.6 4.5 3.3 2.6 2.1 1.7 1.5 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 6.6 4.5 3.3 2.6 2.1 1.7 1.5 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 
 

８）引抜き 
 

表３．12 日当り施工枚数(Ｎ） （枚／日）

引抜長 
 
鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ･ⅤL･ⅥL型 58 48 40 34 30 25 23 

（注）１．引抜長とは，地表面より鋼矢板の引抜長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小引抜長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
 

６）圧入（250＜Nmax≦375） 
 

表３．10 日当り施工枚数（Ｎ）            (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 9.0 6.2 4.6 3.6 2.9 2.3 － 

ⅤL・ⅥL型 7.9 5.4 4.0 3.1 2.5 2.0 1.8 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 7.9 5.4 4.0 3.1 2.5 2.0 1.8 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 

 

７）圧入（375＜Nmax≦600） 
 

表３．11 日当り施工枚数（Ｎ）           (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 7.3 5.0 3.7 2.9 2.3 1.9 － 

ⅤL・ⅥL型 6.4 4.4 3.2 2.5 2.0 1.6 1.4 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 6.4 4.4 3.2 2.5 2.0 1.6 1.4 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 
 

 

８）引抜き 
 

表３．12 日当り施工枚数(Ｎ） （枚／日）

引抜長 
 
鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ･Ⅲ･Ⅳ･ⅤL･ⅥL型 56 47 39 33 29 25 22 

（注）１．引抜長とは，地表面より鋼矢板の引抜長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小引抜長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

 

 

６）圧入（250＜Ｎmax≦375） 

 

表３．10 日当り施工枚数（Ｎ）            (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型 9.3 6.4 4.7 3.7 3.0 2.4 － 

ⅤL・ⅥL型 8.1 5.6 4.1 3.2 2.6 2.1 1.8 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型 8.1 5.6 4.1 3.2 2.6 2.1 1.8 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

５．本歩掛は，オーガによる先行掘削の有無にかかわらず適用出来る。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

 

（２）圧入（継施工有り） 

鋼矢板１枚につき１箇所継施工（圧入）する場合の日当り施工枚数（Ｎ）は，表３.13，表３.14を標準とする。 

     鋼矢板１枚につき２箇所以上継施工を行う場合は，表３.15の補正係数を，表３.13，表３.14の枚数に乗

じて，日当り継施工枚数を求める。 

     (注) 鋼矢板１枚当りＸ箇所継ぐ場合の日当り継施工枚数Ｎ’＝Ｎ×Ｆ（Ｆ：補正係数） 

日当り継施工枚数Ｎ’ が10以上の場合は，小数第１位を四捨五入し，整数とする。 

日当り継施工枚数Ｎ’ が10未満の場合は，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 

１）圧入継施工（Ｎmax≦25） 
 

表３．13 日当り継施工枚数（Ｎ）               (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ型 17 15 13 － － － － 

Ⅲ型 14 13 11 10 － － － 

Ⅳ型 13 12 10 9.5 8.6 7.9 － 

ⅤL型 7.6 7.1 6.6 6.2 5.7 5.2 5.0 

ⅥL型 6.4 6.0 5.6 5.3 5.0 4.6 4.4 

Ⅱw型 15 13 ll － － － － 

Ⅲw型 12 11 9.7 8.6 7.9 7.1 6.2 

Ⅳw型 9.2 8.4 7.7 7.0 6.5 6.0 5.3 

10H型 8.4 7.6 7.0 － － － － 

25H型 6.8 6.3 5.9 5.5 5.0 4.5 4.2 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り継施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

 

（２）圧入（継施工有り） 

鋼矢板１枚につき１箇所継施工（圧入）する場合の日当り施工枚数（Ｎ）は，表３.13，表３.14を標準とする。 

     鋼矢板１枚につき２箇所以上継施工を行う場合は，表３.15の補正係数を，表３.13，表３.14の枚数に乗

じて，日当り継施工枚数を求める。 

     (注) 鋼矢板１枚当りＸ箇所継ぐ場合の日当り継施工枚数Ｎ’＝Ｎ×Ｆ（Ｆ：補正係数） 

日当り継施工枚数Ｎ’ が10以上の場合は，小数第１位を四捨五入し，整数とする。 

日当り継施工枚数Ｎ’ が10未満の場合は，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 

１）圧入継施工（Nmax≦25） 
 

表３．13 日当り継施工枚数（Ｎ）               (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ型 16 15 13 － － － － 

Ⅲ型 14 12 11 10 － － － 

Ⅳ型 12 11 10 9.2 8.4 7.4 － 

ⅤL型 7.5 7.0 6.4 6.0 5.7 5.2 4.8 

ⅥL型 6.3 5.9 5.5 5.2 5.0 4.6 4.3 

Ⅱw型 14 13 11 － － － － 

Ⅲw型 12 10 9.2 8.4 7.4 6.6 6.2 

Ⅳw型 8.6 7.9 7.2 6.7 6.0 5.5 5.2 

10H型 7.8 7.2 6.5 － － － － 

25H型 6.2 5.8 5.3 5.0 4.6 4.2 4.0 

45H型 5.6 5.3 4.9 4.6 4.3 3.9 3.7 

50H型 4.9 4.7 4.4 4.1 3.9 3.6 3.4 

（注）１．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

２．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

３．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

４．日当り継施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

２）圧入継施工（Ｎmax≦50） 
 

表３．14 日当り継施工枚数（Ｎ）                 (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 

以下 

9m 

以下 

12m 

以下 

15m 

以下 

19m 

以下 

23m 

以下 

25m 

以下 

Ⅱ型 
14 

(15) 

12 

(13) 

ll 

(12) 
－ － － － 

Ⅲ型 
12 

(13) 

ll 

(11) 

9.6 

(10) 

8.4 

(9.2) 

7.5 

(8.4) 
－ － 

Ⅳ型 
11 

(11) 

9.7 

(10) 

8.9 

(9.5) 

7.9 

(8.6) 

7.1 

(7.9) 

6.2 

(7.1) 
－ 

ⅤL型 
7.0 

(7.1) 

6.4 

(6.7) 

5.8 

(6.2) 

5.5 

(5.8) 

5.0 

(5.5) 

4.4 

(5.0) 

4.4 

(4.7) 

ⅥL型 
5.9 

(6.1) 

5.5 

(5.7) 

5.1 

(5.3) 

4.8 

(5.1) 

4.4 

(4.8) 

4.0 

(4.4) 

4.0 

(4.2) 

Ⅱw型 
13 

(13) 

ll 

(12) 

9.4 

(10) 

8.5 

(9.4) 
－ － － 

Ⅲw型 
ll 

(ll) 

9.5 

(10) 

8.2 

(8.9) 

7.5 

(8.2) 

6.7 

(7.1) 

5.7 

(6.7) 

5.2 

(6.2) 

Ⅳw型 
8.3 

(8.6) 

7.5 

(7.9) 

6.7 

(7.2) 

6.2 

(6.7) 

5.7 

(6.0) 

5.0 

(5.7) 

4.6 

(5.3) 

10H型 
7.6 

(7.9) 

6.9 

(7.4) 

6.2 

(6.7) 

5.7 

(6.0) 
－ － － 

25H型 
6.3 

(6.5) 

5.8 

(6.1) 

5.3 

(5.6) 

5.0 

(5.1) 

4.5 

(4.7) 

3.9 

(4.5) 

3.9 

(4.2) 

（注）１．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

３．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

４．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

５．上    段：25＜Ｎmax≦50 

下段( )書き：Ｎmax≦25で，転石等により，やむを得ず杭打ち用ウォータジェットを

使用する必要が生じた場合。 

６．日当り継施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 

  

２）圧入継施工（Nmax≦50） 
 

表３．14 日当り継施工枚数（Ｎ）                 (枚／日) 

圧入長 

鋼矢板型式 

6m 
以下 

9m 
以下 

12m 
以下 

15m 
以下 

19m 
以下 

23m 
以下 

25m 
以下 

Ⅱ型 
13 

(14) 

12 

(13) 

10 

(11) 
－ － － － 

Ⅲ型 
12 

(12) 

10 

(11) 

9.1 

(9.8) 

8.3 

(8.7) 

7.4 

(7.9) 
－ － 

Ⅳ型 
10 

(11) 

9.5 

(10) 

8.4 

(9.0) 

7.7 

(8.1) 

7.0 

(7.4) 

6.1 

(6.6) 
－ 

ⅤL型 
6.9 

(7.1) 

6.3 

(6.7) 

5.8 

(6.2) 

5.5 

(5.7) 

4.9 

(5.2) 

4.5 

(4.9) 

4.2 

(4.6) 

ⅥL型 
5.9 

(6.0) 

5.4 

(5.7) 

5.1 

(5.3) 

4.8 

(5.0) 

4.4 

(4.6) 

4.0 

(4.4) 

3.8 

(4.1) 

Ⅱw型 
12 

(13) 

11 

(11) 

9.3 

(10) 

7.9 

(8.9) 
－ － － 

Ⅲw型 
10 

(11) 

9.0 

(9.5) 

8.1 

(8.7) 

7.0 

(7.7) 

6.3 

(7.0) 

5.6 

(6.3) 

5.2 

(5.9) 

Ⅳw型 
7.8 

(8.0) 

7.0 

(7.4) 

6.5 

(6.9) 

5.7 

(6.2) 

5.3 

(5.7) 

4.8 

(5.3) 

4.5 

(5.0) 

10H型 
7.1 

(7.4) 

6.5 

(6.8) 

5.7 

(6.2) 

5.2 

(5.7) 
－ － － 

25H型 
5.7 

(5.9) 

5.3 

(5.5) 

4.8 

(5.1) 

4.4 

(4.8) 

4.1 

(4.4) 

3.8 

(4.1) 

3.5 

(3.9) 

45H型 
5.2 

(5.4) 

4.9 

(5.0) 

4.4 

(4.7) 

4.1 

(4.4) 

3.8 

(4.1) 

3.5 

(3.8) 

3.3 

(3.6) 

50H型 
4.6 

(4.8) 

4.4 

(4.5) 

4.0 

(4.2) 

3.8 

(4.0) 

3.5 

(3.8) 

3.3 

(3.5) 

3.1 

(3.4) 

（注）１．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．圧入長とは，地表面よりの鋼矢板の圧入長であり，鋼矢板長とは異なる。 

３．鋼矢板型式毎の適用範囲は，表１．１による。 

４．最小圧入長は，4.0ｍ以上を標準とする。 

５．上    段：25＜Nmax≦50 

下段( )書き：Nmax≦25で，転石等により，やむを得ず杭打ち用ウォータジェットを

使用する必要が生じた場合。 

６．日当り継施工枚数には，敷鉄板の施工手間が含まれている。 
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工

  

３）鋼矢板１枚当り継施工箇所数による補正 
 

表３．15 補正係数(Ｆ）(鋼矢板１枚当り２箇所以上継施工を行う場合) 

鋼矢板1枚当り継施工箇所数（X） 2箇所 3箇所 4箇所 5箇所 

補正係数（F） 0.66 0.50 0.40 0.34 

 

 

（３）継施工費 

     継施工が必要な場合の費用は，別途計上する。 

 

（４）鋼矢板の引抜き・切断 

     鋼矢板を鉛直に吊上げた状態で，鋼矢板を切断する場合については，別途計上する。 

 

３）鋼矢板１枚当り継施工箇所数による補正 
 

表３．15 補正係数(Ｆ）(鋼矢板１枚当り２箇所以上継施工を行う場合) 

鋼矢板1枚当り継施工箇所数（X） 2箇所 3箇所 4箇所 5箇所 

補正係数（F） 0.65 0.49 0.39 0.32 

 

（３）継施工費 

     継施工が必要な場合の費用は，別途計上する。 

 

（４）鋼矢板の引抜き・切断 

     鋼矢板を鉛直に吊上げた状態で，鋼矢板を切断する場合については，別途計上する。 

 

（５）油圧式杭圧入引抜機の据付け・解体歩掛 

     据付け・解体は，施工前の準備としての施工機械の配置，試運転調整等と施工後の施工機械の解体・撤去

作業であり，歩掛は次表を標準とする。 
 

表３．16 据付・解体歩掛 

作 業 の 種 類 

労 務(人／回) 組合せ機械運転時間(日／回) 
土 木 一 般 

世 話 役 
特殊作業員 と び 工 

油 圧 式 

杭圧入引抜機 
ラフテレーン

ク レ ー ン 
圧入(Nmax≦25) 0.29 0.29 0.58 0.25 0.30 
圧入(Nmax≦50) 0.50 0.50 1.00 0.29 0.45 

圧入(50＜Nmax≦600) 1.10 1.10 2.19 0.59 0.90 
引抜き 0.19 0.19 0.39 0.13 0.19 

（注）１．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．本歩掛は，既設鋼矢板，反力架台いずれを使用する場合も適用出来る。 

３．本表は，据付・解体1回当りの歩掛である。したがって，１工事で機械１組につき，

工事着工時には１回，現場内移設時には移設回数分計上する。 

４．水上施工等で反力架台が設置出来ない場合には，初期鋼矢板の施工は，バイブロハン

マ工により別途計上する。また，引抜きにおいても残鋼矢板の施工はバイブロハンマ工

により別途計上する。 

（初期又は残鋼矢板：Ⅱ～Ⅳ型４枚，ⅤL ～ⅥL 型及びⅡw ～Ⅳw 型３枚，10Ｈ・25Ｈ・45Ｈ・

50Ｈ型４枚） 

なお，クレーン付台船及び引船の運転日数は，土木一般世話役の歩掛を「日／回」と

読み替えて適用するものとし，回航費用は別途計上する。 

 

（５）油圧式杭圧入引抜機の据付け・解体歩掛 

     据付け・解体は，施工前の準備としての施工機械の配置，試運転調整等と施工後の施工機械の解体・撤去

作業であり，歩掛は次表を標準とする。 
 

表３．16 据付・解体歩掛 

作 業 の 種 類 

労 務(人／回) 組合せ機械運転時間(日／回) 
土 木 一 般 

世 話 役 
特殊作業員 と び 工 

油 圧 式 

杭圧入引抜機 
ラフテレーン

ク レ ー ン 
圧入(Nmax≦25) 0.29 0.29 0.58 0.25 0.30 
圧入(Nmax≦50) 0.50 0.50 1.00 0.29 0.45 

圧入(50＜Nmax≦600) 1.10 1.10 2.19 0.59 0.90 
引抜き 0.19 0.19 0.39 0.13 0.19 

（注）１．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

２．本歩掛は，既設鋼矢板，反力架台いずれを使用する場合も適用出来る。 

３．本表は，据付・解体1回当りの歩掛である。したがって，１工事で機械１組につき，

工事着工時には１回，現場内移設時には移設回数分計上する。 

４．水上施工等で反力架台が設置出来ない場合には，初期鋼矢板の施工は，バイブロハン

マ工により別途計上する。また，引抜きにおいても残鋼矢板の施工はバイブロハンマ工

により別途計上する。 

（初期又は残鋼矢板：Ⅱ～Ⅳ型４枚，ⅤL ～ⅥL 型及びⅡw ～Ⅳw 型３枚，10Ｈ・25Ｈ型４枚） 

なお，クレーン付台船及び引船の運転日数は，土木一般世話役の歩掛を「日／回」と

読み替えて適用するものとし，回航費用は別途計上する。 
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３－４ 諸雑費 

圧入（Ｎmax≦25），圧入（Ｎmax≦50）及び引抜きにおける諸雑費は，共下がり防止用の溶接棒及び電気

溶接機損料，施工機械足場用の敷鉄板賃料，ウォータジェット併用施工用付属機器に関する経費（配管バン

ド，溶接棒，電気溶接機損料，工事用水中モータポンプ損料，水槽及び配管損料），現場内小運搬に関する

経費，電力に関する経費等の費用（継施工に関する経費は除く）であり，労務費，機械損料及び運転経費の

合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

圧入（50＜Ｎmax≦600）における諸雑費は，溶接棒，施工機械足場用の敷鉄板賃料，電気溶接機損料，現

場内小運搬に関する経費，排出土処理用のバックホウ運転に関する経費，オーガスクリュ及びオーガヘッド

並びにケーシング損料等の費用であり，労務費，機械損料及び機械運転経費の合計額に次表の率を乗じた金

額を上限として計上する。 

なお，上記諸雑費に含まれるもの以外で施工に際し，オーガスクリュ及びオーガヘッド等へ付着した土等

を除去するための高圧洗浄機やエアーコンプレッサーを用いる必要が生じた場合は，別途考慮すること。 
 

表３．17 諸雑費率                        （％） 

作 業 の 種 類 

陸 上 施 工 水 上 施 工 
継 施 工 無 し 継 施 工 有 り 継 施 工 無 し 継 施 工 有 り 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

圧入(Nmax≦25) 1 1 2 2 1 1 3 2 
圧入(Nmax≦50) 8 6 8 7 6 5 8 7 

圧入(50＜Nmax≦600) 16 ― 

引 抜 き 
0.2 

(注)2 
― 

（注）1．圧入（Ｎmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

2．引抜きの諸雑費率は，広幅鋼矢板には適用しない。 

 

３－４ 諸雑費 

圧入（Nmax≦25），圧入（Nmax≦50）及び引抜きにおける諸雑費は，共下がり防止用の溶接棒及び電気溶接

機損料，施工機械足場用の敷鉄板賃料，ウォータジェット併用施工用付属機器に関する経費（配管バンド，

溶接棒，電気溶接機損料，工事用水中モータポンプ損料，水槽及び配管損料），付属機材等の現場内小運搬

に関する経費，電力に関する経費等の費用（継施工に関する経費は除く）であり，労務費，機械損料及び運

転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

圧入（50＜Nmax≦600）における諸雑費は，溶接棒，施工機械足場用の敷鉄板賃料，電気溶接機損料，付属

機材等の現場内小運搬に関する経費，排出土処理用のバックホウ運転に関する経費，オーガスクリュ及び

オーガヘッド並びにケーシング損料等の費用であり，労務費，機械損料及び機械運転経費の合計額に次表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 

なお，上記諸雑費に含まれるもの以外で施工に際し，オーガスクリュ及びオーガヘッド等へ付着した土等

を除去するための高圧洗浄機やエアーコンプレッサーを用いる必要が生じた場合は，別途考慮すること。 
 

表３．17 諸雑費率                        （％） 

作 業 の 種 類 

陸 上 施 工 水 上 施 工 
継 施 工 無 し 継 施 工 有 り 継 施 工 無 し 継 施 工 有 り 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

普通・ 

広幅 

鋼矢板 

ハット形 

鋼矢板 

圧入(Nmax≦25) 1 1 4 4 1 1 3 3 
圧入(Nmax≦50) 7 6 9 8 5 5 7 7 

圧入(50＜Nmax≦180) 18 19 ― 

圧入(180＜Nmax≦600) 18 ― 

引 抜 き 
0.1 

(注)2 
― 

（注）1．圧入（Nmax≦50）は，杭打ち用ウォータジェットを使用する場合に適用する。 

2．引抜きの諸雑費率は，広幅鋼矢板には適用しない。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

（７）油圧式杭圧入引抜機据付・解体１回当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.16 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

と び 工  〃   〃 

油圧式杭圧入引抜機運転  日  

表3.1 

表3.16 

機械損料 

ラフテレーンクレーン 

運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

25t吊 

〃  

表3.2(注)2 

表3.16 

機械損料 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2011年規制) 

50～51t吊 

〃  

表3.2(注)2 

表3.16 

機械損料 

ク レ ー ン 付 台 船 運 転 
クローラクレーン35～40t吊 

台船300t積 
〃 da 

表3.2(注)3 

表3.16 

機械損料 

引 船 運 転 鋼製 D 100PS型 4.9GT 〃 da 

表3.2(注)3 

表3.16 

機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）１．ⅾa：土木一般世話役の据付・解体歩掛（日／回） 

２．陸上からの施工のみ計上する。 

３．水上からの施工のみ計上する。 

 

（７）油圧式杭圧入引抜機据付・解体１回当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.16 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

と び 工  〃   〃 

油圧式杭圧入引抜機運転  日  

表3.1 

表3.16 

機械損料 

ラフテレーンクレーン 

運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

25t吊 

〃  

表3.2(注)2 

表3.16 

機械損料 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2011年規制) 

50～51t吊 

〃  

表3.2(注)2 

表3.16 

機械損料 

ク レ ー ン 付 台 船 運 転 
クローラクレーン35～40t吊 

台船300t積 
〃 da 

表3.2(注)3 

表3.16 

機械損料 

引 船 運 転 鋼製 D 100PS型 4.9GT 〃 da 

表3.2(注)3 

表3.16 

機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）１．ⅾa：土木一般世話役の据付・解体歩掛（日／回） 

２．陸上からの施工のみ計上する。 

３．水上からの施工のみ計上する。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

油圧圧入引抜
工

（８）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

油 圧 式 杭 圧 入 引 抜 機 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

機－24 
燃 料 消 費 量→132 

機械損料数量→ 1.46 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,100kN 

機－24 
燃 料 消 費 量→151 

機械損料数量→ 1.46 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

ハット形鋼矢板900㎜用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,200kN 

機－24 
燃 料 消 費 量→176 

機械損料数量→ 1.46 

油 圧 式 杭 圧 入 引 抜 機 

(鋼矢板Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型用) 

エンジン式ユニット(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

普通鋼矢板用 

圧入力 800kN 

引抜力 900kN 

機－24 
燃 料 消 費 量→176 

機械損料数量→ 1.46 

油 圧 式 杭 圧 入 引 抜 機 

(鋼矢板ⅤL・ⅥL・ 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型用) 

エンジン式ユニット(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力  800kN 

引抜力 1,000kN 

機－24 
燃 料 消 費 量→176 

機械損料数量→ 1.46 

杭 打 ち 用 

ウ ォ ー タ ジ ェ ッ ト 

エンジン式・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

圧力 14.7MPa 

吐出量 325ℓ／min 

機－24 
燃 料 消 費 量→139 

機械損料数量→ 1.46 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 

排出ガス対策型（第3次基準値） 

25ｔ吊 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→ 95 

機械損料数量→ 1.46 

油圧伸縮ジブ型 

排出ガス対策型（2011年規制） 

50～51t吊 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料 消 費 量→132 

機械損料数量→ 1.46 

ク レ ー ン 付 台 船 

(クローラクレーン) 

35～40t吊 

(台船) 

300t積 

機－11 

運転１日当り単価表 

船 員 名 称→高級船員 

運転労務数量→ 1.00 

(クローラクレーン) 

燃 料 消 費 量→ 45 

機械損料数量→ 1.46 

機械損料単位→供用日 

(台船) 

機械損料数量→ 1.46 

（つづく） 

（８）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

油 圧 式 杭 圧 入 引抜 機 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

機－24 
燃 料消 費 量→128 

機械損料数量→ 1.49 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,100kN 

機－24 
燃 料消 費 量→146 

機械損料数量→ 1.49 

エンジン式ユニット・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

ハット形鋼矢板900㎜用 

圧入力 1,000kN 

引抜力 1,200kN 

機－24 
燃 料消 費 量→171 

機械損料数量→ 1.49 

油 圧 式 杭 圧 入 引抜 機 

(鋼矢板Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ型用) 

エンジン式ユニット(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

普通鋼矢板用 

圧入力 800kN 

引抜力 900kN 

機－24 
燃 料消 費 量→171 

機械損料数量→ 1.49 

油 圧 式 杭 圧 入 引抜 機 

(鋼矢板ⅤL・ⅥL・ 

Ⅱw・Ⅲw・Ⅳw型用) 

エンジン式ユニット(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

広幅鋼矢板用 

圧入力  800kN 

引抜力 1,000kN 

機－24 
燃 料消 費 量→171 

機械損料数量→ 1.49 

油 圧 式 杭 圧 入 引抜 機 

(鋼矢板10H・25H型用) 

エンジン式ユニット(硬質地盤専用)・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

ハット形鋼矢板900㎜用 

圧入力  800kN 

引抜力  900kN 

機－24 
燃 料消 費 量→201 

機械損料数量→  1.49 

杭 打 ち 用 

ウ ォ ー タ ジ ェ ッ ト 

エンジン式・ 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

圧力 14.7MPa 

吐出量 325ℓ／min 

機－24 
燃 料消 費 量→134 

機械損料数量→ 1.49 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 

排出ガス対策型（第3次基準値） 

25ｔ吊 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料消 費 量→ 92 

機械損料数量→  1.49 

油圧伸縮ジブ型 

排出ガス対策型（2011年規制） 

50～51t吊 

機－18 

運転労務数量→ 1.00 

燃 料消 費 量→128 

機械損料数量→  1.49 

（つづく） 
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（つづき） 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

引 船 鋼製 D 100PS型 4.9GT 機－11 

運転1日当り単価表 

船 員 名 称→高級船員 

運転労務数量→ 1.00 

主 燃 料→重油 

燃 料消 費 量→ 57 

機械損料数量→ 1.22 

機械損料単位→供用日 

 

（つづき） 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

ク レ ー ン 付 台 船 

(クローラクレーン) 

35～40t吊 

(台船) 

300t積 

機－11 

運転１日当り単価表 

船 員 名 称→高級船員 

運転労務数量→ 1.00 

(クローラクレーン) 

燃 料 消 費 量→ 43 

機械損料数量→  1.49 

機械損料単位→供用日 

(台船) 

機械損料数量→  1.49 

引 船 鋼製 D 100PS型 4.9GT 機－11 

運転1日当り単価表 

船 員 名 称→高級船員 

運転労務数量→ 1.00 

主 燃 料→重油 

燃 料 消 費 量→ 57 

機械損料数量→ 1.22 

機械損料単位→供用日 
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締切排水工

機

材

搬

出

機

材

搬

入

ポ

ン

プ

設

置

ポ

ン

プ

運

転

ポ

ン

プ

撤

去

⑦ 締切排水工 
 

 

１． 適 用 範 囲  

本資料は，仮設工のうち，河川，道路，砂防工事などの水中締切，地中締切の排水工事で，全揚程が15ｍ以下

の場合に適用するものとし，ダム本体工事などの大規模工事の排水工事には適用しない。 

 

２． 施 工 概 要  

２－１ 施工フロー   

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

 

図２－１ 施工フロー 

 

２－２ 排水方法の選定 

排水方法は，作業時排水又は常時排水とする。 

（１）作業時排水とは，作業前から排水し始めて，作業終了後には排水を中止する方法をいう。 

     なお，作業時排水には，コンクリート打設前後の型枠組立・養生などのための一時的に昼夜排水するもの

も含む。ポンプの稼働時間は８時間を標準とする。 

（２）常時排水とは，昼夜連続的に排水する方法をいう。ポンプの稼働時間は24時間を標準とする。 

 

機

材

搬

出

機

材

搬

入

ポ

ン

プ

設

置

ポ

ン

プ

運

転

ポ

ン

プ

撤
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（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

図２－１ 施工フロー 

 

２－２ 排水方法の選定 

排水方法は，作業時排水又は常時排水とする。 

（１）作業時排水とは，作業前（１～３時間）から排水し始めて，作業終了後には排水を中止する方法をいう。 

     なお，作業時排水には，コンクリート打設前後の型枠組立・養生などのための一時的に昼夜排水するもの

も含む。 

（２）常時排水とは，昼夜連続的に排水する方法をいう。 

 

⑦ 締切排水工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，仮設工のうち，河川，道路，砂防工事などの水中締切，地中締切の排水工事で，全揚程が15ｍ以下

の場合に適用するものとし，ダム本体工事などの大規模工事の排水工事には適用しない。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工フロー   

施工フローは，下記を標準とする。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

締切排水工
３． 施  工  歩  掛 

３－１ 機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定（ポンプ運転） 

機械名 規 格 単
位 

数量 

摘 要 排 水 量（m3／h） 

0以上 
120未満 

120以上 
450未満 

450以上 
1,200未満 

1,200以上 
1,600未満 

1,600以上 
1,800未満 

工事用
水中 
モータ
ポンプ 
 
全揚程
10m 

普通型（潜水ポンプ） 
口径150mm 台 － 1 － 1 － 

 

普通型（潜水ポンプ） 
口径200mm 〃 1 2 5 － － 

 

普通型（潜水ポンプ） 
口径250mm 〃 － － － 4 5 

 

工事用
水中 
モータ
ポンプ 
 
全揚程
15m 

普通型（潜水ポンプ） 
口径150mm 〃 － 1 － － － 

 

普通型（潜水ポンプ） 
口径200mm 〃 1 2 － － － 

 

発動 
発電機 
 
全揚程
10m 

ディーゼル 
エンジン駆動 
(超低騒音型)
排出ガス対策型 
(第3次基準値) 

定格容量
45kVA 〃 － 

1 － － － － 
 

定格容量
75kVA 〃 － 1 － － － 

 

定格容量
125kVA 〃 － － 1 － － 

 

定格容量
200kVA 〃 － － － 1 － 

 

定格容量
250kVA 〃 － － － － 1 

 

発動 
発電機 
 
全揚程
15m 

ディーゼル 
エンジン駆動 
(超低騒音型)
排出ガス対策型 
(第3次基準値) 

定格容量
60kVA 〃 1 － － － － 

 

定格容量
125kVA 〃 － 1 － － － 

 

 
 
（注）１．工事用水中モータポンプの動力源は，発動発電機を標準とする。 

２．工事用水中モータポンプ及び発動発電機は，賃料とする。なお，口径250mmの工事用水中モータポンプに

ついては損料とする。 

３．現場状況等により上表により難い場合は，別途考慮する。 

４．現場条件により，工事用水中モータポンプの動力源が商用電源の場合は，別途考慮する。 

５．排水量，全揚程により機種の設定を行うものとする。

表３．１ 機種の選定（ポンプ運転） 

機 械 名 規 格 単
位 

数量 

摘 要 排 水 量（m3／h） 

 0以上 
40未満 

 40以上 
120未満 

120以上 
450未満 

 450以上 
1,300未満 

工 事 用 水 中 
モータポンプ 

普通型（潜水ポンプ） 
口径150mm，全揚程15m以下 台 1 － 1 － 

 

普通型（潜水ポンプ） 
口径200mm，全揚程15m以下 〃 － 1 2 5 

 

発 動 発 電 機 

ディーゼル 
エンジン駆動 
排出ガス対策型 
(第2次基準値) 

定格容量
25kVA 〃 1 － － － 

 

定格容量
35kVA 〃 － 1 － － 

 

定格容量
60kVA 〃 － － 1 － 

 

定格容量
100kVA 〃 － － － 1 

 

（注）１．工事用水中モータポンプの動力源は，発動発電機を標準とする。 

２．全揚程が15m以下の場合，工事用水中モータポンプの規格は全揚程10ｍを標準とする。 

３．工事用水中モータポンプ及び発動発電機は，賃料とする。 

４．現場状況等により上表により難い場合は，別途考慮する。 

５．現場条件により，工事用水中モータポンプの動力源が商用電源の場合は，別途考慮する。 

 

 

３． 施  工  歩  掛 

３－１ 機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

締切排水工
３－２ 運転工歩掛 

（１）運転日数 

     排水期間中のポンプの運転日数は，工事の規模，現場状況などから積上げて算出するものとする。 

（２）労務歩掛 

     ポンプの排水現場１箇所当りの日当り運転歩掛は，次表とする。 

 

表３．２ ポンプ運転歩掛 (人／１箇所・日)

名 称 
排 水 方 法 

作 業 時 排 水 常 時 排 水 

特 殊 作 業 員 0.14 0.17 

（注）１．歩掛は，排水方法にかかわらず，排水現場１箇所当

りポンプ台数が１～５台の運転労務歩掛を標準とした

ものである。現場条件により上表により難い場合は，

別途考慮する。 

２．１工事中に数分割の締切がある場合は，１締切現場

を１箇所とする。 

 

（３）諸雑費 

     諸雑費は，ポンプの配管材料の損料，分電盤の賃料等の費用であり，労務費，機械賃料及び運転経費の合

計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表３．３ 諸雑費率 （％）

排 水 方 法 作 業 時 排 水 常 時 排 水 

諸 雑 費 率 5 3 
 

  

３－３ 設置・撤去歩掛 

ポンプの設置・撤去に要する１箇所当りの歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．４ 設置・撤去歩掛 （１箇所）

名 称 規 格 単位 数量 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.5 

特 殊 作 業 員  〃 0.1 

普 通 作 業 員  〃 2.0 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・クレー
ン機能付き・ 
排出ガス対策型（2014年規制）
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

日 0.5 

（注）１．バックホウは，賃料とする。 

２．歩掛及び運転日数は，１締切現場当りポンプ設置・撤去台数が１～５台が標準で

あり，上表により難い場合は，別途考慮する。 

３．使用機械・規格については上表を標準とするが，現場条件により上表により難い場

合は，別途選定出来るものとする。 

４．歩掛には，配管設置・撤去労務を含む。 

５．１工事中に数分割の締切がある場合は，１締切現場を１箇所とする。 

６．釜場掘削が必要な場合は，「第５編２章土工④床掘工」により別途計上する。 

 

３－２ 運転工歩掛 

（１）運転日数 

     排水期間中のポンプの運転日数は，工事の規模，現場状況などから積上げて算出するものとする。 

（２）労務歩掛 

     ポンプの排水現場１箇所当りの日当り運転歩掛は，次表とする。 

 

表３．２ ポンプ運転歩掛 (人／１箇所・日)

名 称 
排 水 方 法 

作 業 時 排 水 常 時 排 水 

特 殊 作 業 員 0.14 0.17 

（注）１．歩掛は，運転日当り運転時間が作業時排水８ｈ，常

時排水24ｈを標準としたものである。 

２．労務単価は，時間外手当等を考慮しない。 

３．歩掛は，排水方法にかかわらず，排水現場１箇所当

りポンプ台数が１～５台の運転労務歩掛を標準とした

ものである。現場条件により上表により難い場合は，

別途考慮する。 

４．１工事中に数分割の締切がある場合は，１締切現場

を１箇所とする。 

 

（３）諸雑費 

     諸雑費は，ポンプの配管材料の損料，分電盤の賃料等の費用であり，労務費，機械賃料及び運転経費の合

計額に下表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表３．３ 諸雑費率 （％）

排 水 方 法 作 業 時 排 水 常 時 排 水 

諸 雑 費 率 3 1 
 

  

３－３ 設置・撤去歩掛 

ポンプの設置・撤去に要する１箇所当りの歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．４ 設置・撤去歩掛 （１箇所）

名 称 規 格 単位 数量 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.5 

特 殊 作 業 員  〃 0.1 

普 通 作 業 員  〃 2.0 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

日 0.5 

（注）１．バックホウは，賃料とする。 

２．歩掛及び運転日数は，１締切現場当りポンプ設置・撤去台数が１～５台が標準で

あり，上表により難い場合は，別途考慮する。 

３．使用機械・規格については上表を標準とするが，現場条件により上表により難い場

合は，別途選定出来るものとする。 

４．歩掛には，配管設置・撤去労務を含む。 

５．１工事中に数分割の締切がある場合は，１締切現場を１箇所とする。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

締切排水工
４． 内訳書及び単価表 

（１）締切排水内訳書 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

ポ ン プ 運 転  日  単価表(2) 

ポンプ設置・撤去  箇所  単価表(3) 

： 計     
 

（２）ポンプ運転１日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

特 殊 作 業 員  人  表3.2 

工 事 用 水 中 
モータポンプ運転 普通型（潜水ポンプ） 日 1 

表3.1 
機械賃料 
機械損料 

発 動 発 電 機 運 転 
ディーゼルエンジン駆動 
（超低騒音型）・ 
排出ガス対策型（第3次基準値） 

〃 1 表3.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表3.3 

計     
 

（３）ポンプ設置・撤去１箇所当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.4 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・クレーン機
能付き・排出ガス対策型 
（2014年規制） 
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

日  表3.4 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

４． 内訳書及び単価表 

（１）締切排水内訳書 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

ポ ン プ 運 転  日  単価表(2) 

ポンプ設置・撤去  箇所  単価表(3) 

計     
 

（２）ポンプ運転１日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

特 殊 作 業 員  人  表3.2 

工 事 用 水 中 
モータポンプ運転 普通型（潜水ポンプ） 日 1 表3.1 

機械賃料 

発 動 発 電 機 運 転 ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型（第2次基準値） 〃 1 表3.1 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表3.3 

計     
 

（３）ポンプ設置・撤去１箇所当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.4 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

日  表3.4 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

締切排水工

 

（４）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

工 事 用 水 中 
モー タポン プ 普通型（潜水ポンプ） 機－30 機械賃料数量→(常時排水）  1.1 

(作業時排水）1.2 

発 動 発 電 機 

ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型（第2次基準値） 

定格容量 25kVA 
定格容量 35kVA 
定格容量 60kVA 
定格容量100kVA 

機－16 

（常時排水） 
燃料消費量→ 25kVA→ 67 

 35kVA→ 98 
 60kVA→168 

 100kVA→264 
機械賃料数量→  1.1 

ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型（第2次基準値） 

定格容量 25kVA 
定格容量 35kVA 
定格容量 60kVA 
定格容量100kVA 

機－16 

（作業時排水） 
燃料消費量→ 25kVA→ 22 

 35kVA→ 33 
 60kVA→ 56 

 100kVA→ 88 
機械賃料数量→ 1.2 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型) 

標準型・クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

機－28 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→65 
機械賃料数量→ 1.16 

 

（４）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

工 事 用 水 中 
モ ータポン プ 

普通型（潜水ポンプ） 
口径150mm，全揚程10m及び 
口径200mm，全揚程10m 
又は 
口径150mm，全揚程15m及び 
口径200mm，全揚程15m 

機－30 機械賃料数量→(常時排水）  1.1 
(作業時排水）1.2 

普通型（潜水ポンプ） 
口径250mm，全揚程10m 機－25 機械損料数量→(常時排水）  1.1 

(作業時排水）1.2 

発 動 発 電 機 

ディーゼルエンジン駆動 
（超低騒音型）・ 
排出ガス対策型（第3次基準値） 

定格容量  45kVA 
定格容量  60kVA 
定格容量  75kVA 
定格容量 125kVA 
定格容量 200kVA 
定格容量 250kVA 

機－16 

（常時排水） 
燃料消費量→ 45kVA→137 

60kVA→168 
75kVA→204 
125kVA→336 

 200kVA→600 
250kVA→744 

機械賃料数量→  1.1 

ディーゼルエンジン駆動 
（超低騒音型）・ 
排出ガス対策型（第3次基準値） 

定格容量  45kVA 
定格容量  60kVA 
定格容量  75kVA 
定格容量 125kVA 
定格容量 200kVA 
定格容量 250kVA 

機－16 

（作業時排水） 
燃料消費量→ 45kVA→ 46 

60kVA→ 56 
75kVA→ 68 
125kVA→112 

 200kVA→200 
250kVA→248 

機械賃料数量→ 1.2 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型（2014年規制） 
山積0.8m3（平積0.6m3） 
吊能力2.9t 

機－28 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量→45 
機械賃料数量→ 1.47 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工

⑨ 大型土のう工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，大型土のうの製作・設置，撤去に適用する。 

なお，大型土のうの袋材は，容量１ｍ3を標準とする。 

砂防工での仮締切工の施工に伴う大型土のうの製作・設置，撤去については，「第２編第９章砂防 砂防土砂

仮締切・砂防土砂土のう仮締切」によるものとする。 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

① 製作・設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 撤 去 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

資

材

搬

入 

大
型
土
の
う
製
作 

大
型
土
の
う
設
置 

後

片

付

け 

大
型
土
の
う
撤
去 

残

土

処

理 

⑨ 大型土のう工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，大型土のうの製作，設置，撤去，移設に適用する。 

なお，大型土のうの袋材は，容量１ｍ3を標準とし，水中部に設置する場合は水深2.5m以内を適用範囲とする。 

砂防工での仮締切工の施工に伴う大型土のうの製作・設置，撤去については，「第２編第９章砂防 砂防土砂

仮締切・砂防土砂土のう仮締切」によるものとする。 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

① 製作・設置 

 

 

 

 

 

 

 

② 撤去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 移設 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

なお，各作業内容については，下記による。 

（１）製作・設置 

バックホウで大型土のうを製作し，バックホウ又はラフテレーンクレーンで設置するまでの作業をいう。 

バックホウによる横取り作業（10ｍまで：製作現場～仮置場）を含む。 

製作現場と設置現場が異なる場合は，積込，荷卸，運搬などの必要な費用を別途計上する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工

（２）製作 

バックホウによる横取り作業（10ｍまで：製作現場～仮置場）を含む。 

製作現場と設置現場が異なる場合は，積込，荷卸，運搬などの必要な費用を別途計上する。 

 

（３）設置（再設置含む） 

大型土のうを使用機械の作業半径内に設置する作業をいう。なお，撤去した既設大型土のうを再設置する

作業を含む。 

製作現場と設置現場が異なる場合，撤去現場と再設置現場が異なる場合は，積込，荷卸，運搬などの必要

な費用を別途計上する。 

 

（４）撤去 

撤去後の中詰材排出を含む。なお，排出した中詰材の積込・運搬が必要な場合は,「第２編２章土工②土

工」により別途計上する。 

中詰材排出後の袋材の運搬及び処分費が必要な場合は，別途計上する。 

袋材破断等により吊り上げ不能なものは対象外とする。 

 

（５）撤去（再利用） 

既設大型土のうを再利用することを目的とした，撤去，仮置き作業をいう。 

撤去，仮置き作業後，大型土のうの設置を行う場合は，別途「設置（再設置含む）」を計上する。 

撤去現場と再設置現場が異なる場合は，積込，荷卸，運搬などの必要な費用を別途計上する。 

袋材破断等により吊り上げ不能なものは対象外とする。 

 

（６）移設（撤去・再設置） 

既設大型土のうを撤去し，仮置きせずに再設置を行う作業をいう。 

撤去現場と再設置現場が異なる場合は，適用しない。 

袋材破断等により吊り上げ不能なものは対象外とする。 

 

３． 機 種 の 選 定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘要 

製作・設置 

バックホウ 
(クローラ型) 

後方超小旋回型・超低騒音型・クレーン
機能付き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.45m3(平積0.35m3) 吊能力2.9t 

台 1  

ラフテレーン
クレーン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 1  

製 作 バックホウ 
(クローラ型) 

後方超小旋回型・超低騒音型・クレーン
機能付き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.45m3(平積0.35m3) 吊能力2.9t 

〃 1  

設置（再設置含む） 

撤 去 

撤去(再利用) 

移設（撤去・再設置） 

バックホウ 
(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付
き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 吊能力2.9t 

〃 1  

ラフテレーン
クレーン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 1  

（注）１．バックホウ及びラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

２．製作・設置における設置に使用する機械は，図3-1によりバックホウ又はラフテレーンクレーン

のどちらかを選定する。 

３．設置（再設置含む），撤去，撤去（再利用），移設（撤去・再設置）の機械は，図3-2により

バックホウ又はラフテレーンクレーンのどちらかを選定する。 

３． 機 種 の 選 定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 作 業 半 径 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

製 作 － 
バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値)  
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

台 1  

設 置 ・ 撤 去 

6m以下 
バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値)  
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

〃 1  

 6mを超え 
20m以下 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 1  

（注）１．バックホウ及びラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

２．現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工

 

 
※設置作業半径は，機械の旋回中心から吊りフックまでの水平距離とする。 

※設置面高さは，バックホウ（ラフテレーンクレーン）の設置面をゼロとしたときの大型土のうの設置

面の高さとする。 

※機械を水平で安定した地盤に設置した場合の適用範囲を示す。 

※現場条件等により，上図により難い場合は別途考慮する。 

 

図３－１ 機種の選定 製作・設置 

 

 

※作業半径は，機械の旋回中心から吊りフックまでの水平距離とする。 

※設置，撤去高さは，バックホウ（ラフテレーンクレーン）の設置面をゼロとしたときの大型土のうの

設置面の高さとする。 

※機械を水平で安定した地盤に設置した場合の適用範囲を示す。 

※現場条件等により，上図により難い場合は別途考慮する。 

 

図３－２ 機種の選定 設置（再設置含む），撤去，撤去（再利用），移設（撤去・再設置） 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工
４． 製作・設置歩掛 

４－１ 編成人員 

製作から設置までの一連の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 日当り編成人員 （人／日）

土 木 一 般 世 話 役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

1 1 1 

（注）１．上表は，横取り作業（12ｍまで：製作現場～仮置場）を

含む。 

２．製作現場と設置現場が異なる場合は，積込・荷卸・運搬

等必要な費用を別途計上する。 

 

４－２ 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表４．２ 日当り施工量 

作 業 種 別 単位 施 工 量 

製 作 ・ 設 置 袋 36（52） 

（注）ラフテレーンクレーンを使用する場合は，（ ）内を使用する。 

 

４－３ 諸雑費 

諸雑費は，製作枠等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表４．３ 諸雑費率 （％）

諸 雑 費 率 4（6） 

（注）ラフテレーンクレーンを使用する場合は，（ ）内を使用する。 

 

削除（４．施工歩掛に統合）
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工

４． 施 工 歩 掛 

４－１ 編成人員 

日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 日当り編成人員 （人／日）

作 業 種 別 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

製作・設置 1 1 1 

製 作 1 1 1 

設置（再設置含む） 1 1 1 

撤 去 1 1 － 

撤去（再利用） 1 1 － 

移設（撤去・再設置） 1 1 1 

 

 

４－２ 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表４．２ 日当り施工量 

作 業 種 別 単位 施 工 量 

製作・設置 袋 34（49） 

製 作 〃 69 

設置（再設置含む） 〃 77（66） 

撤 去 〃 115（106） 

撤去（再利用） 〃 147（136） 

移設（撤去・再設置） 〃 69（62） 

（注）ラフテレーンクレーンを使用する場合は，（ ）内を使用する。 

 

４－３ 諸雑費 

諸雑費は，製作・設置，製作の作業で必要な製作枠の損料，スコップ，ワイヤーロープ等の費用，設置

（再設置含む），撤去，撤去（再利用），移設（撤去・再設置）の作業で必要なワイヤーロープ等の費用で

あり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表４．３ 諸雑費率 （％）

作 業 種 別 諸雑費率 

製作・設置 1（2） 

製 作 2 

設置（再設置含む） 0.2（0.2） 

撤 去 0.4（0.4） 

撤去（再利用） 0.5（0.5） 

移設（撤去・再設置） 0.2（0.2） 

（注）ラフテレーンクレーンを使用する場合は，（ ）内を使用する。 

 

５－２ 日当り施工量 

日当り施工量は，次表を標準とする。 
 

表５．２ 日当り施工量 

作 業 種 別 単位 施 工 量 

製 作 袋 62 

設 置 〃 86（80） 

撤 去 〃 144（134） 

（注）１．ラフテレーンクレーンを使用する場合は，（ ）内を使用する。 

２．袋材の処分費及び残土処理費が必要な場合は，別途計上する。 

 

５－３ 諸雑費 

諸雑費は，製作枠等の費用であり，製作労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表５．３ 諸雑費率 （％）

諸 雑 費 率（製作） 7 

 

５． 施 工 歩 掛 

５－１ 編成人員 

製作，設置，撤去作業を単独で行う場合の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表５．１ 日当り編成人員 （人／日）

作 業 種 別 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

製 作 1 1 1 

設 置 1 1 1 

撤 去 1 1 － 

（注）１．製作には，横取り作業（12ｍまで：製作現場～仮置場）を含む。 

２．製作現場と設置現場が異なる場合は，積込・荷卸・運搬等必要

な費用を別途計上する。 

３．撤去には，中詰材排出を含む。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工

５． 単 価 表 

（１）大型土のう製作・設置10袋当り単価表（バックホウ設置） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10  

土 砂  m3 10  

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

後方超小旋回型・超低騒音型・ク
レーン機能付き・排出ガス対策型
(2014年規制) 
山積0.45m3(平積0.35m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

（２）大型土のう製作・設置10袋当り単価表（ラフテレーンクレーン設置） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10  

土 砂  m3 10  

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

後方超小旋回型・超低騒音型・ク
レーン機能付き・排出ガス対策型
(2014年規制) 
山積0.45m3(平積0.35m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

（３）大型土のう製作10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10  

土 砂  m3 10  

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

後方超小旋回型・超低騒音型・ク
レーン機能付き・排出ガス対策型
(2014年規制) 
山積0.45m3(平積0.35m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

 

６． 単 価 表 

（１）大型土のう製作・設置10袋当り単価表（バックホウ設置） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10  

土 砂  m3 10  

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

（２）大型土のう製作・設置10袋当り単価表（ラフテレーンクレーン設置） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10  

土 砂  m3 10  

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 
表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

（３）大型土のう製作10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10  

土 砂  m3 10  

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

日 10／D 
表5.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.3 

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 
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大型土のう工

（４）大型土のう設置（再設置含む）10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・クレーン機能
付き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）１．Ｄ：日当り施工量 

２．大型土のうを設置する機械は，図3-2によりバックホウ又はラフテレーンクレーンのどちら

かを選定する。 

 

（５）大型土のう撤去10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・クレーン機能
付き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）１．Ｄ：日当り施工量 

２．大型土のうを撤去する機械は，図3-2によりバックホウ又はラフテレーンクレーンのどちらか

を選定する。 

 

（６）大型土のう撤去(再利用)10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・クレーン機能
付き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）１．Ｄ：日当り施工量 

２．大型土のうを撤去(再利用)する機械は，図3-2によりバックホウ又はラフテレーンクレーンの

どちらかを選定する。 

 

（４）大型土のう設置10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

日 10／D 
表5.2 
作業半径6m以下の場合 
機械賃料 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 

表5.2 
作業半径6mを超え 
20m以下の場合 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 

 

（５）大型土のう撤去10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・クレーン機能付き 
超低騒音型・排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 
吊能力2.9t 

日 10／D 
表5.2 
作業半径6m以下の場合 
機械賃料 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 

表5.2 
作業半径6mを超え 
20m以下の場合 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｄ：日当り施工量 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

大型土のう工

（７）大型土のう移設(撤去・再設置)10袋当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土木一般世話役  人 1×10／D 表4.1，表4.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D 〃 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・クレーン機能
付き・排出ガス対策型(2014年規制) 
山積0.8m3(平積0.6m3) 吊能力2.9t 

日 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 

〃 10／D 
表4.2 
機械賃料 
（注）2 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）１．Ｄ：日当り施工量 

２．大型土のうを移設(撤去・再設置)する機械は，図3-2によりバックホウ又はラフテレーンク

レーンのどちらかを選定する。 

 

（８）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型) 

後方超小旋回型・超低騒音型・

クレーン機能付き・排出ガス対

策型(2014年規制) 

山積0.45m3(平積0.35m3) 吊能力

2.9t 

機－28 

【製作・設置】 
（バックホウによる設置） 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量 →  63 
機械賃料数量→  1.28 
 
【製作・設置】 
（ラフテレーンクレーンによる設置） 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→  65 
機械賃料数量→  1.36 
 
【製作】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→  65 
機械賃料数量→  1.36 
 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン

機能付き・排出ガス対策型

(2014年規制) 

山積0.8m3(平積0.6m3) 吊能力

2.9t 

機－28 

【設置（再設置含む）】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→  99 
機械賃料数量→  1.23 
 
【撤去】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→  101 
機械賃料数量→  1.21 
 
【撤去(再利用)】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→  110 
機械賃料数量→  1.38 
 
【移設(撤去・再設置)】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→  110 
機械賃料数量→  1.52 
 

 

（６）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・クレーン機能付き 

超低騒音型 

排出ガス対策型(第3次基準値) 

山積0.8m3(平積0.6m3) 

吊能力2.9t 

機－28 

【製作・設置】 
（バックホウによる設置） 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→ 104 
機械賃料数量→  1.39 
 
【製作・設置】 
（ラフテレーンクレーンによる設置） 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→119 
機械賃料数量→  1.44 
 
【製作】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→119 
機械賃料数量→  1.44 
 
【設置】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→ 94 
機械賃料数量→  1.36 
 
【撤去】 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→ 78 
機械賃料数量→  1.26 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

雪寒仮囲い工

⑫－２ 雪寒仮囲い工 
 

 

１． 適 用 範 囲  

本資料は，積雪寒冷地の冬期における土木構造物の施工において，平均設置高 15ｍ以下の「雪寒仮囲い」を設置

する工事に適用する。 

 

 １－１ 適用出来る範囲 

    ・屋根梁，屋根受け梁部材として，単管パイプ・既製ビーム・I 形鋼・Ｈ形鋼等の仮設材を使用する場合 

 

 １－２ 適用出来ない範囲 

    ・雪寒仮囲いの屋根部材にパネル式のシステム上屋を使用する場合 

    ・Ｐタイプで設置高４ｍを超える場合，及び小型構造物の場合 

 

２． 施 工 概 要  

 ２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

雪寒仮囲い 

材 料 搬 入 

雪寒仮囲い 

材 料 搬 出 
設    置 撤    去 本 工 事 

⑫－２ 雪寒仮囲い工 
 

 

１． 適 用 範 囲  

本資料は，積雪寒冷地の冬期における土木構造物の施工において，平均設置高 30ｍ以下の「雪寒仮囲い」を設置

する工事に適用する。 

  なお，Ｐタイプで設置高４ｍを超える場合,及び小型構造物には適用しない。 

２． 施 工 概 要  

 ２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

雪 寒仮 囲い 

材 料 搬 入 

雪 寒仮 囲い 

材 料 搬 出 
設    置 撤    去 本 工 事 

２－２ 施工歩掛補正 

仮囲い内の作業は，冬期歩掛労務補正の割増率を１／３に補正して適用するものとする。 

    なお，仮囲いの設置・撤去作業には１／３の補正は適用しない。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

雪寒仮囲い工

３． 仮囲いタイプ及び機種の選定 

３－１ 仮囲いタイプの選定 

仮囲いタイプの選定は，次図を標準とする。 

 

 

 

 
 

図３－１ 仮囲いタイプの選定 

 

表３．１ 仮囲いの構成部材 

 仮囲い枠部材 屋根梁・屋根受け梁部材 

P タイプ パイプサポート＋シート 単管パイプ・既製ビーム・I 形鋼・Ｈ形鋼等 

W タイプ 枠組足場＋シート 単管パイプ・既製ビーム・I 形鋼・Ｈ形鋼等 

PW タイプ 
枠組足場＋パイプサポート＋
シート 

単管パイプ・既製ビーム・Ｈ形鋼等 

 

３－２ 機種の選定 

仮設材の持上げ（下げ）機種は，次表を標準とする。 

 

表３．２ 機種の選定（仮設材の持上げ（下げ）機械） 

タイプ 機 械 名 規 格 

P タイプ 
バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型 
(2011 年規制) 山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力 2.9t 

W・PW タイプ ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(2014 年規制) 
25t 吊 

（注）バックホウ（クローラ型），ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

（注）Ｈ1＝ｈ＋1.8－（Ｂ1÷2）×10％（ｍ）もしくは， 

Ｈ1＝ｈ1＋1.8－（ｂ＋0.5＋1.2）×10％（ｍ） 

Ｈ1：谷側での仮囲い高さ ｈ：構造物高さ    ｈ1：谷側での構造物高さ 

Ｂ1：仮囲い幅（奥行）  ｂ：構造物幅（奥行） 

３． 仮囲いタイプ及び機種の選定 

３－１ 仮囲いタイプの選定 

仮囲いタイプの選定は，次図を標準とする。 

 

 

 

 
 

図３－１ 仮囲いタイプの選定 

 

表３．１ 仮囲いの構成部材 

 仮囲い枠部材 屋根梁・屋根受け梁部材 

P タイプ パイプサポート＋シート 単管パイプ・既製ビーム・I形鋼・Ｈ形鋼等 

W タイプ 枠組足場＋シート 単管パイプ・既製ビーム・I形鋼・Ｈ形鋼等 

PW タイプ 
枠組足場＋パイプサポート＋ 
シート 

単管パイプ・既製ビーム・Ｈ形鋼等 

 

３－２ 機種の選定 

仮設材の持上げ（下げ）機種は，次表を標準とする。 

 

表３．２ 機種の選定（仮設材の持上げ（下げ）機械） 

タイプ 機 械 名 規 格 

P タイプ 
バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型 
(2011 年規制) 山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力 2.9t 

W・PW タイプ ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(2014 年規制) 
25t 吊 

（注）バックホウ（クローラ型），ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

（注）Ｈ1＝ｈ＋1.8－（Ｂ1÷2）×10％（ｍ）もしくは， 

Ｈ1＝ｈ1＋1.8－（ｂ＋0.5＋1.2）×10％（ｍ） 

Ｈ1：谷側での仮囲い高さ ｈ：構造物高さ    ｈ1：谷側での構造物高さ 

Ｂ1：仮囲い幅（奥行）  ｂ：構造物幅（奥行） 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

雪寒仮囲い工
４． 設置・撤去歩掛 

４－１ Ｐタイプの設置・撤去歩掛 

Ｐタイプ雪寒仮囲いの設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 雪寒仮囲い設置・撤去歩掛（Ｐタイプ) （100ｍ2当り） 

名 称 単位 数量 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.1 

普 通 作 業 員 〃 4.7 

バックホウ（クローラ型）運転 日 0.6 

諸 雑 費 率 ％ 22 

（注）１．諸雑費は，仮囲い仮設材等の費用であり，労務費と機械賃
料の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

２．仮囲いの面積算出にあたっては，「７．数量算出基準」を
参照のこと。 

 

４－２ Ｗタイプ・ＰＷタイプの設置・撤去歩掛 

Ｗタイプ・ＰＷタイプ雪寒仮囲いの設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．２ 雪寒仮囲い設置・撤去歩掛（Ｗ・ＰＷタイプ）        (100ｍ2当り） 

名 称 単位 枠組足場部（S1） 枠組足場以外（S2） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.2 1.1 

と び 工 〃 9.6 4.5 

普 通 作 業 員 〃 6.7 2.5 

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 運 転 日 0.2 0.2 

諸 雑 費 率 ％ 26 14 

（注）１．仮囲い用の足場幅は，1.2ｍを標準とする。 
２．諸雑費は，仮囲い仮設材等の費用であり，労務費と機械賃料の合計額に上表の率を乗じた金
額を上限として計上する。 

３．「枠組足場部」は構造物天端の高さまでであり，「枠組足場以外」は構造物天端以上の屋根
部分とする。（７.数量算出基準を参照） 

４．上記歩掛は，足場を兼用した仮囲いの設置・撤去歩掛であり，兼用出来ない場合の足場は必
要数量を別途計上する。 

 

４． 設置・撤去歩掛 

４－１ Ｐタイプの設置・撤去歩掛 

Ｐタイプ雪寒仮囲いの設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 雪寒仮囲い設置・撤去歩掛（Ｐタイプ) （100ｍ2当り） 

名 称 単位 数量 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.2 

普 通 作 業 員 〃 5.0 

バックホウ（クローラ型）運転 日 0.6 

（注）仮囲いの面積算出にあたっては，「７．数量算出基準」を参照の
こと。 

 

４－２ Ｗタイプ・ＰＷタイプの設置・撤去歩掛 

Ｗタイプ・ＰＷタイプ雪寒仮囲いの設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．２ 雪寒仮囲い設置・撤去歩掛（Ｗ・ＰＷタイプ）        (100ｍ2当り） 

名 称 単位 枠組足場部（S1） 枠組足場以外（S2） 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.2 1.2 

と び 工 〃 10.1 4.5 

普 通 作 業 員 〃 7.5 2.8 

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン 運 転 日 0.2 0.2 

（注）１．仮囲い用の足場幅は，1.2ｍを標準とする。 
２．「枠組足場部」は構造物天端の高さまでであり，「枠組足場以外」は構造物天端以上の屋根

部分とする。（７.数量算出基準を参照） 
３．上記歩掛は，足場を兼用した仮囲いの設置・撤去歩掛であり，兼用出来ない場合の足場は必

要数量を別途計上する。 

 

４－３ 仮囲い仮設材の費用 

雪寒仮囲いの仮囲い仮設材費用の積算は，次式による。仮設材費用には清掃等の簡易な整備作業を含む。 

仮囲い仮設材の費用＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｘ）×Ａ（円） 

Ｌ1,Ｌ2 ：賃料係数（表 4.3） 

  Ｘ  ：仮設材供用月数（月） 

  Ａ  ：仮囲いの面積（ｍ2） 

 

表４．３ 仮囲い仮設材の各賃料係数    (1ｍ2当り） 

仮囲いのタイプ Ｌ１ Ｌ２ 

Ｐタイプ 157 145 

Ｗタイプ（枠組足場部(S1）） 449 318 

ＰＷタイプ（枠組足場部(S1）） 449 318 

Ｗタイプ（枠組足場以外(S２）） 137 206 

ＰＷタイプ（枠組足場以外(S２）） 137 206 
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５． 養生工（Ｐタイプ，Ｗタイプ，ＰＷタイプ共通） 

仮囲い内でのコンクリート養生は，「第５編５章コンクリート工①コンクリート工」を標準とし，特殊養生（仮

囲い内ジェットヒータ養生）を行う場合は，下記を適用する。 

５－１ 特殊養生（仮囲い内ジェットヒータ養生） 

（１）機種及び施工歩掛 

   仮囲い内でのジェットヒータによる養生歩掛は，次表を標準とする。 

 

表５．１ 養生歩掛（仮囲い内ジェットヒータ養生）    （10ｍ3当り） 

名 称 規 格 単位 
数量 

無筋構造物 鉄筋構 造物 

普 通 作 業 員  人 0.15 0.14 

業務用可搬型ヒータ 
[ ジ ェ ッ ト ヒ ー タ ] 
運 転 

油だき・熱風・直火型 
熱出力 126MJ/h(30,100kcal/h) 
油種 灯油 

日 1.6 1.8 

発 動 発 電 機 運 転 
ディーゼルエンジン駆動 
定格容量(50/60Hz)2.7/3kVA 

〃 1.6 1.8 

（注）ジェットヒータは，賃料とする。 

 

（２）運転時間 

   ジェットヒータによる養生に要する施工機械運転日当り運転時間は，次表を標準とする。 

 

表５．２ 施工機械運転日当り運転時間      （ｈ／日） 

名 称 単位 無筋構造物  鉄筋構造物  

業務用可搬型ヒータ 
[ジェットヒータ]運転 h 18.5 15.2 

発 動 発 電 機 運 転 

（注）１．ジェットヒータ運転時間当り燃料消費量は，灯油 3.6ℓ／ｈとする。 
２．発動発電機運転時間当り燃料消費量は，「第２編１章一般事項②原動機
燃料消費量」による。 

 

６． 除 雪 工 

 ６－１ 除雪（仮囲い屋根部） 

仮囲い屋根部に 50 ㎝以上の積雪があった場合を対象とし，次表を標準とする。 

 

表６．１ 除雪歩掛（仮囲い屋根部）        （10ｍ3当り） 

名 称 単位 P タイプ，W タイプ，PW タイプ 

普 通 作 業 員 人 0.41 

 
 除雪量（ｍ3） Ｖ＝Ａ×Ｈ 

   Ａ：除雪対象面積（屋根面積)（ｍ2） 

   Ｈ：積雪深（ｍ） 

５． 養生工（Ｐタイプ，Ｗタイプ，ＰＷタイプ共通） 

仮囲い内でのコンクリート養生は，「第５編５章コンクリート工①コンクリート工」を標準とし，特殊養生（仮囲

い内ジェットヒータ養生）を行う場合は，下記を適用する。 

５－１ 特殊養生（仮囲い内ジェットヒータ養生） 

（１）機種及び施工歩掛 

   仮囲い内でのジェットヒータによる養生歩掛は，次表を標準とする。 

 

          表５．１ 養生歩掛（仮囲い内ジェットヒータ養生）         （10ｍ3当
り） 

名 称 規 格 単位 
数量 

無筋構造物 鉄 筋構 造 物 

普 通 作 業 員  人 0.18 0.17 

業務用可搬型ヒータ 
[ ジ ェ ッ ト ヒ ー タ ] 
運 転 

油だき・熱風・直火型 
熱出力 126MJ/h(30,100kcal/h) 
油種 灯油 

日 1.6 1.8 

発 動 発 電 機 運 転 
ディーゼルエンジン駆動 
定 格 容 量 5 k V A 

〃 1.6 1.8 

（注）１．上表は，雪寒仮囲いの体積 2,000 空 m3 以下で，養生のために，外気温か
ら最大 5℃まで仮囲い内の温度を上昇させる場合を想定した歩掛である。 
現場条件等により上表により難い場合は，別途考慮する。 

   ２．ジェットヒータ，発動発電機は，賃料とする。 

 

（２）運転時間 

   ジェットヒータによる養生に要する施工機械運転日当り運転時間は，次表を標準とする。 

 

表５．２ 施工機械運転日当り運転時間      （ｈ／日） 

名 称 単位 無筋構造物 鉄筋構造物 

業務用可搬型ヒータ 
[ジェットヒータ]運転 h 18.5 15.2 

発 動 発 電 機 運 転 

（注）１．上表は，雪寒仮囲いの体積 2,000 空 m3 以下で，養生のために，外気温か
ら最大 5℃まで仮囲い内の温度を上昇させる場合を想定した歩掛である。 
現場条件等により上表により難い場合は，別途考慮する。 

２．ジェットヒータ運転時間当り燃料消費量は，灯油 3.6ℓ／ｈとする。 
３．発動発電機運転時間当り燃料消費量は，「第２編１章一般事項②原動機

燃料消費量」による。 

 

６． 除 雪 工 

 ６－１ 除雪（仮囲い屋根部） 

仮囲い屋根部に 5 ㎝以上の積雪があった場合を対象とし，次表を標準とする。除雪工は必要な場合計上する。

 

表６．１ 除雪歩掛（仮囲い屋根部）        （10ｍ3当り） 

名 称 単位 

P タイプ，W タイプ，PW タイプ 

屋根部の積雪深 

5cm 以上 30cm 以下 30cm を超える 

普 通 作 業 員 人 0.35 0.41 

 
 除雪量（ｍ3） Ｖ＝Ａ×Ｈ 

   Ａ：除雪対象面積（屋根面積)（ｍ2） 

   Ｈ：積雪深（ｍ） 
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７． 数量 算出 基準  

雪寒仮囲いの数量算出においては，下記を標準とする。 

  なお，数量算出基準の仮囲い面積とは，壁面及び屋根部の計５面の外面積を対象としている。 

７－１ Ｐタイプ 

（１）Ｐタイプ（標準タイプ） 

 

 

      Ｓ ：仮囲い面積（ｍ2）    

      ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

      ℓ  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

      ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ） 

      Ｂ1：仮囲いの底面の幅（ｍ） 

         Ｂ1＝ｂ＋0.8×２ 

      Ｂ2：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

         Ｂ2＝  

      Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

         Ｌ＝ℓ＋0.8×２ 

      Ｈ1：仮囲いの低い方の側面の高さ（ｍ） 

         Ｈ1＝ｈ＋1.8－(Ｂ1÷２)×0.1 

      Ｈ2：仮囲いの高い方の側面の高さ（ｍ） 

         Ｈ2＝ｈ＋1.8＋(Ｂ1÷２)×0.1 

 

 

 

 

 

（２）Ｐタイプ（ブロック張タイプ） 

 

 

 

      Ｓ ：仮囲い面積（ｍ2） 

      ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

      ℓ  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

      ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ） 

      ｈ1：対象構造物の谷側での高さ（ｍ） 

      ｈ2：対象構造物の山側での高さ（ｍ） 

      Ｂ1：仮囲いの断面の幅（ｍ） 

         Ｂ1＝ｂ＋0.8×２ 

      Ｂ2：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

      Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

          Ｌ＝ℓ＋0.8×２ 

      Ｈ1：仮囲いの谷側の側面の高さ（ｍ） 

      Ｈ2：仮囲いの山側の側面の高さ（ｍ） 

Ｓ＝Ｌ×(Ｈ1＋Ｈ2＋Ｂ2)＋Ｂ1×(Ｈ1＋Ｈ2)   （ｍ2） 

Ｂ1
2＋(Ｂ1×0.1)2 

Ｓ＝Ｌ×(Ｈ1＋Ｈ2＋Ｂ2)＋(ｂ＋0.8×2)×(Ｈ1＋Ｈ2＋ｈ)－ 

  ｈ×(ｂ－ｂ1＋ｂ2＋0.8×２)   （ｍ2） 
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７－２ Ｗタイプ 

 

 

 

      Ｓ1：枠組足場面積（ｍ2） 

      Ｓ2：枠組足場以外の面積（ｍ2） 

      ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

      ℓ  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

      ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ） 

      B1 ：仮囲いの底面の幅（ｍ） 

         Ｂ1＝ｂ＋0.5×２＋1.2×２ 

      B2 ：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

         Ｂ2＝  

      Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

         Ｌ＝ℓ＋0.5×２＋1.2×２ 

      Ｈ1：仮囲いの低い方の側面の高さ（ｍ） 

         Ｈ1＝ｈ＋1.8－(Ｂ1÷２)×0.1 

      Ｈ2：仮囲いの高い方の側面の高さ（ｍ） 

         Ｈ2＝ｈ＋1.8＋(Ｂ1÷２)×0.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

７－３ ＰＷタイプ 

 

 

 

 

      Ｓ1：枠組足場面積（ｍ2） 

      Ｓ2：枠組足場以外の面積（ｍ2） 

      ｂ ：対象構造物の幅（ｍ） 

      ℓ  ：対象構造物の長さ（ｍ） 

      ｈ1：対象構造物の谷側での高さ（ｍ） 

      ｈ2：対象構造物の山側での高さ（ｍ） 

      Ｂ1：仮囲いの断面の幅（ｍ） 

         Ｂ1＝ｂ＋0.5＋0.8＋1.2 

      Ｂ2：仮囲いの屋根の幅（ｍ） 

         Ｂ2＝  

      Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ） 

         Ｌ＝ℓ＋0.8×２ 

      Ｈ1：仮囲いの低い方（谷側）の側面の高さ（ｍ） 

         Ｈ1＝ｈ1＋1.8－(ｂ＋0.5＋1.2)×0.1 

      Ｈ2：仮囲いの高い方（山側）の側面の高さ（ｍ） 

         Ｈ2＝ｈ2＋1.8＋0.8×0.1 

B1
2＋(B1×0.1)2 

Ｓ1＝{２×(ｂ＋ℓ)＋0.5×８＋1.2×４}×ｈ （ｍ2） 

Ｓ2＝Ｌ×(Ｈ1＋Ｈ2＋Ｂ2－ｈ×２)＋Ｂ1×(Ｈ1＋Ｈ2－ｈ×２）（ｍ2） 

Ｓ1＝(ℓ＋0.8×２)×ｈ1 （ｍ2） 

Ｓ2＝Ｌ×(Ｈ1＋Ｈ2＋Ｂ2－ｈ1)＋Ｂ1×(Ｈ1＋Ｈ2－ｈ1－ｈ2)＋(b＋ 

0.8＋0.5)×ｈ2×２＋(ｂ＋0.5×２)×(ｈ1－ｈ2)  (ｍ2） 

B1
2＋(B1×0.1)2 
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８． 単 価 表 

（１）仮囲い設置・撤去（Ｐタイプ）100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表 4.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

バックホウ（クローラ型）
運 転 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(2011 年規制) 
山積 0.8m3（平積 0.6m3） 
吊能力 2.9t 

日  
表 3.2，表 4.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 
（２）仮囲い（Ｐタイプ）1ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

仮 設 材 賃 料  月  表 4.3 

諸 雑 費  式 1  

計     
 
（３）仮囲い設置・撤去（Ｗ・ＰＷタイプ）100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表 4.2 

と び 工  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（2014 年規制） 
25t 吊 

日  
表 3.2，表 4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 
（４）仮囲い（Ｗ・ＰＷタイプ）1ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

仮 設 材 賃 料  月  表 4.3 

諸 雑 費  式 1  

計     
 
（５）特殊養生工（仮囲い内ジェットヒータ養生）10ｍ3当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

普 通 作 業 員  人  表 5.1 

業 務 用 可 搬型 ヒ ー タ 
[ジェットヒータ]運転 

油だき・熱風・直火型 
熱出力 126MJ／h(30,100kcal／h) 

日  
表 5.1 
機械賃料 

発 動 発 電 機 運 転 
ディーゼルエンジン駆動 
定格容量 5kVA 

〃  
表 5.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

８． 単 価 表 

（１）仮囲い設置・撤去（Ｐタイプ）100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表 4.1 

普 通 作 業 員  〃   〃 

バックホウ（クローラ型）
運 転 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(2011 年規制) 
山積 0.8m3（平積 0.6m3） 
吊能力 2.9t 

日  
表 3.2，表 4.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 4.1 

計     
 

（２）仮囲い設置・撤去（Ｗ・ＰＷタイプ）100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表 4.2 

と び 工  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（2014 年規制） 
25t 吊 

日  
表 3.2，表 4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表 4.2 

計     
 

（３）特殊養生工（仮囲い内ジェットヒータ養生）10ｍ3当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

普 通 作 業 員  人  表 5.1 

業 務 用 可 搬 型 ヒ ー タ 
[ジェットヒータ]運転 

油だき・熱風・直火型 
熱出力 126MJ／h(30,100kcal／h) 

日  
表 5.1 
機械賃料 

発 動 発 電 機 運 転 
ディーゼルエンジン駆動 
定格容量(50／60Hz)2.7／3kVA 

〃  
表 5.1 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     
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（６）除雪工（仮囲い屋根部）10ｍ3当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

普 通 作 業 員  人  表 6.1 

諸 雑 費  式 1  

計     
  
（７）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 
適 用 
単価表 

指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(2011 年規制) 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力
2.9t 

機－28 
運転労務数量→ 0.25 
燃料消費量→17 
機械賃料数量→ 1.02 

業 務 用 可 搬型 ヒー タ 
[ ジ ェ ッ ト ヒ ー タ ] 

油だき・熱風・直火型 
熱出力 126MJ／h(30,100kcal／h) 
油種 灯油 

機－16 燃料消費量→ 表 5.2 
機械賃料数量→ 1.20 

発 動 発 電 機 
ディーゼルエンジン駆動 
定格容量 5kVA 機－16 燃料消費量→ 表 5.2 

機械賃料数量→ 1.21 

 

（５）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 
適 用 
単価表 

指 定 事 項 

バ ッ ク ホ ウ 
（ ク ロ ー ラ 型 ） 

標準型・超低騒音型・ 
クレーン機能付き・ 
排出ガス対策型(2011 年規制) 
山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力 2.9t 

機－28 
運転労務数量→ 0.25 
燃料消費 量→17 
機械賃料数量→ 1.02 

業務 用 可搬 型 ヒー タ 
[ ジ ェ ッ ト ヒ ー タ ] 

油だき・熱風・直火型 
熱出力 126MJ／h(30,100kcal／h) 
油種 灯油 

機－16 
燃料消費 量→ 表 5.2 
機械賃料数量→ 1.20 

発 動 発 電 機 
ディーゼルエンジン駆動 
定格容量(50／60Hz)2.7／3kVA 

機－24 
燃料消費 量→ 表 5.2 
機械損料数量→ 1.21 

 

（４）除雪工（仮囲い屋根部）10ｍ3当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

普 通 作 業 員  人  表 6.1 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

- 75 -



土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

残存型枠工
④ 残存型枠工 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，砂防工事(本堰堤，副堰堤，床固め，帯工，水叩き，側壁，護岸)における平均設置高30ｍ以下の残

存型枠（質量85kg／枚以下，面積0.8m2／枚以下）及び残存化粧型枠（質量135kg／枚以下，面積0.8m2／枚以下）

の施工，天端の手摺及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去に適用する。 

 

２． 施 工 概 要 

２－１ 施工内容 

本工法は，薄肉プレキャスト・セメントコンクリート製の型枠製品と組立部材及び支持材を使用し，コンク

リート打設後の脱型作業を必要としない型枠工のことである。 

また，組立・設置は，組立部材を使用して型枠を組み立て，型枠背面と支持材を溶接で固定して行う施工を

標準とする。 

 

２－２ 残存型枠 

残存型枠工に用いる型枠は，下記のとおりとする。 

（１） 残存型枠とは，意匠性を目的としない型枠材をいう。 

（２） 残存化粧型枠とは，残存型枠のうち化粧面が一体となった意匠性を目的とした型枠材をいう。 

 

２－３ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

２．（ ）内は必要な場合に計上する。 

 

図２－１ 施工フロー 

 

３． 機 種 の 選 定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

機 械 名 規  格 単 位 数 量 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

25ｔ吊 

台 1 

（注）１．現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

２．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 
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２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分である。 

２．（ ）内は必要な場合に計上する。 

 

図２－１ 施工フロー 
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３． 機 種 の 選 定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 機種の選定 

機 械 名 規  格 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

25ｔ吊 

（注）現場条件により上表により難い場合は，現場条件にあ

った機械・規格を選定する。 

 

④ 残存型枠工 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，砂防工事の構造物施工における平均設置高30ｍ以下の残存型枠及び残存化粧型枠の施工，天端の手摺

及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去に適用する。 

  なお，本工法は，プレキャストのコンクリート二次製品による型枠を使用し，コンクリート打設・養生後の型枠の

撤去を必要としない型枠工のことをいう。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

残存型枠工
４． 施 工 歩 掛 

４－１ 残存型枠及び残存化粧型枠の施工歩掛 

    残存型枠及び残存化粧型枠の加工，組立・設置における施工歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 残存型枠及び残存化粧型枠の施工歩掛 （100ｍ2当り）

名          称 単  位 

型枠材1枚当りの質量及び面積 

残存型枠 残存化粧型枠 

85kg／枚以下 

0.8m2／枚以下 

135kg／枚以下 

0.8m2／枚以下 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.6 2.1 

型 わ く 工 〃 5.0 5.1 

普 通 作 業 員 〃 3.2 3.5 

溶 接 工 〃 2.7 2.7 

ラフテレーンクレーン運転 日 1.7 1.9 

諸 雑 費 率 ％ 19 18 

（注）１．上記歩掛は，水抜きパイプの設置を含むものであるが，水抜きパイプの有無にかかわらず適用出

来る。なお，水抜きパイプ材料は，必要数量を別途計上する。 

２．上記歩掛は，半径10ｍ以下の円形部分には適用しない。 

３．諸雑費は，組立支持材（鉄筋），溶接棒，電気溶接機，コンクリートカッタ，インパクトレ

ンチ，電気ドリル，ディスクグラインダ，鉄筋カッタ及び電力に関する経費等の費用であり，

労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．型枠材は，残存型枠・残存化粧型枠及び組立部材を計上する。 

５．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

６．現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

４－２ 残存型枠及び残存化粧型枠の使用数量 

    残存型枠，残存化粧型枠の使用数量は，次式による。 

使用数量（ｍ2）＝設計数量（ｍ2）×（１＋Ｋ）……式４．１ 

Ｋ：ロス率 

 

表４．２ ロス率（Ｋ） 

材 料 名 

残存型枠 残存化粧型枠 

85kg／枚以下 

0.8m2／枚以下 

135kg／枚以下 

0.8m2／枚以下 

ロ ス 率 ＋0.06 

 

４－２ 残存型枠及び残存化粧型枠の使用数量 

    残存型枠，残存化粧型枠の使用数量は，次式による。 

使用数量（ｍ2）＝設計数量（ｍ2）×（１＋Ｋ）……式４．１ 

Ｋ：ロス率 

 

表４．２ ロス率（Ｋ） 

材 料 名 
残存型枠 残存化粧型枠 

60kg以下 110kg以下 

ロ ス 率 ＋0.06 

 

４． 施 工 歩 掛 

４－１ 残存型枠及び残存化粧型枠の施工歩掛 

    残存型枠及び残存化粧型枠の加工，組立・設置における施工歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 残存型枠及び残存化粧型枠の施工歩掛 （100ｍ2当り）

名          称 単  位 

型枠材1枚当りの質量 

残存型枠 残存化粧型枠 

60kg以下 110kg以下 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.0 2.1 

型 わ く 工 〃 4.8 4.8 

普 通 作 業 員 〃 3.3 3.7 

溶 接 工 〃 2.3 2.5 

ラフテレーンクレーン運転 日 1.7 1.9 

諸 雑 費 率 ％ 16 16 

（注）１．残存化粧型枠は意匠を目的とした平面・凹凸面の型枠材に適用する。 

２．上記歩掛は，水抜きパイプの設置を含むものであるが，水抜きパイプの有無にかかわらず適用出来

る。なお，水抜きパイプ材料は，必要数量を別途計上する。 

３．上記歩掛は，半径10ｍ以下の円形部分には適用しない。 

４．諸雑費は，組立支持材及び電気溶接機，コンクリートカッタ，インパクトレンチ，電気ドリル，

ディスクグラインダ，鉄筋カッタ，溶接棒，電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

５．型枠材は，残存型枠・残存化粧型枠及び残存型枠・残存化粧型枠用組立部材を計上する。 

６．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

７．狭隘等の現場条件により，クレーン据付けが困難な場合，又は据付けにより施工に支障が生じ

る場合には別途考慮する。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

残存型枠工
４－３ 天端の手摺及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去 

  （１）適用範囲 

基面地盤より高さ2ｍ以上に手摺や足場（キャットウォーク）を設置する場合に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）足場を複数段設置する場合は，各段の合計延長を計上する。 

図４－１ 手摺，足場（キャットウォーク）の設置長さ及び高さ 

 

基面地盤からの

高さ（m）

基面地盤からの

高さ（m）
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

残存型枠工
（２）施工歩掛 

天端の手摺及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去にかかる施工歩掛は，表４．３，表４．４を標準

とする。 

 

表４．３ 天端手摺設置・撤去歩掛 (100ｍ当り)

名  称 単位 数  量 

土 木 一 般 世 話 役 人 0.9 

と び 工 〃 3.2 

普 通 作 業 員 〃 1.0 

諸 雑 費 率 ％ 9 

（注）諸雑費は，インパクトレンチ，手摺仮設材（単管パイプ（手摺部含

む），クランプ）等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた

金額を上限として計上する。なお，諸雑費には，供用中の手摺仮設材の

損料を含むものとする。 

 

表４．４ 足場（キャットウォーク）設置・撤去歩掛 (100ｍ当り)

名  称 単位 数  量 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.7 

と び 工 〃 6.2 

普 通 作 業 員 〃 5.5 

諸 雑 費 率 ％ 20 

（注）諸雑費は，インパクトレンチ，足場仮設材（単管パイプ（手摺部含

む），クランプ，斜面用足場ブラケット，足場板），取付ボルト，取付

ボルト穴の埋戻し用モルタル等の費用であり，労務費の合計額に上表の

率を乗じた金額を上限として計上する。なお，諸雑費には，供用中の足

場仮設材の損料を含むものとする。 

 

（２）施工歩掛 

天端の手摺及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去にかかる施工歩掛は，表４．３，表４．４を標準

とする。 

表４．３ 天端手摺設置・撤去歩掛 (100ｍ当り)

名  称 単位 数量 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.3 

と び 工 〃 3.4 

諸 雑 費 率 ％ 8 

（注）諸雑費は，インパクトレンチ，手摺，単管パイプ，クランプ等の費用で

あり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表４．４ 足場（キャットウォーク）設置・撤去歩掛 (100ｍ当り)

名  称 単位 数量 

土 木 一 般 世 話 役 人 2.7 

と び 工 〃 5.8 

普 通 作 業 員 〃 5.4 

諸 雑 費 率 ％ 23 

（注）諸雑費は，インパクトレンチ，手摺，単管パイプ，クランプ，斜面用足

場ブラケット，足場板，取付ボルト，取付ボルト穴の埋戻し用モルタル等

の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上

する。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

残存型枠工
５．単 価 表 

 (１)残存型枠及び残存化粧型枠100ｍ2当り単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.1 

型 わ く 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

溶 接 工  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2014年規制) 

25ｔ吊 

日  
表4.1 

 機械賃料 

型 枠 材  m2  
式4.1,表4.2 

組立部材含む 

水 抜 き パ イ プ  m  必要に応じ計上 

諸 雑 費  式 1 表4.1 

計     

 

(２)天端手摺設置・撤去100ｍ当り単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.3 

と び 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 1   〃 

計     

 

(３)足場（キャットウォーク）設置・撤去100ｍ当り単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.4 

と び 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

５．単 価 表 

 (１)残存型枠及び残存化粧型枠100ｍ2当り単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.1 

型 わ く 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

溶 接 工  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第2次基準値) 

25ｔ吊 

日  
表4.1 

 機械賃料 

型 枠 材  m2  
式4.1,表4.2 

組立部材含む 

水 抜 き パ イ プ  m  必要に応じ計上 

諸 雑 費  式 1 表4.1 

計     

 
(２)天端手摺設置・撤去100ｍ当り単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.3 

と び 工  〃  〃 

諸 雑 費  式 1   〃 

計     

 

(３)足場（キャットウォーク）設置・撤去100ｍ当り単価表 

名  称 規  格 単位 数量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.4 

と び 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

切削オーバーレ
イ工
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

切削オーバーレ
イ工

３． 機 種 の 選 定 

切削オーバーレイ工に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

路 面 切 削 路 面 切 削 機 
ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

台 1  

廃 材 運 搬 ダンプトラック オンロード・ディーゼル 10t積級 〃 必要数  

路 面 清 掃 路 面 清 掃 車 
ブラシ・四輪式 
路面切削工事用・ホッパ容量1.5m3 

〃 1 
 
 

 

合 材 敷 均 し ア ス フ ァ ル ト 
フ ィ ニ ッ シ ャ 

ホイール型 
排出ガス対策型(2014年規制)・ 
舗装幅2.3～6.0m 

〃 1  

合 材 締 固 め 

ロ ー ド ロ ー ラ 
マカダム・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量10t 締固め幅2.1m 

〃 1  

タ イ ヤ ロ ー ラ 
普通型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量13～14t 

〃 1  

 

 

４． 編 成 人 員 

切削オーバーレイ工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．１ 日当り編成人員 （人／日） 

土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

1 3 5 

 

５． 施 工 歩 掛 

５－１ 日当り施工量 

切削オーバーレイ工の日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表５．１ 日当り施工量              （ｍ2／日） 

  平均切削深さ 7cm以下 7cmを超え12cm以下 

即 日 舗 設 
一層 732 640 

二層 ― 503 

（注）１．上表には，施工箇所間及び機械待避場所と施工箇所間の自走による移動を含むが， 

運搬車両による移動は別途計上する。 

２．多層舗設の場合で，他日に表層のみを施工する場合の表層は，「第５編11章道路舗装」

により別途計上する。 

３．上表には清掃作業を含む。 

４．平均切削深さは，次式を標準とする。 

 Ｈ＝ 
Av

Ｗ
 ×100 

  Ｈ：１現場の平均切削深さ（cm） 

 Av：１現場の平均切削断面積（ｍ2） 

              Ｗ：平均切削幅員（ｍ） 

 

５－２ 廃材運搬工 

    廃材運搬工は，「第５編13章道路維持修繕①－１路面切削工」による。 

３． 機 種 の 選 定 

切削オーバーレイ工に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

路 面 切 削 路 面 切 削 機 
ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

台 1  

廃 材 運 搬 ダンプトラック オンロード・ディーゼル 10t積級 〃 必要数  

路 面 清 掃 路 面 清 掃 車 ブラシ・四輪式 
路面切削工事用・ホッパ容量1.5m3 〃 1 

 
 

 

合 材 敷 均 し ア ス フ ァ ル ト 
フ ィ ニ ッ シ ャ 

ホイール型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
舗装幅2.3～6.0m 

〃 1  

合 材 締 固 め 

ロ ー ド ロ ー ラ 
マカダム・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
運転質量10t 締固め幅2.1m 

〃 1  

タ イ ヤ ロ ー ラ 
普通型・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
運転質量8～20t 

〃 1  

（注）タイヤローラは，賃料とする。 

 

４． 編 成 人 員 

切削オーバーレイ工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．１ 日当り編成人員 （人／日） 

土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

1 3 5 

 

５． 施 工 歩 掛 

５－１ 日当り施工量 

切削オーバーレイ工の日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表５．１ 日当り施工量              （ｍ2／日） 

  平均切削深さ 7cm以下 7cmを超え12cm以下 

即 日 舗 設 
一層 910 800 

二層 ― 630 

（注）１．上表には，施工箇所間及び機械待避場所と施工箇所間の自走による移動を含むが， 

運搬車両による移動は別途計上する。 

２．多層舗設の場合で，他日に表層のみを施工する場合の表層は，「第５編11章道路舗装」

により別途計上する。 

３．上表には清掃作業を含む。 

４．平均切削深さは，次式を標準とする。 

 Ｈ＝ 
Av

Ｗ
 ×100 

  Ｈ：１現場の平均切削深さ（cm） 

 Av：１現場の平均切削断面積（ｍ2） 

              Ｗ：平均切削幅員（ｍ） 

 

５－２ 廃材運搬工 

    廃材運搬工は，「第５編13章道路維持修繕①－１路面切削工」による。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

切削オーバーレ
イ工

 ５－３ 舗装工材料 

（１）アスファルト混合物のロス率（Ｋ）は，次表を標準とする。 
 

表５．２ ロス率（Ｋ） 

種 別 区  分 ロ ス 率 

ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 車  道  及  び  路  肩 ＋0.07 

（注）１．ロス率は，材料ロスに対する材料補正である。 

２．すりつけに使用する混合物は，ロス率に含まず諸雑費で計上する。 

 

（２）瀝青材料の散布量は，次表を標準とする。 
 

    表５．３ 瀝青材料の散布量 （一層100ｍ2当り）

種 別 単位 数量 

タ ッ ク コ ー ト ℓ  43 

プ ラ イ ム コ ー ト 〃 126 

（注）１．基層にグースアスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は，タックコート（ゴム入り）を

使用する。 
２．上記の散布量には，材料ロス分を含む。 

 

６． 諸 雑 費 

諸雑費は，切削作業に使用する雑器具（スコップ，ホウキ）の費用，路面切削機のビットの損耗費，路面清掃車

のブラシの損耗費，乳剤散布機損料，舗装用器具（レーキ，舗装養生テープ）及び加熱燃料等の費用，切削に伴う

段差すりつけ設置，撤去（労務を含む）にかかる費用（必要な場合）であり，労務費と組合せ機械（路面切削機，

路面清掃車，アスファルトフィニッシャ，ロードローラ，タイヤローラ）の機械損料及び運転経費の合計額に次表

の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

                         表６．１ 諸雑費率                   （％） 

平均切削深さ 7cm以下 7cmを超え12cm以下 

即 日 舗 設 

一層 
16 

（設置のみ 19，設置撤去 20） 
15 

（設置のみ 18，設置撤去 19） 

二層 － 14 

（注）段差すりつけが必要な場合は，( ）内の率を計上する。 

 

５－３ 舗装工材料 

（１）アスファルト混合物のロス率（Ｋ）は，次表を標準とする。 
 

表５．２ ロス率（Ｋ） 

種 別 歩 車 道 区 分 ロ ス 率 

ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 

車  道  及  び  路  肩 ＋0.07 

歩 道 ＋0.10 

ア ス カ ー ブ ＋0.09 

（注）１．ロス率は，材料ロスに対する材料補正である。 

２．すりつけに使用する混合物は，ロス率に含まないので別途計上する。 

 

（２）瀝青材料の散布量は，次表を標準とする。 
 

    表５．３ 瀝青材料の散布量 （100ｍ2当り）

種 別 単位 数量 

タ ッ ク コ ー ト ℓ  43 

プ ラ イ ム コ ー ト 〃 126 

（注）１．基層にグースアスファルト混合物を使用する場合の瀝青材料は，タックコート（ゴム入り）を

使用する。 
２．上記の散布量には，材料ロス分を含む。 

 

６． 諸 雑 費 

諸雑費は，切削作業に使用する雑器具（スコップ，ホウキ等）の費用，路面切削機のビットの損耗費，路面清掃

車のブラシの損耗費，瀝青材料の散布費用，舗装用器具及び加熱燃料等の費用，切削に伴う段差すりつけ設置，撤

去にかかる費用（必要な場合）であり，労務費と組合せ機械（路面切削機，路面清掃車，アスファルトフィニッシ

ャ，ロードローラ，タイヤローラ）の機械損料・賃料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として

計上する。 

 

                         表６．１ 諸雑費率                   （％） 

平均切削深さ 7cm以下 7cmを超え12cm以下 

即 日 舗 設 

一層 

14 

（設置のみ 18， 

 設置撤去 19） 

16 

（設置のみ 20， 

 設置撤去 21） 

二層 － 15 

（注）段差すりつけが必要な場合は，( ）内の率を計上する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

切削オーバーレ
イ工

７． 単 価 表 

（１）切削オーバーレイ100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×100／D 表4.1，表5.1 

特 殊 作 業 員  〃 3×100／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 5×100／D    〃 

アスファルト混合物  t  （注）1，表5.2 

瀝 青 材 料  ℓ  表5.3 

路 面 切 削 機 運 転 
ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

日 100／D 
表5.1 
機械損料 

路 面 清 掃 車 運 転 
ブラシ・四輪式・ 
路面切削工事用・ホッパ容量
1.5m3 

〃 100／D  〃 

ア ス フ ァ ル ト 
フィニッシャ運転 

ホイール型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
舗装幅2.3～6.0m 

〃 100／D  〃 

ロードローラ運転 
マカダム・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
運転質量10t 締固め幅2.1m 

〃 100／D  〃 

タイヤローラ運転 
普通型・ 
排出ガス対策型(第2次基準値)  
運転質量8～20t 

〃 100／D 
表5.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表6.1 

計     

（注）１．100×厚さ（ｍ）×締固め後密度（t／ｍ3）×（1＋Ｋ） 

２．Ｄ：日当り施工量（ｍ2／日） 

 

（２）機械運転単価表 
 

 

機 械 名 規 格 適用単価表 

指 定 事 項 

 
7cm以下 7cmを超え12cm以下 

一層舗設 一層舗設 二層舗設 

路 面 切 削 機 
ホイール式・廃材積込装置付・  
排出ガス対策型(第3次基準値) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

    1.00 
235 

    1.32 

     1.00 
248 

     1.27 

     0.95 
166 

     1.01 

路 面 清 掃 車 
ブラシ・四輪式・ 
路面切削工事用・ 
ホッパ容量1.5m3 

機－19 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

0.98 
43 
1.32 

    0.96 
42 

    1.27 

    0.74 
32 

    1.01 

アスファルト 
フィニッシャ 

ホイール型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
舗装幅2.3～6.0m 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
48 
1.40 

    1.00 
53 

    1.19 

    1.00 
42 

    1.23 

ロードローラ 
マカダム・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
運転質量10t締固め幅2.1m 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
27 
1.40 

    1.00 
28 

    1.19 

    1.00 
18 

    1.23 

タイヤローラ 
普通型・ 
排出ガス対策型(第2次基準値) 
運転質量8～20t 

機－28 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械賃料数量 

1.00 
30 
1.16 

    1.00 
27 

    1.00 

    1.00 
29 

    1.30 

７． 単 価 表 

（１）切削オーバーレイ100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×100／D 表4.1，表5.1 

特 殊 作 業 員  〃 3×100／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 5×100／D    〃 

アスファルト混合物  t  （注）1，表5.2 

瀝 青 材 料  ℓ  表5.3 

路 面 切 削 機 運 転 
ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

日 100／D 
表5.1 
機械損料 

路 面 清 掃 車 運 転 
ブラシ・四輪式・ 
路面切削工事用・ホッパ容量
1.5m3 

〃 100／D  〃 

ア ス フ ァ ル ト 
フィニッシャ運転 

ホイール型 
排出ガス対策型(2014年規制) 
舗装幅2.3～6.0m 

〃 100／D  〃 

ロードローラ運転 
マカダム・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量10t 締固め幅2.1m 

〃 100／D  〃 

タイヤローラ運転 
普通型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制)  
運転質量13～14t 

〃 100／D  〃 

諸 雑 費  式 1 表6.1 

計     

（注）１．100×厚さ（ｍ）×締固め後密度（t／ｍ3）×（1＋Ｋ） 

２．Ｄ：日当り施工量（ｍ2／日） 

 

（２）機械運転単価表 
 

 

機 械 名 規 格 適用単価表 

指 定 事 項 

 
7cm以下 7cmを超え12cm以下 

一層舗設 一層舗設 二層舗設 

路 面 切 削 機 
ホイール式・廃材積込装置付・  
排出ガス対策型(第3次基準値) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
215 

1.28 

1.00 
240 

1.28 

1.00 
207 

1.28 

路 面 清 掃 車 
ブラシ・四輪式・ 
路面切削工事用・ 
ホッパ容量1.5m3 

機－19 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
39 
1.15 

1.00 
43 
1.28 

1.00 
38 
1.15 

アスファルト 
フィニッシャ 

ホイール型 
排出ガス対策型(2014年規制) 
舗装幅2.3～6.0m 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
59 
1.28 

1.00 
67 
1.41 

1.00 
65 
1.41 

ロードローラ 
マカダム・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量10t締固め幅2.1m 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
29 
1.28 

1.00 
29 
1.28 

1.00 
32 
1.28 

タイヤローラ 
普通型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量13～14t 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
22 
1.28 

1.00 
23 
1.28 

1.00 
25 
1.41 
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切削オーバーレ
イ工（ＩＣＴ）

①－３ 切削オーバーレイ工（ICT） 
 

 

１． 適 用 範 囲  

本資料は，路面切削機（ICT機械）によるアスファルト舗装路面の切削作業から概ね切削した舗装厚分を即日で急

速施工する作業に適用する。 

１－１ 適用できる範囲 

（１）アスファルト混合物が購入方式の場合 

（２）施工箇所が車道・路肩部の場合 

（３）切削作業がストレートアスファルト，改質アスファルトの場合 

 

１－２ 適用できない範囲 

（１）アスファルト混合物がプラント方式の場合 

（２）複数の路面切削機による並列切削作業を行う場合 

（３）施工箇所が歩道部の場合 

（４）排水性舗装（ポーラスアスファルト，開粒度アスファルト）の切削，又は特殊結合材(エポキシ樹脂)及

び特殊骨材(エメリー)を含むアスファルト舗装の切削 

（５）排水性舗装の舗設，又は橋面防水工を同時に施工する橋面舗装 

（６）シックリフト工法，ＱＲＰ工法等特殊な工法の場合 

（７）路面切削機を使用しない道路打換え工のための舗装版とりこわし 

（８）平均切削深さが12cmを超えるもの 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 
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切削オーバーレ
イ工（ＩＣＴ）

３． 機 種 の 選 定 

切削オーバーレイ工（ICT）に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

路 面 切 削 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

路 面 切 削 機 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

台 1  

廃 材 運 搬 ダンプトラック オンロード・ディーゼル 10t積級 〃 必要数  

路 面 清 掃 路 面 清 掃 車 
ブラシ・四輪式 
路面切削工事用・ホッパ容量1.5m3 

〃 1 
 
 

 

合 材 敷 均 し ア ス フ ァ ル ト 
フ ィ ニ ッ シ ャ 

ホイール型 
排出ガス対策型(2014年規制)・ 
舗装幅2.3～6.0m 

〃 1  

合 材 締 固 め 

ロ ー ド ロ ー ラ 
マカダム・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量10t 締固め幅2.1m 

〃 1  

タ イ ヤ ロ ー ラ 
普通型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量13～14t 

〃 1  

 

 

４． 編 成 人 員 

切削オーバーレイ工（ICT）の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．１ 日当り編成人員 （人／日） 

土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

1 3 5 

 

５． 施 工 歩 掛 

５－１ 日当り施工量 

切削オーバーレイ工（ICT）の日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

表５．１ 日当り施工量              （ｍ2／日） 

  平均切削深さ 7cm以下 7cmを超え12cm以下 

即 日 舗 設 
一層 910 794 

二層 ― 624 

（注）１．上表には，施工箇所間及び機械待避場所と施工箇所間の自走による移動を含むが， 

運搬車両による移動は別途計上する。 

２．多層舗設の場合で，他日に表層のみを施工する場合の表層は，「第５編11章道路舗装」

により別途計上する。 

３．上表には清掃作業を含む。 

４．平均切削深さは，次式を標準とする。 

 Ｈ＝ 
Av

Ｗ
 ×100 

  Ｈ：１現場の平均切削深さ（cm） 

 Av：１現場の平均切削断面積（ｍ2） 

              Ｗ：平均切削幅員（ｍ） 

 

５－２ 廃材運搬工 

    廃材運搬工は，「第５編13章道路維持修繕①－１路面切削工」による。 
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 ５－３ 舗装工材料 

    舗装工材料は，「第２編13章道路維持修繕①－２切削オーバーレイ工」による。 

 

６． 諸 雑 費 

諸雑費は，切削作業に使用する雑器具（スコップ，ホウキ等）の費用，路面切削機のビットの損耗費，路面清掃

車のブラシの損耗費，用乳剤散布機損料，舗装用器具（レーキ，舗装養生テープ）及び加熱燃料等の費用，切削に

伴う段差すりつけ設置，撤去（労務を含む）にかかる費用（必要な場合）であり，労務費と組合せ機械（路面切削

機，路面清掃車，アスファルトフィニッシャ，ロードローラ，タイヤローラ）の機械損料及び運転経費の合計額に

次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

                         表６．１ 諸雑費率                   （％） 

平均切削深さ 7cm以下 7cmを超え12cm以下 

即 日 舗 設 

一層 
16 

（設置のみ 20，設置撤去 21） 
15 

（設置のみ 18，設置撤去 19） 

二層 － 13 

（注）段差すりつけが必要な場合は，( ）内の率を計上する。 

７． ICT建設機械経費等 

７－１ ＩＣＴ建設機械経費損料加算額 

建設機械（路面切削機）に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用として，機械運転単価

表にＩＣＴ建設機械経費損料加算額を必要日数分計上する。 

 

８． 単 価 表 

（１）切削オーバーレイ100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×100／D 表4.1，表5.1 

特 殊 作 業 員  〃 3×100／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 5×100／D    〃 

アスファルト混合物  t  （注）1，3 

瀝 青 材 料  ℓ  （注）４ 

路 面 切 削 機 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 運 転 

ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
切削幅2.0m×深さ23cm 

日 100／D 
表5.1 
機械損料 

路 面 清 掃 車 運 転 
ブラシ・四輪式 
路面切削工事用・ホッパ容量1.5m3 〃 100／D  〃 

ア ス フ ァ ル ト 
フィニッシャ運転 

ホイール型 
排出ガス対策型(2014年規制) 
舗装幅2.3～6.0m 

〃 100／D  〃 

ロードローラ運転 
マカダム・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量10t 締固め幅2.1m 

〃 100／D  〃 

タイヤローラ運転 
普通型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量13～14t 

〃 100／D  〃 

諸 雑 費  式 1 表6.1 

計     

（注）１．100×厚さ（ｍ）×締固め後密度（t／ｍ3）×（1＋Ｋ） 

２．Ｄ：日当り施工量（ｍ2／日） 

３．第２編13章道路維持修繕①－２切削オーバーレイ工 表5.2による。 

４．第２編13章道路維持修繕①－２切削オーバーレイ工 表5.3による。 
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（２）機械運転単価表 
 

 

機 械 名 規 格 適用単価表 

指 定 事 項 

 
7cm以下 7cmを超え12cm以下 

一層舗設 一層舗設 二層舗設 

路 面 切 削 機 
（ Ｉ Ｃ Ｔ ） 

ホイール式・廃材積込装置付・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
切削幅2.0m×深さ23cm 機－33 

運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
184 
1.28 

1.00 
206 
1.28 

1.00 
177 
1.28 

ICT建設機械経
費損料加算額 

 機械損料数量 1.28 1.28 1.28 

路 面 清 掃 車 
ブラシ・四輪式 
路面切削工事用・ 
ホッパ容量1.5m3 

機－19 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
35 
1.15 

1.00 
39 
1.15 

1.00 
34 
1.15 

アスファルト 
フィニッシャ 

ホイール型 
排出ガス対策型(2014年規制) 
舗装幅2.3～6.0m 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
60 
1.28 

1.00 
68 
1.41 

1.00 
67 
1.41 

ロードローラ 
マカダム・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量10t締固め幅2.1m 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
30 
1.28 

1.00 
34 
1.28 

1.00 
33 
1.28 

タイヤローラ 
普通型・超低騒音型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 
運転質量13～14t 

機－18 
運転労務数量 
燃料消費量 
機械損料数量 

1.00 
23 
1.28 

1.00 
26 
1.41 

1.00 
26 
1.41 
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３． 鋼板 接着 工法  

 ３－１ 鋼板接着歩掛（下地処理，アンカー設置，鋼板取付，スプライス板取付，シール工，注入工，仕上工） 

下地処理から，仕上げまでを一連の作業として行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 鋼板接着歩掛 （鋼板接着10ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.7  

特 殊 作 業 員  〃 9.7  

普 通 作 業 員  〃 2.1  

シ ー ル 材 エポキシ kg 必要量計上 必要量＝設計量×（1＋ロス率） 

注 入 材 エポキシ 〃 〃 〃 

諸 雑 費 率  ％ 7  

（注）１．シール材の数量は，縁部，継目部について（スプライス板も含む）積上げにより算出するものとし，

ロス率は＋0.18とする。 

２．注入材の数量は，｢(鋼板取付面積＋スプライス板取付面積）×注入厚さ×単位質量」より算出し，

ロス率は＋0.18とする。 

３．本歩掛には，罫書作業を含む。 

４．諸雑費は，材料（ディスクサンドペーパー，シンナー，コンクリートアンカー，ドリル刃，注入パ

イプ，エア抜きパイプ)，機械器具費（ディスクサンダ，振動ドリル，グラウト注入機，ハンドミキサ）

及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上す

る。 

 

４． 増 桁 架 設 工 法 

 ４－１ 増桁架設歩掛（現場削孔，下地処理，増桁取付，ボルト締め，シール工，注入工，仕上工） 

現場削孔から，仕上げまでを一連の作業として行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．１ 増桁架設歩掛 （増桁取付１ｔ当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
障害無し 障害有り 

橋りょう世話役  人 1.0 1.1  

橋りょう特殊工  〃 5.1 6.2  

普 通 作 業 員  〃 1.9 2.2  

シ ー ル 材 エポキシ kg 必要量計上 必要量＝設計量×（1＋ロス率） 

注 入 材 エポキシ 〃 〃 〃 

諸 雑 費 率  ％ 17 15  

（注）１．シール材の数量は，積上げにより算出するものとし，ロス率は＋0.15とする。 

２．注入材の数量は,「増桁取付面積×注入厚さ×単位質量」より算出し，ロス率は＋0.15とする。 

３．本歩掛には，高力ボルトの仮締めを含む。 

４．障害とは，ガス管，水道管，通信ケーブル等施工上支障をきたす占用物件等をいう。 

なお，障害「有り｣,「無し」の判断は，スパン毎に行うものとする。その場合の対象は，当該ス

パンの全増桁を対象とする。 

５．諸雑費は，材料（ディスクサンドペーパー，ドリル刃，シンナー，注入・エア抜きパイプ，スペ

ーサ)，機械器具費（ディスクサンダ，電気ドリル，チェーンブロック，ウインチ，ドリフトピン，

仮締めボルト，トルクレンチ，キャリブレーター，グラウト注入機，ハンドミキサ）及び電力に関

する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

 

廃止
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⑩ 床版補強工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，既設橋梁ＲＣ床版の補強は，上向き作業による炭素繊維接着（１橋当りの補強対象面積50ｍ2以上，

格子貼りで貼付けを行う場合）に適用する。 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

（注） 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛は，吊り足場上での作業を標準とする。 

２．クラック処理は，必要な場合に計上する。 

３．プライマーと不陸整正を兼用する場合は適用外とする。 

 

図２－１ 施工フロー 

 

３．  炭素繊維接着工法 

 ３－１ 施工面積 

各歩掛の施工面積は１橋当りとし，以下のとおりとする。なお，格子貼りを標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 施工フロー 

 

表３．１ 施工面積 

  格 子 貼 り  

下 地 処 理 工 補 強 対 象 面 積 A×B 

プ ラ イ マ ー 工 炭 素 繊 維 投 影 面 積 上図の網掛け部分の面積 

不 陸 整 正 工 炭 素 繊 維 投 影 面 積 上図の網掛け部分の面積 

炭素繊維シート接着工 
炭 素 繊 維 接 着 面 積 
( 1 層 当 り ) 

各方向の炭素繊維シート面積の合計 

仕 上 げ 塗 装 工 炭 素 繊 維 投 影 面 積 上図の網掛け部分の面積 

（注）炭素繊維シート接着工は，各方向のどちらか１方向貼る毎に１層としてカウントする。 

足 場 設 置 

足 場 撤 去 

下 地 処 理 

炭素繊維ｼｰﾄ接着 

（墨出工含む） 

（ 養 生 ） 

（ 養 生 ） 

＜格子貼り＞ ＜格子貼り＞

B

A

（ 養 生 ） 

クラック処理 

プ ラ イ マ ー 不 陸 整 正 

仕 上 塗 装 
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５－３ プライマー工 

プライマー工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表５．３ プライマー工歩掛 （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
全面貼り 格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 1.1  

特 殊 作 業 員  〃 4.2 4.2  

プ ラ イ マ ー  kg 29  

諸 雑 費 率  ％ 2  

（注）１．対象面積は，炭素繊維投影面積とする。 
２．本歩掛には，養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，全面貼り96.3ｍ2，格子貼り94.7ｍ2を標準とする。 

４．プライマーの数量は，ロス分を含む。 

５．諸雑費は，ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。 

 

５－４ 不陸整正工 

不陸整正工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表５．４ 不陸整正工歩掛 （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
全面貼り 格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.0 2.4  

特 殊 作 業 員  〃 6.0 7.1  

普 通 作 業 員  〃 4.0 4.7  

エ ポキシ樹 脂パテ  kg 146  

諸 雑 費 率  ％ 1  

（注）１．対象面積は，炭素繊維投影面積とする。 
２．本歩掛には，養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，全面貼り49.7ｍ2，格子貼り42.4ｍ2を標準とする。 

４．エポキシ樹脂パテの数量は，ロス分を含む。 

５．諸雑費は，ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

 
３－２ 下地処理工 

下地処理工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．２ 下地処理工歩掛 （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.3  

特 殊 作 業 員  〃 9.2  

諸 雑 費 率  ％ 2  

（注）１．対象面積は，補強対象面積とする。 
２．１日当りの施工量は，43.3ｍ2を標準とする。 
３．諸雑費は，ディスクサンダ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率

を乗じた金額を上限として計上する。 

 

３－３ プライマー工 

プライマー工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．３ プライマー工歩掛 （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.3  

特 殊 作 業 員  〃 5.2  

プ ラ イ マ ー  kg 29  

諸 雑 費 率  ％ 2  

（注）１．対象面積は，炭素繊維投影面積とする。 
２．本歩掛には，養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，格子貼り77.4ｍ2を標準とする。 

４．プライマーの数量は，ロス分を含む。 

５．諸雑費は，ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。 

 

３－４ 不陸整正工 

不陸整正工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．４ 不陸整正工歩掛 （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.7  

特 殊 作 業 員  〃 8.2  

普 通 作 業 員  〃 5.4  

エポキシ樹脂パテ  kg 146  

諸 雑 費 率  ％ 1  

（注）１．対象面積は，炭素繊維投影面積とする。 
２．本歩掛には，養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，格子貼り36.8ｍ2を標準とする。 

４．エポキシ樹脂パテの数量は，ロス分を含む。 

５．諸雑費は，ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
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３－５ 炭素繊維シート接着工 

炭素繊維シート接着工（１層当り）を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．５ 炭素繊維シート接着工歩掛（１層当り） （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 3.5  

特 殊 作 業 員  〃 10.4  

普 通 作 業 員  〃 6.9  

炭 素 繊 維 シ ー ト  m2 必要量計上 必要量＝設計量× 
（1＋ロス率） 

エポキシ樹脂含浸材  kg 〃  表3.6 

諸 雑 費 率  ％ 2  

特 許 料 金  式 1 必要に応じて計上 

（注）１．対象面積は，炭素繊維接着面積とする。 
２．本歩掛には，墨出し及び養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，格子貼り28.8ｍ2を標準とする。 

４．炭素繊維シートの数量は,積上げにより算出するものとし,ロス率は格子貼り 

＋0.05とする。 

５．エポキシ樹脂含浸材の標準使用量は,表３．６に示すとおりとする。 

６．諸雑費は,ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

７．炭素繊維シート接着工は，特許を有する工法の場合もあるので，特許料が必要な

場合は，別途計上する。 

 

表３．６ エポキシ樹脂含浸材の標準使用量 

目 付 量（g／m2） 標準使用量 （kg／m2） 

200 0.67 

300 0.85 

400 1.00 

600 1.25 

（注）１．目付量とは単位面積当りの炭素繊維重量である。 
２．エポキシ樹脂含浸材の数量は，ロス分を含む。 

 

３－６ 仕上げ塗装工 

仕上げ塗装工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表３．７ 仕上げ塗装工歩掛 （100ｍ2・２層当り）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.3  

特 殊 作 業 員  〃 4.0  

普 通 作 業 員  〃 2.7  

エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 中塗り kg 20  

ウ レ タ ン 樹 脂 塗 料 上塗り 〃 16  

諸 雑 費 率  ％ 1  

（注）１．対象面積は，炭素繊維投影面積とする。 
２．本歩掛には，養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，74.7ｍ2を標準とする。 

４．エポキシ樹脂塗料及びウレタン樹脂塗料の数量は，ロス分を含む。 

５．本歩掛は２層塗りを標準とする。これにより難い場合は，別途考慮するものとする。 

６．諸雑費は，ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。 

５－５ 炭素繊維シート接着工 

炭素繊維シート接着工（１層当り）を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表５．５ 炭素繊維シート接着工歩掛（１層当り） （100ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 
数量 

摘 要 
全面貼り 格子貼り 

土 木 一 般 世 話 役  人 2.8 2.9  

特 殊 作 業 員  〃 8.3 8.8  

普 通 作 業 員  〃 5.5 5.9  

炭 素 繊 維 シ ー ト  m2 必要量計上 必要量＝設計量× 
（1＋ロス率） 

エポキシ樹脂含浸材  kg 〃  表5.6 

諸 雑 費 率  ％ 1  

特 許 料 金  式 1 必要に応じて計上 

（注）１．対象面積は，炭素繊維接着面積とする。 
２．本歩掛には，墨出し及び養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，全面貼り36.3ｍ2，格子貼り34.0ｍ2を標準とする。 

４．炭素繊維シートの数量は,積上げにより算出するものとし,ロス率は全面貼り 

＋0.07,格子貼り＋0.05とする。 

５．エポキシ樹脂含浸材の標準使用量は,表５．６に示すとおりとする。 

６．諸雑費は,ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

７．炭素繊維シート接着工は，特許を有する工法の場合もあるので，特許料が必要な場

合は，別途計上する。 

 

表５．６ エポキシ樹脂含浸材の標準使用量 

目 付 量（g／m2） 標 準 使 用 量（kg／m2） 

200 0.67 

300 0.85 

400 1.00 

600 1.25 

（注）１．目付量とは単位面積当りの炭素繊維重量である。 
２．エポキシ樹脂含浸材の数量は，ロス分を含む。 

 

５－６ 仕上げ塗装工 

仕上げ塗装工を行う場合の歩掛は，次表を標準とする。 

 

表５．７ 仕上げ塗装工歩掛 （100ｍ2・２層当り）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.1  

特 殊 作 業 員  〃 3.4  

普 通 作 業 員  〃 2.3  

エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 中塗り kg 20  

ウ レ タ ン 樹 脂 塗 料 上塗り 〃 16  

諸 雑 費 率  ％ 1  

（注）１．対象面積は，炭素繊維投影面積とする。 
２．本歩掛には，養生を含む。 

３．１日当りの施工量は，88.7ｍ2を標準とする。 

４．エポキシ樹脂塗料及びウレタン樹脂塗料の数量は，ロス分を含む。 

５．本歩掛は２層塗りを標準とする。これにより難い場合は，別途考慮するものとする。 

６．諸雑費は，ハンドミキサ及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。 
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４． 塗装作業（現場塗装） 

塗装作業（現場塗装）は，「土木工事標準単価の橋梁塗装工」により別途計上する。 
 

５． ク ラ ッ ク 処 理 

クラック処理を計上する場合は，次表を標準とする。 

 

   表５．１ クラック処理歩掛 （クラック処理100ｍ当り）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 5.3  

特 殊 作 業 員  〃 14.4  

普 通 作 業 員  〃 4.7  

シ ー ル 材 エポキシ kg 必要量計上 必要量＝設計量×（1＋ロス率） 

注 入 材 エポキシ 〃 〃 〃 

諸 雑 費 率  ％ 4  

（注）１．シール材及び注入材の数量は，積上げにより算出するものとし，ロス率は＋0.15とする。 
２．諸雑費は，材料（注入パイプ，エア抜きパイプ，シンナー)，機械器具費（ハンドミキサ，グ

ラウト注入機）及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額

を上限として計上する。 

 

６． 足 場 工 

 ６－１ 床版補強工における足場工費の算定は，次式による（橋種は，プレートガータ，ボックス，トラス，アー

チ等各橋種共通)。 

 

（１）足場（板張防護含む） 

      床版補強工における足場は，全面足場板（板張防護兼用）を標準とする。  

桁高1.5ｍ以上の場合 

       足場工費＝（565Ｘ＋0.153ｙ）×Ａ ……式６．１ 

      桁高1.5ｍ未満の場合 

       足場工費＝（425Ｘ＋0.130ｙ）×Ａ ……式６．２ 

 

        Ｘ：主体足場を架設している供用月数 

          （供用月数は小数点第１位とし，小数点第２位を四捨五入する） 

        Ａ：足場工の必要橋面積（ｍ2） 

        ｙ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

 

（２）朝顔 

     防護工等の設置により朝顔が必要な場合は，次式による。 

      両側設置の場合 

       朝顔工費＝（50ｘ1＋0.022ｙ）×Ａ ……式６．３ 

      片側設置の場合 

       両側設置の１／２とする。 

        ｘ1：朝顔を架設している供用月数 

          （供用月数は小数点第１位とし，小数点第２位を四捨五入する） 

        Ａ ：足場工の必要橋面積（ｍ2） 

        ｙ ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

６． 塗装作業（現場塗装） 

塗装作業（現場塗装）は，「土木工事標準単価の橋梁塗装工」により別途計上する。 
 

７． ク ラ ッ ク 処 理 

クラック処理を計上する場合は，次表を標準とする。 

 

   表７．１ クラック処理歩掛 （クラック処理100ｍ当り）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人 4.7  

特 殊 作 業 員  〃 12.9  

普 通 作 業 員  〃 4.2  

シ ー ル 材 エポキシ kg 必要量計上 必要量＝設計量×（1＋ロス率） 

注 入 材 エポキシ 〃 〃 〃 

諸 雑 費 率  ％ 4  

（注）１．シール材及び注入材の数量は，積上げにより算出するものとし，ロス率は＋0.15とする。 
２．諸雑費は，材料（注入パイプ，エア抜きパイプ，シンナー)，機械器具費（ハンドミキサ，グラ

ウト注入機）及び電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を

上限として計上する。 

 

８． 足 場 工 

 ８－１ 床版補強工における足場工費の算定は，次式による（橋種は，プレートガータ，ボックス，トラス，アー

チ等各橋種共通)。 

 

（１）足場（板張防護含む） 

      床版補強工における足場は，全面足場板（板張防護兼用）を標準とする。  

桁高1.5ｍ以上の場合 

       足場工費＝（565Ｘ＋0.153ｙ）×Ａ ……式８．１ 

      桁高1.5ｍ未満の場合 

       足場工費＝（425Ｘ＋0.130ｙ）×Ａ ……式８．２ 

 

        Ｘ：主体足場を架設している供用月数 

          （供用月数は小数点第１位とし，小数点第２位を四捨五入する） 

        Ａ：足場工の必要橋面積（ｍ2） 

        ｙ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

 

（２）朝顔 

     防護工等の設置により朝顔が必要な場合は，次式による。 

      両側設置の場合 

       朝顔工費＝（50ｘ1＋0.022ｙ）×Ａ ……式８．３ 

      片側設置の場合 

       両側設置の１／２とする。 

        ｘ1：朝顔を架設している供用月数 

          （供用月数は小数点第１位とし，小数点第２位を四捨五入する） 

        Ａ ：足場工の必要橋面積（ｍ2） 

        ｙ ：橋りょう特殊工単価（円／人） 
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（３）防護工の必要橋面積は，一般に次式により算定する。 

     Ａ＝Ｗ×ℓ 

       Ａ：防護工の必要橋面積（ｍ2） 

       Ｗ：全幅員（地覆外縁間距離）（ｍ） 

       ℓ：必要長（ｍ） 

 

（注）朝顔部のシート防護の他に足場部のシート防護も必要とする場合，及び朝顔部に「板＋シート」

張防護を必要とする場合は，別途考慮すること。 

 

９． 単 価 表 

 ９－１ 鋼板接着工法 

（１）鋼板接着10ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

シ ー ル 材 エポキシ kg  〃 

注 入 材 エポキシ 〃  〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     
 

 ９－２ 増桁架設工法 

（１）増桁取付１ｔ当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表4.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

シ ー ル 材 エポキシ kg  〃 

注 入 材 エポキシ 〃  〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     
 

（２）既設部材撤去工１ｔ当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表4.2 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

廃止
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（３）防護工の必要橋面積は，一般に次式により算定する。 

     Ａ＝Ｗ×ℓ 

       Ａ：防護工の必要橋面積（ｍ2） 

       Ｗ：全幅員（地覆外縁間距離）（ｍ） 

       ℓ：必要長（ｍ） 

 

（注）朝顔部のシート防護の他に足場部のシート防護も必要とする場合，及び朝顔部に「板＋シート」

張防護を必要とする場合は，別途考慮すること。 

 

７． 単 価 表 

 ７－１ 炭素繊維接着工法 

（１）下地処理工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.2 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（２）プライマー工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.3 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

プ ラ イ マ ー  kg   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（３）不陸整正工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.4 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

エ ポ キ シ 樹 脂 パ テ  kg   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（４）炭素繊維シート接着工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.5 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

炭 素 繊 維 シ ー ト  m2   〃 

エポキシ樹脂含浸材  kg  表3.6 

諸 雑 費  式 1 表3.5 

特 許 料 金  〃 1 必要に応じて計上 

計     

 

 ９－３ 炭素繊維接着工法 

（１）下地処理工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.2 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（２）プライマー工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.3 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

プ ラ イ マ ー  kg   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（３）不陸整正工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.4 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

エ ポ キ シ 樹 脂 パ テ  kg   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

（４）炭素繊維シート接着工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.5 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

炭 素 繊 維 シ ー ト  m2   〃 

エポキシ樹脂含浸材  kg  表5.6 

諸 雑 費  式 1 表5.5 

特 許 料 金  〃 1 必要に応じて計上 

計     

 

   （５）仕上げ塗装工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.7 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 中塗り kg   〃 

ウ レ タ ン 樹 脂 塗 料 上塗り 〃   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     
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   （５）仕上げ塗装工100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.7 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

エ ポ キ シ 樹 脂 塗 料 中塗り kg   〃 

ウ レ タ ン 樹 脂 塗 料 上塗り 〃   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

７－２ クラック処理工 

（１）クラック処理工100ｍ当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.1 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

シ ー ル 材 エポキシ kg   〃 

注 入 材 エポキシ 〃   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

 ７－３ 足場工 

（１）足場工１ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 係数 式6.1又は式6.2 

足 場 損 料  月 x  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）ｘ：主体足場を架設している供用月数  

 

（２）朝顔１ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 係数 式6.3 

朝 顔 損 料  月 x1  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）ｘ1：朝顔を架設している供用月数 

 

９－４ クラック処理工 

（１）クラック処理工100ｍ当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表7.1 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

シ ー ル 材 エポキシ kg   〃 

注 入 材 エポキシ 〃   〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

 

 ９－５ 足場工 

（１）足場工１ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 係数 式8.1又は式8.2 

足 場 損 料  月 x  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）ｘ：主体足場を架設している供用月数  

 

（２）朝顔１ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 係数 式8.3 

朝 顔 損 料  月 x1  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）ｘ1：朝顔を架設している供用月数 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

床版補強工

（３）防護工１ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 係数 
式6.4（板張）又は 

式6.5（シート張） 

板 張 又 は シ ー ト 張  

防 護 材 損 料 
 月 x2  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）ｘ2：防護工を架設している供用月数 

 

 

（３）防護工１ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 特 殊 工  人 係数 
式8.4（板張）又は 

式8.5（シート張） 

板 張 又 は シ ー ト 張 

防 護 材 損 料 
 月 x2  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）ｘ2：防護工を架設している供用月数 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工
①－１ 鋼橋架設工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，鋼橋の架設工事に適用する。なお，本資料による積上げ積算は，標準的な架設条件を前提としてい

るので，特殊な架設条件の場合又は本資料による架設工法によらない場合は，別途架設設計のうえ計上する。 

橋梁型式による架設工費の補正は考慮しないことを標準とするが，ケーブルクレーン又はケーブルエレクショ

ンを使用した架設において斜橋で斜度の強い場合及び曲線橋は，補正することが出来る。 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

第三者に危害を及ぼす恐れがある 

橋台橋脚の高さ２ｍ以上 

機 材 搬 入 

登 り 桟 橋 工 

主 桁 架 設 

主 桁 搬 入 

落橋防止装置取付 

足 場 設 置 

防 護 設 置 

支 承 据 付 

ボ ル ト 本 締 め 

足場及び防護工撤去 

主 桁 仮 置 き 

機 材 搬 出 

合成床版の場合 
RC床版の場合 

合 成 床 版 工 

支 承 仮 置 き 

地 組 立 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工

３． 機 種 の 選 定 

３－１ 移動式クレーン 

移動式クレーンの機種・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 用 途 機種名・規格 

・移動式クレーン 

・移動式クレーンによるス

テージング 

架 設 用 ク レ ー ン トラッククレーン 油圧伸縮ジブ型各種 

合 成 床 版 用 

ク レ ー ン 
トラッククレーン 油圧伸縮ジブ型各種 

・ケーブルクレーン 

・ケーブルクレーンによる

ステージング 

・ケーブルエレクション 

補 助 ク レ ー ン 
ラフテレーンクレーン 

排出ガス対策型（2014年規制）各種 

（注）１．架設用クレーン，合成床版用クレーン，補助クレーンは，最大部材質量，作業半径，吊上げ高

さ等を勘案し，現場条件に適合した規格，台数を選定し計上する。 

２．地組を行う場合の主クレーンは架設と兼用するものとし，最大部材質量，作業半径は地組を考

慮したものとする。 

３．ケーブルクレーン，ケーブルクレーンによるステージング，ケーブルエレクション工法の場

合，ケーブル設備据付・解体等は，補助クレーンを使用する。 

４．現場条件によりクローラクレーンを使用する場合も本歩掛を適用できる。 

５．移動式クレーンは，賃料とする。 

６．架設用クレーン，合成床版用クレーンについて，規格が５t吊以上80t吊未満となる場合は，ラ

フテレーンクレーン（排出ガス対策型（2014年規制））を標準とする。 

７．支承工，落橋防止装置取付工，ベント設備設置・撤去，ベント基礎設置・撤去で使用するク

レーンは各工種で計上する。 
 
３－２ ケーブルクレーン設備 

    架設計画による。 

 

３－３ ケーブルエレクション設備 

    架設計画による。 

 

３－４ ベント設備 

    架設計画による。 

 

３－５ 発動発電機 

    ケーブルクレーン運転，本締め工等に使用する発動発電機の規格は，次表を標準とする。 

    ただし，商用電源を使用する場合は，計上しない。 
 

表３．２ 機種の選定 

作 業 種 別 規 格 

・移動式クレーン 

・移動式クレーンによるステージング 

ディーゼルエンジン駆動 

排出ガス対策型（第3次基準値） 

20／25kVA 

・ケ ー ブ ル ク レ ー ン 

・ケーブルクレーンによるステージング 

・ケ ー ブ ル エ レ ク シ ョ ン 

ディーゼルエンジン駆動 

排出ガス対策型（第13次基準値） 

100／125kVA 

（注）１．発動発電機は，賃料とする。 

２．上表により難い場合は，上記以外の規格を使用することが出来る。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工
３－６ 仮締めボルト及びドリフトピンの規格及び数量 

    仮締めボルト及びドリフトピンの規格及び数量は，次表を標準とする。これにより難い場合は，別途考慮する。 
 

表３．３ 仮締めボルト及びドリフトピンの数量 

名 称 規 格 数量 

仮 締 め ボ ル ト 
φ22mm用 

本締めボルト総本数×1／3×2／3 
φ19mm用 

ド リ フ ト ピ ン 
φ24.5×150mm 

本締めボルト総本数×1／3×1／3 
φ21.5×150mm 

 

４． 支 承 工 

４－１ ゴム支承据付工 

    ゴム支承据付工歩掛は，次表を標準とする。 

 
 表４．１ ゴム支承据付工歩掛 

種 別 日当り施工量 
 Dn（基／日） 

編成人員（人） 機械名・規格 

諸雑費率(％) 

平均橋台 
橋脚高さ 
2m未満 

平均橋台 
橋脚高さ 
2m以上 

一 般 支 承 Dn＝
1

 0.082W+0.324
 

橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普通作業員 

1 

3 

1 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型 
（2014年規制） 

25t吊 

1 
（0.9） 

10 
（10） 

機 能 分 離 型 

支 承 
Dn＝

1

 0.101W+0.484
 

Ｗ：支承１基当り質量（ｔ） 

１基当り支承質量＝
支承総質量

支承設置数  

 

（注）１．本歩掛は，支承据付に伴う仮置き・調整・無収縮モルタル打設等までの作業を含む。 

２．現場条件によりラフテレーンクレーンの規格が上表により難い場合は，現場条件に適した規格を選定する。 
３．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 

４．諸雑費は，支承据付用足場材料賃料（平均橋台橋脚高さ２ｍ以上）及び発動発電機を使用した場合の燃

料・油脂類の費用であり労務費の合計額に表４．１の率を乗じた金額を上限として計上する。 

なお，商用電源を使用した場合は，支承据付用足場材賃料（平均橋台橋脚高さ２ｍ以上)及び商用電力料

として( )内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

５．支承質量には，アンカーボルトを含む。 
６．支承据付材料（無収縮モルタル等）を，別途計上する。 

７．日当り施工量Ｄnは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 

８．支承総質量，総設置数は，上表の種別毎の現場当りの数量を計上する。 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工

４－２ 金属支承据付工 

    金属支承据付工歩掛は，次表を標準とする。 

 

表４．２ 金属支承据付工歩掛 

架 設 工 法 
日当り施工量 
Dｎ(基/日) 

編成人員(人) 機械名・規格 

諸雑費率(％) 
(注)4 

平均橋台 
橋脚高さ 
2m未満 

平均橋台 
橋脚高さ 
2m以上 

移動式クレーン 
 橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 
普通作業員 

1 
3 
1 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型 
（2014年規制） 

25t吊 

1 
(0.9) 

8 
(8) 

ケ ー ブ ル 
ク レ ー ン 

 橋りょう世話役 
橋りょう特殊工 
普通作業員 

1 
5 
1 

ケーブルクレーン 

 Ｎ：支承設置数(基) 
 ａ：１基当り支承質量による係数(付表－１) 
 

（注）１．本歩掛は，支承据付に伴う仮置き・調整・無収縮モルタル打設等までの作業を含む。 

２．現場条件によりラフテレーンクレーンの規格が上表により難い場合は，現場条件に適した規格を選
定する。 

３．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 

４．諸雑費は，支承据付用足場材賃料（平均橋台橋脚高さ２ｍ以上）及び発動発電機を使用した場合の

燃料・油脂類の費用であり労務費の合計額に表４．２の率を乗じた金額を上限として計上する。 

  なお，商用電源を使用した場合は，支承据付用足場材賃料（平均橋台橋脚高さ２ｍ以上)及び商用

電力料として( )内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

５．支承質量には，アンカーボルトを含む。 

６．支承据付材料(無収縮モルタル等)は，別途計上する。 

７．日当り施工量Ｄｎは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 

  
付表－１ 金属支承質量による係数 

架 設 工 法 1基当り支承質量Ｘ≦0.6 1基当り支承質量Ｘ＞0.6 

移 動 式 ク レ ー ン 0.7 1.0 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン 1.0 1.3 

備 考 

 

Ｘ：１基当り支承質量（ｔ） 

 

          支承総質量 
１基当り支承質量＝  

          支承設置数 

     Ｎ 
Dｎ＝  

   0.24a(N＋8) 

     Ｎ 
Dｎ＝  

   0.3a(N＋9) 
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土木工事標準歩掛の改定

工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工

５． 地 組 工 

地組工歩掛は，次表を標準とする。 

 

表５．１ 地組工歩掛 

桁 形 式 
日当り施工量 
 Dg（t／日） 

編成人員（人） 諸雑費率
(％) 

鈑 桁 

ラーメン（鈑桁形式） 
Dg＝

Ｇ

 0.029（Ｇ+87）
  

橋りょう世話役 1 

3 

 

（注）4 

橋りょう特殊工 5 

箱 桁 

ラーメン（箱桁形式） 
Dg＝

Ｇ

 0.020（Ｇ+87）
  

橋りょう世話役 1 

橋りょう特殊工 6 

少 数 Ⅰ 桁 
（鈑桁形式） Dg＝

Ｇ

 0.026（Ｇ+87）  
橋りょう世話役 1 

橋りょう特殊工 5 

細 幅 箱 桁 
（箱桁形式） Dg＝

Ｇ

 0.020（Ｇ+87）  
橋りょう世話役 1 

橋りょう特殊工 6 

Ｇ：地組質量（ｔ） 

（注）１．本歩掛は，運搬車両から地組用架台への取卸し，または仮置きから地組用架台への設置，なら 

びに地組に伴う仮締めを含む。 

   ２．地組用架台に直接取卸しせずに，仮置きする場合の取卸に要する費用は，「第５編３章共通工 

㉖現場取卸工」により別途計上する。 

   ３．仮置き場所から小運搬が必要な場合は別途計上する。 
４．地組質量は，地上組立をすべき主桁（鋼床版・添接板を含む）の質量であり，副部材及び高欄

等の質量は除いたものである。 
５．地組工には，本締め工は含まない。 
６．諸雑費は，地組用架台損料，発動発電機を使用した場合の燃料・油脂類の費用等であり，労務

費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
なお，商用電源を使用した場合も同値とする。 

７．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により別途計上する。 

８．日当り施工量Ｄgは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工

６． 架 設 工 

６－１ 鈑桁・箱桁・少数Ⅰ桁・細幅箱桁・ラーメン 

６－１－１ 移動式クレーン・移動式クレーンによるステージング 

    移動式クレーン・移動式クレーンによるステージングの鈑桁・箱桁・少数Ⅰ桁・細幅箱桁及びラーメン

の架設工歩掛は，次表を標準とする。 
 

表６．１ 架設工歩掛  

桁 形 式 
日当り架設質量 
 Dw（t／日） 

編成人員（人） 諸雑費率
(％) 

鈑 桁 

ラーメン（鈑桁形式） 
Dw＝

Ｗ

 0.24ａ（ｎ+12）
 

 

ただし 

鈑桁   9≦Dw≦45t／日 

箱桁  20≦Dw≦65t／日 

少数Ⅰ桁 9≦Dw≦55t／日 

細幅箱桁20≦Dw≦65t／日 

橋りょう世話役 1 

10 

（10） 

 

（注）7 

橋りょう特殊工 5 

箱 桁 

ラーメン（箱桁形式） 

橋りょう世話役 1 

橋りょう特殊工 6 

少 数 Ⅰ 桁 
（鈑桁形式） 

橋りょう世話役 1 

橋りょう特殊工 5 

細 幅 箱 桁 
（箱桁形式） 

橋りょう世話役 1 

橋りょう特殊工 6 

Ｗ：橋体総質量（ｔ） 

ｎ：主桁架設回数（回） 

ａ：一部材質量による係数（６－３ 付表－１） 

 

６－１－２ ケーブルクレーン・ケーブルクレーンによるステージング・ケーブルエレクション 

    ケーブルクレーン・ケーブルクレーンによるステージング・ケーブルエレクションの鈑桁・箱桁及び

ラーメンの架設工歩掛は，次表を標準とする。 
 

表６．２ 架設工歩掛  

桁 形 式 
日当り架設質量 
 Dw（t／日） 

編成人員（人） 諸雑費率
(％) 

鈑 桁 
Dw＝

Ｗ

 0.53ａ（ｎ+６）
 

ただし 

Dw≧9t／日 

橋りょう世話役 1 8 
（4） 

 
（注）7 

箱 桁 橋りょう特殊工 7 

ラ ー メ ン 普通作業員 1 

Ｗ：橋体総質量（ｔ） 

ｎ：主桁架設回数（回） 

ａ：一部材質量による係数（６－３ 付表－２） 

 

６－２ トラス 

    トラス架設工歩掛は，次表を標準とする。 
 

表６．３ 架設工歩掛  

作 業 種 別 
日当り架設質量 
 Dw（t／日） 

編成人員（人） 諸雑費率
(％) 

移 動 式 ク レ ー ン 

Dw＝0.025Ｗ＋4.35 

ただし 

6≦Dw≦11.5t／日 

50≦Ｗ≦300t 

橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普通作業員 

1 

7 

1 

8 

（4） 

 

（注）7 

移 動 式 ク レ ー ン に よ る 
ス テ ー ジ ン グ 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン 

ケーブルクレーンによる 
ス テ ー ジ ン グ 

ケ ー ブ ル エ レ ク シ ョ ン 
（直吊）（斜吊） 

Ｗ：１径間当り橋体総質量（ｔ） 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工
６－３ 付表 

 

付表－１ 一部材質量による係数 

鈑    桁 
ラーメン（鈑桁形式） 

一部材質量（ｔ） 10以下 10超 

ａ 1.0 1.2 

箱    桁 
ラーメン（箱桁形式） 

一部材質量（ｔ） 20未満 20以上 

ａ - 1.6 

少 数 Ⅰ 桁 
（鈑桁形式） 

一部材質量（ｔ） 20以下 20超 

ａ 1.3 1.7 

細 幅 箱 桁 
（箱桁形式） 

一部材質量（ｔ） 20未満 20以上 

ａ - 1.6 

備  考 一部材質量＝
主桁質量

主桁架設回数
  

 

付表－２ 一部材質量による係数 

一部材質量（t） 4以下 8以下 14以下 20以下 

a 0.7 1.0 1.5 1.9 

備 考 一部材質量＝
主桁質量

主桁架設回数
  

（注）１．本歩掛には，架設に伴う仮締めを含むが，地組及び支承据付は別途計上する。また，落橋防止
装置のうち，鋼板が主体となっているものの取付歩掛を含む。 

２．本歩掛は，標準編成人員による架設作業である。 
３．橋体総質量は，「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」における「工数算定要素集計表」の加

工鋼材質量の合計（本体及び本体と同様に集計する付属物の加工鋼材質量の合計）から排水装置
の質量を除き，伸縮装置及び検査路（桁付・下部付）の加工鋼材質量を加算したものとする。な
お，鋼床版桁の場合は排水桝の鋼材質量を加算する。 

４．鋼製以外（アルミ又はＦＲＰ）の検査路は，上記鋼材質量に加算せずに，「第２編16章橋梁⑲
橋梁検査路架設工」により別途計上する。 

５．主桁質量は，同マニュアル（案）にて主桁の大型材片及び小型材片に分類されている部材の総
質量である。なお，鋼床版桁の場合は鋼床版の大型材片及び小型材片の質量の合計も含む。 

６．主桁架設回数には鋼床版の架設回数を含む。なお，地組を行った場合の主桁架設回数は地組後
の部材数を架設回数とする。 

７．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 
８．諸雑費は，発動発電機を使用した場合の燃料・油脂類及び消耗材料の費用等であり，労務費の合

計額に表６．１～表６．３の率を乗じた金額を上限として計上する。 
なお，商用電源を使用した場合は商用電力料及び消耗材料の費用等として（ ）内の率を乗じ

た金額を上限として計上する。 
９．日当り施工量Ｄwは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 
10．橋梁排水管設置と鋼橋架設を同時発注する場合，橋梁排水管設置については，「第５編16章橋

梁⑭橋梁排水管設置工」により別途計上する。 

 

７． 本 締 め 工 

本締め工歩掛は，次表を標準とする。 
 

表７．１ 本締め工歩掛 

日当り施工量Dq（本／日） 編成人員（人） 諸雑費率(％) 

Dq＝
Ｑ

 0.41Ｑ/1000+2.13
 

ただし， 

上限を1,670本とする。 

橋りょう世話役 
 

橋りょう特殊工 

1 
 
5 

4 
 

（注）3 

Ｑ：本締めボルト総本数（本）（高力ボルト＋トルシア型ボルト） 

（注）１．本歩掛は，地組及び架設の際の本締め工に適用する。 
２．架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 
３．諸雑費は，発動発電機を使用した場合の燃料・油脂類及び消耗材料の費用等であり，労務費の

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
なお，商用電源を使用した場合も同値とする。 

４．日当り施工量Ｄqは，一の位を四捨五入とし，十の位とする。 
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８． 落橋防止装置取付工 

ＰＣ鋼棒又はケーブルによって連結される落橋防止装置の取付歩掛は，次表を標準とする。 
 

表８．１ 落橋防止装置取付工歩掛 

日当り施工量Dk（組／日） 編成人員（人） 機械名・規格 

4 
橋 り ょ う 世 話 役 

 
橋 り ょ う 特 殊 工 

1 
 
3 

ラフテレーンクレーン 

 油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型 

（2014年規制）25t吊 

（注）１．１組とは，ＰＣ鋼棒又はケーブルを１本とし，それに付随するその他の部品を全て含む。なお，鋼製ブ

ラケット部の取付けは架設工に含む。 

２．現場条件によりラフテレーンクレーンの規格が上表により難い場合は，現場条件に適した規格を選定する。 

３．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 

４．鋼板を主体とした落橋防止装置（タイバー連結による，主桁突起をストッパーとする等）の取付けは架設

工に含む。 

 

９． ア ン カ ー 工 

アンカー工は，現場条件等により,別途計上する。なお，架設設計（アンカー工）による場合には，一般土木と

同様とする。 

 

10． 小 運 搬 工 

小運搬工は，現場条件，架設条件，輸送条件などで，一時仮置きを必要とする場合，別途計上する。 

小運搬工の計上にあたっては，大規模工事で扱い部材数量が多い場合，取付道路が屈曲していて作業用地の狭

い場合，交通規制を受ける場合等で一時仮置きをしなければならない現場の状況を判断したうえで，工法に応じ

て別途計上する。 

 

11． 架設用機械設備据付・解体 

11－１ ケーブルクレーン設備据付・解体歩掛 

    ケーブルクレーン設備据付・解体歩掛は，次表を標準とする。 
 

表11．１ ケーブルクレーン設備据付・解体歩掛 

建 方 型 式 所要日数dc（日） 編成人員（人） 諸雑費率
(％) 

ラフテレーン 
ク レ ー ン 門 型 2 系 統 0.095Ｗ＋0.12Ｌ＋1.47 

橋りょう世話役 1 4 
（0.5） 

 
（注）3 

橋りょう特殊工 7 

普通作業員 1 

Ｗ：鉄塔質量（ｔ） 

Ｌ：鉄塔間長（ｍ） 

（注）１．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 

２．アンカー及び鉄塔基礎は，現場状況により別途計上する。 

３．諸雑費は，発動発電機を使用した場合の燃料・油脂類の費用等であり，労務費の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。なお，商用電源を使用した場合は，架設工具使用の商

用電力料及び消耗材料費として（ ）内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．門型３系統の場合は，別途考慮する。 

５．所要日数dcは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 
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鋼橋架設工

11－２ ケーブルエレクション設備据付・解体 

    ケーブルエレクション設備据付・解体歩掛は，次表を標準とする。 
 

表11．２ ケーブルエレクション設備据付・解体歩掛 

建 方 型 式 フォワード  
ケ ー ブ ル 所要日数de（日） 編成人員（人） 諸雑費率

(％) 

ラフテレーン 
ク レ ー ン 

直 吊  Ａ＋0.078Ｗ 
橋りょう世話役 

橋りょう特殊工 

普通作業員 

1 

7 

1 

4 
（0.5） 

 
（注）3 

斜 吊 

3本 Ａ＋0.053Ｗ 

4本 Ａ＋0.067Ｗ 

5本 Ａ＋0.080Ｗ 

Ｗ：吊下橋体質量（ｔ） 

Ａ：ケーブルクレーン設備据付・解体所要日数（日） 

（注）１．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 
２．アンカー及び鉄塔基礎は，現場状況により別途計上する。 
３．諸雑費は，発動発電機を使用した場合の燃料・油脂類の費用等であり，労務費の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。なお，商用電源を使用した場合は，架設工具使用の商
用電力料として（ ）内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．所要日数deは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 

   

11－３ ベント設備設置・撤去 

    ベント設備設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。なお，ベント用足場の設置・撤去労務を含む。 
 

表11．３ ベント設備設置・撤去歩掛 

機械名・規格 日当り施工量 
 Dt（t／日） 編成人員（人） 諸雑費率

(％) 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 25t吊 

Dt＝
Ｔ

0.14Ｔ＋1.7
  

橋りょう世話役 
 

橋りょう特殊工 

1 
 
5 

1 
（0.7） 
（注）4 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン Dt＝
Ｔ

0.22Ｔ＋1.4
 

橋りょう世話役 
橋りょう特殊工 

普通作業員 

1 
6 
1 

5 
(0.5) 
(注)4 

Ｔ：ベント総質量（ｔ） 

（注）１．クレーン運転経費，架設工具損料等は，表13．１により，別途計上する。 
２．ベント基礎は，現場状況に応じて別途計上する。 
３．現場条件によりラフテレーンクレーンの規格が上表により難い場合は，現場条件に適した規格

を選定する。 
４．諸雑費は，発動発電機を使用した場合の燃料・油脂類の費用等であり，労務費の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。なお，商用電源を使用した場合は，商用電力料として
（ ）内の率を乗じた金額を上限として計上する。 

５．日当り施工量Ｄtは，小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 
６．ベント用足場の供用１日当り損料は，ベント設備供用１日当り損料に付表－１の率を乗じたも

のを上限とし，供用日数は，ベント設備供用日数と同等として計上する。ただし，平均ベント高
さ２ｍ未満の場合は計上しない。 

 
 

付表－１ ベント用足場のベント設備損料に乗ずる率 

平均ベント高さh（m） ベント設備損料に乗ずる率（％）

2以上30以下 6 
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11－４ ベント基礎設置・撤去 

    鋼板によるベント基礎設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 
 

表11．４ ベント基礎設置・撤去歩掛  

機械名・規格 日当り施工量 
 Da（m2／日） 編成人員（人） 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(2014年規制) 25t吊 

Da＝
Ａ

 0.012Ａ+0.6
  

橋りょう世話役 
 

橋りょう特殊工 

1 
 
4 

Ａ：ベント基礎の延面積（m2） 

（注）１．鋼板規格は，鋼板厚さ22mmを標準とする。 
２．整地が必要な場合は，別途計上する。 
３．鋼板損耗費は，別途計上する。 
４．現場条件によりラフテレーンクレーンの規格が上表により難い場合は，現場条件に適

した規格を選定する。 
５．日当り施工量Ｄaは整数とし，小数点第１位を四捨五入し，整数止めとする。 
６．ベント基礎の延面積（Ａ）は，次式による。 
     Ａ＝ΣＡi 
        Ａi＝（Ｂ＋２）×３ 
   ただし，Ａi：ベント１基当りの基礎の面積（m2） 
        Ｂ：外桁～外桁間隔（箱桁は外Ｗｅｂ～外Ｗｅｂ間隔）（ｍ） 
        ｈ：ベント高さ（基礎天端から主桁下端まで）（ｍ） 
        Ｗ：ベント基礎の幅（ｍ） 
   なお，Ａi，Ｂ，ｈとも小数第２位を四捨五入し，第１位とする。 

７．鋼板供用１日当り損耗費については，ベント設備供用１日当り損料に付表－１の率を
乗じるものとする。なお，鋼板供用日数は，ベント設備供用日数と同等にする。 
 

 

付表－１ ベント基礎に鋼板を使う場合のベント設備供用１日当り損料に乗ずる率 

ベント設備損料に乗ずる率(％) 

2 

（注）ベント設備に乗じた率から算出した金額を上限として計上する。 
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12． 合 成 床 版 工 

合成床版工は，桁形式が少数Ⅰ桁又は細幅箱桁の場合に適用する。 

12－１ 足場工及び防護工 

足場工及び防護工は，「14．足場工，防護工及び登り桟橋工」による。 

12－２ 合成床版架設工 

合成床版の架設工歩掛は，次表を標準とする。 

 

表12．１ 合成床版架設工歩掛      （100m2当り） 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 2.7  

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 7.0  

普 通 作 業 員  〃 2.6  

諸 雑 費  % 1 （注）8 

（注）１．本歩掛は，主桁上フランジシール工，床版架設，床版継手工，調整工，接合
部シール工，側鋼板取付工（床版下面（合成床版の底鋼板下面）からの高さｈ
≦650mm），側鋼板と合成床版の接合部及び側鋼板接合部シール工を含む。 

２．合成床版架設面積（m2）=総幅員（ｍ）×桁長（ｍ）を標準とする。 
３．クレーン賃料，架設工具損料等は，表13.１により，別途計上する。 
４．シール材料費を別途計上する。 
５．主桁上フランジシール材料使用量は，次式による。 

使用量＝設計値×（１＋0.05）（ｍ） 
６．合成床版接合部シール材料使用量は，次式による。 

使用量＝設計値×（１＋0.05）（ｍ） 
７．側鋼板と合成床版の接合部及び側鋼板接合部シール材料使用量は，次式による。 

 使用量＝設計値×（１＋0.05）（ｍ） 
８．諸雑費は，発動発電機の燃料・油脂類の費用，消耗材料等の費用であり，労
務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

12－３ 合成床版鉄筋工 

鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

12－４ 排水桝工 

排水桝工は，「第５編12章道路付属施設⑬橋梁付属施設設置工」による。 

12－５ 合成床版コンクリート工 

コンクリート工は，「第５編５章コンクリート工①コンクリート工」による。 

12－６ 合成床版コンクリート養生工 

養生工は，「第５編16章橋梁③鋼橋床版工」による。 

12－７ 地覆及び壁高欄型枠工 

型枠工は，必要に応じて別途計上する。 

12－８ 地覆及び壁高欄鉄筋工 

鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

12－９ 目地板設置工 

目地板設置工は，「第５編３章共通工○22目地・止水板設置工」による。 

12－10 地覆及び壁高欄コンクリート工 

コンクリート工は，「第５編５章コンクリート工①コンクリート工」による。 

12－11 地覆及び壁高欄コンクリート養生工 

養生工は，「第５編５章コンクリート工①コンクリート工」による。 
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13． 架設用機械設備及び工具の供用日数等 

架設用機械設備及び工具の供用日数等は，次表を標準とする。これにより難い場合は，別途考慮する。 
 

表13．１ 設備及び工具の供用日数等 

名 称 作 業 種 別 供用日数(移動式クレーンは運転日数) 

移 動 式 ク レ ー ン 

移 動 式 ク レ ー ン 

架設用 (A又はA＋B)（×1.4） 

合成床版用 J（×1.4） 

作業用 C＋D＋I 

移 動 式 ク レ ー ン に よ る 
ス テ ー ジ ン グ 

架設用 (A又はA＋B) （×1.4） 

合成床版用 J（×1.4） 

作業用 C＋D＋E＋I 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン 〃 (F＋I) 

ケーブルクレーンによる 
ス テ ー ジ ン グ 〃 (F＋I) 

ケ ー ブ ル エ レ ク シ ョ ン 〃 (G＋I) 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン 

ケ ー ブ ル ク レ ー ン (A＋B＋C＋D＋F＋H)×1.7 

ケーブルクレーンによる 
ス テ ー ジ ン グ (A＋B＋C＋D＋E＋F＋H)×1.7 

ケーブルエレクション  (A＋B＋C＋D＋G＋H)×1.7 

ベ ン ト  (A＋B＋C＋E＋H)×1.7 

架設工具(組立用工具及び
ボルト締付け用工具 )  (A＋B＋C＋D＋E＋(F又はG)＋H＋J)×1.7 

ド リ フ ト ピ ン 及 び 
仮 締 め ボ ル ト 

 (A＋B＋C＋(F又はG)＋H)×1.7 

発 動 発 電 機  (A＋B＋C＋E＋(F又はG)＋H＋J)×1.7 

Ａ：架設日数（Ｗ／Ｄw） 

Ｂ：地組日数（Ｇ／Ｄg） 

Ｃ：支承据付日数（Ｎ／Ｄn） 

Ｄ：落橋防止装置取付日数（Ｋ／Ｄk Ｋ：落橋防止装置組数） 

Ｅ：ベント設置・撤去日数（Ｔ／Ｄt） 

Ｆ：ケーブルクレーン設備据付・解体日数（dc） 

Ｇ：ケーブルエレクション設備据付・解体日数（de） 

Ｈ：ボルト締付け日数（Ｑ／Ｄq）及び現場溶接日数 

Ｉ：小運搬日数 

Ｊ：合成床版架設日数 

（注）１．供用日数等は，１パーティで各工種毎に供用日数等を累加している。 

大規模工事・工期等から上表により難い場合，２パーティ，３パーティと編成人員を増す場合

等は，工程表から工種による供用日数等のラップ等を考慮して算出する。 

２．移動式クレーン工法で地組のある場合は，架設用クレーンの運転日数をＡ＋Ｂとする。 

３．移動式クレーン工法で80ｔ吊以上の架設用クレーンを使用する場合は，（ ）内の係数を乗じる。 

４．鋼床版溶接に伴う機械設備及び工具は，別途計上する。 

５．移動式クレーン，発動発電機は，賃料とする。 

６．発動発電機の燃料，油脂類については架設等諸雑費に含まれる。 

７．移動式クレーンの運転日数及びその他各種機械類の供用日数等は小数第１位を四捨五入し、整

数とする。 

８．架設用クレーン等が架設工程上現場に拘束されることにより、供用日数が運転日数と著しく異

なる場合は補正することが出来る。 

９．ベント基礎に鋼板を用いる場合は，作業用クレーンの運転日数に基礎にかかる運転日数も計上

するものとする。 
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14． 足場工，防護工及び登り桟橋工 

14－１ 足場工 

14－１－１ 足場の種類と使用状況及び構成 

（１）足場の種類は，パイプ吊り足場又はワイヤーブリッジとし，標準はパイプ足場とするが，次の場合は

ワイヤーブリッジ転用足場を考慮する。 

① 地上又は水面上高さが10ｍ以上となる場合 

    ② 対岸又は相隣接する橋台，橋脚間の作業場の通路がない場合 

    ③ その他安全管理上等ワイヤーブリッジ転用足場が必要な場合 

（２）使用状況 

      使用は，架設，床版又は塗装作業の各工程毎に単独使用を標準とするが，現場状況，施工状況に応じて

各作業に兼用して使用することが出来る。 

（３）足場構成 

      各工種毎の足場の構成は，次のとおりとする。なお，中段足場は桁高（腹板高）が1.5ｍ以上の場合の

み計上する。 

      架設足場：主体足場（＋中段足場）＋部分作業床＋安全通路 

      床版足場：主体足場（＋中段足場）＋床版追加足場＋朝顔 

      塗装足場：主体足場（＋中段足場） 

 

14－１－２ 足場工費 

    足場等賃料及び設置又は撤去もしくは設置撤去の労務費は，次式による。なお，供用月数は小数第２位

を四捨五入し，第１位とする。 

     主体足場工費＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｔ1＋（Ｎ1＋Ｎ2）y）×Ａ（円） 

     中段足場工費＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｔ2＋（Ｎ1＋Ｎ2）y）×Ａ（円） 

     安全通路工費＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｔ3＋（Ｎ1＋Ｎ2）y）×Ａ（円） 

     部分作業床工費＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｔ4＋（Ｎ1＋Ｎ2）y）×Ａ（円） 

     朝 顔 工 費＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｔ5＋（Ｎ1＋Ｎ2）y）×Ａ（円） 

          ただし，片側朝顔の場合は 朝顔工費／２とする。 

     床版追加足場工費＝（Ｌ1＋Ｌ2Ｔ6）×Ａ（円） 

     Ｌ1,Ｌ2 ：賃料係数（表14．１～表14．６） 

      Ｔ1 ：主体足場を供用している月数（月） 

      Ｔ2 ：中段足場を供用している月数（月） 

      Ｔ3 ：安全通路を供用している月数（月） 

      Ｔ4 ：部分作業床を供用している月数（月） 

      Ｔ5 ：朝顔を供用している月数（月） 

      Ｔ6 ：床版追加足場を供用している月数（月） 

      Ｎ1 ：設置歩掛係数（表14．１～表14．６） 

      Ｎ2 ：撤去歩掛係数（表14．１～表14．６） 

      ｙ ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

      Ａ ：橋面積（m2） Ａ＝Ｗ×Ｌ （Ｗ：地覆外縁間距離（ｍ） Ｌ：橋長（ｍ）） 

（注）１．架設及び塗装足場において桁下に防護工を併設する場合は，朝顔を防護工必要橋面積（全幅

員×必要長）分計上する。さらに各工程で兼用使用する場合は，各々必要な賃料及び労務を別途考

慮する。 

          ２．Ｎ1，Ｎ2は，橋りょう世話役及び橋りょう特殊工の換算値である。 
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表14．１ 主体足場各係数 

桁 形 式 
パイプ吊足場 ワイヤーブリッジ転用足場 

L1 L2 N1 N2 L1 L2 N1 N2 

プレートガーダ
ボックスガーダ 201 108 0.033 0.023 269 87 0.051 0.032 

ラ ー メ ン 261 151 0.043 0.027 － － － － 

トラス，アーチ 403 263 0.063 0.038 944 599 0.081 0.047 

少 数 I 桁 131 117 0.032 0.023 － － － － 

（注）１．ワイヤーブリッジ転用足場を使用する場合，πラーメン，上路式アーチに

は適用しない。また，単独発注する場合は架設のみしか適用しない。 

２．ワイヤーブリッジ転用足場でトラス，アーチについて，上側足場はパイプ

足場としての複合単価である。 

 

表14．２ 中段足場各係数 

桁 形 式 L1 L2 N1 N2 

プレートガーダ
ボックスガーダ 126 77 0.015 0.008 

ラ ー メ ン 104 89 0.015 0.008 

トラス，アーチ 179 140 0.015 0.008 

少 数 I 桁 36 33 0.014 0.010 

（注）中段足場は桁高（腹板高）が1.5ｍ以上の場合に計上する。な

お，トラス，アーチは上弦材又は下弦材が1.5ｍ以上の場合にお

いて，その各々について中段足場を計上する。 

 

表14．３ 安全通路各係数 

桁 形 式 L1 L2 N1 N2 

プレートガーダ
ボックスガーダ 37 33 0.009 0.006 

ラ ー メ ン 91 78 0.018 0.011 

トラス，アーチ 54 49 0.019 0.011 

少 数 I 桁 52 51 0.008 0.007 

 

表14．４ 部分作業床各係数 

桁 形 式 L1 L2 N1 N2 

プレートガーダ
ボックスガーダ 78 73 0.005 0.004 

ラ ー メ ン 152 148 0.018 0.011 

トラス，アーチ 316 294 0.020 0.012 

少 数 I 桁 76 72 0.005 0.004 
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表14．５ 朝顔各係数 

桁 形 式 L1 L2 N1 N2 

プレートガーダ
ボックスガーダ 134 78 0.016 0.011 

ラ ー メ ン 77 76 0.019 0.015 

トラス，アーチ 103 101 0.016 0.011 

少 数 I 桁 134 78 0.014 0.009 

（注）上表は，両側朝顔時の係数である。 

 

表14．６ 床版追加足場各係数 

桁 形 式 L1 L2 

プ レ ー ト ガ ー ダ 
ボ ッ ク ス ガ ー ダ 

15 11 ラ ー メ ン 

ト ラ ス ， ア ー チ 

 

（参考）足場を架設・床版・塗装の各作業で単独使用あるいは兼用使用する場合は，次表を参考に各項目を計上する。

なお，兼用使用する場合については，工事毎に発注方法を考慮する。 

表14．７ 架設・床版・塗装に単独使用する場合 

足 場 部 品 主 体 足 場 中 段 足 場 安 全 通 路 部 分 作 業 床 朝 顔 床版追加足場 

項 目 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃 料 

架 設 工 事 x1 〇 〇 x1 〇 〇 x1 〇 〇 x1 〇 〇     

床 版 工 事 x2 〇 〇 x2 〇 〇       x2 〇 〇 x2 

塗 装 工 事 x3 〇 〇 x3 〇 〇           

 

表14．８ 架設・床版・塗装に兼用使用する場合 

足 場 部 品 主 体 足 場 中 段 足 場 安 全 通 路 部 分 作 業 床 朝 顔 床版追加足場 

項 目 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃料 設置 撤去 賃 料 

架 設 工 事 X1 
＋ 
X2 
＋ 
X3 

〇 〇 

X1 
＋ 
X2 
＋ 
X3 

〇 〇 x1 〇 〇 x1 〇 〇 x2 〇 〇 x2 床 版 工 事 

塗 装 工 事 

ｘ1：架設用足場を供用している月数 

ｘ2：床版用足場を供用している月数 

ｘ3：現場塗装用足場を供用している月数 

Ｘ1：主体足場を供用している月数 

Ｘ2：主体足場を供用している月数の架設，床版期間から架設期間を引いた月数 

Ｘ3：主体足場を供用している月数の架設，床版，塗装期間又は床版，塗装期間から架設，床版の期間を引いた月数 

（注）１．積上げ項目の賃料は，各足場部品の賃料係数Ｌ1，Ｌ2を，設置・撤去は，それぞれ設置労務Ｎ1・撤去労務

Ｎ2を表す。 

２．賃料欄に記載されている月数が該当足場部品の架設月数を表す。 

３．設置・撤去欄に「〇」が記載されている該当足場部品について，各々設置・撤去労務を計上する。 

４．上表は足場工のみを設置する場合を想定しており，防護工を併設する場合は朝顔を別途考慮する。 
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（２）シート張防護工 

     鋼橋塗装において塗装飛散を防止する必要がある場合とし，「14－１－２ 足場工費」に別途計上する。 

      シート張防護工費（円）＝｛Ｌ1＋Ｌ2Ｔ8＋Ｎ1ｙ（設置）＋Ｎ2ｙ（撤去)｝×Ａ   

               Ｌ1，Ｌ2：賃料係数（表14.10） 

                 Ｔ8：防護部を供用している月数 

                 Ｎ1：設置歩掛係数（表14.10） 

                 Ｎ2：撤去歩掛係数（表14.10） 

                 ｙ ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

                 Ａ ：防護工必要橋面積（m2） 

                   Ａ＝全幅員（地覆外縁間距離）×必要長 

（注）Ｎ1，Ｎ2は，橋りょう世話役及び橋りょう特殊工の換算値である。 

 
 

表14．10 シート張防護各係数 

桁 形 式 L1 L2 N1 N2 

プレートガーダ
ボックスガーダ 

97 
(73) 

60 
(45) 

0.007 
(0.006) 

0.004 
(0.004) 

ラ ー メ ン 

トラス，アーチ 

少 数 I 桁 

（注）１．（ ）内は，片側朝顔の場合使用する。 

２．各係数には，側面（朝顔）部分に要する防護費を含む。 

３．「シート＋板」張防護を行う場合は，別途考慮する。 
 

     また，トラス，アーチ等側面を塗装する場合，飛散防止のためのシート張防護工を設置する場合は，次式

による。 

      シート張防護工費（円）＝｛39＋26Ｔ9＋0.003ｙ（設置)＋0.001ｙ（撤去)｝×Ａ  

                Ｔ9：防護工供用月数（月） 

                ｙ ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

                Ａ ：トラスの側面面積（左右両弦の合計）（m2） 

                  Ａ＝側面投影面積×２ 

 

（３）ワイヤーブリッジ防護工 

転落防護，落下防止及び対岸又は相隣接する橋台，橋脚間の往来が困難な場所での通路足場設置の目的

でワイヤーブリッジを設置する場合とし，次式による。 

     （ワイヤーブリッジ転用足場としない場合） 

      ワイヤーブリッジ防護工費（円）＝｛229＋59Ｔ10＋0.05ｙ（設置)＋0.021ｙ（撤去)｝×Ａ  

                Ｔ10：防護工（ワイヤーブリッジ）供用月数（月） 

                ｙ  ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

                Ａ  ：橋面積（m2） 

                   Ａ＝全幅員（地覆外縁間距離）×橋長 

 

（４）ネット防護工 

転落防護，落下防止及び桁下の第三者への災害防止の目的で安全ネットを設置する場合とし，次式による。 

（架設に先立ち，パイプ吊足場とは別途に設置する場合） 

ネット防護工費（円）＝｛128＋44Ｔ11＋0.019ｙ（設置)＋0.015ｙ（撤去)｝×Ａ 

Ｔ11：防護工（ネット）供用月数（月） 

ｙ ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

Ａ ：防護工必要橋面積（m2） 

Ａ＝全幅員（地覆外縁間距離）×必要長（支間長） 
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14－３ 登り桟橋工 

14－３－１ 設置条件及び設置箇所数 

     橋脚の登り桟橋については，次により計上する。 

     ① 橋脚，橋台の高さが２ｍ以上となる場合。 

② 設置箇所数は，河川内等で設置が困難な場合あるいは設置する必要がない場合を除き，現場状況を勘

案し，橋脚，橋台に各１箇所とする。 

 

14－３－２ 登り桟橋工費 

     登り桟橋工費は，次式による。 

       登り桟橋工費（円）＝｛5,116＋2,917Ｔ12＋0.474ｙ（設置）＋0.341ｙ（撤去)｝×Ｈ  

               Ｔ12：登り桟橋を供用している月数（月） 

               ｙ  ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

               Ｈ  ：登り桟橋の高さ（ｍ） 
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15． 内訳書及び単価表 

（１）支承据付工１基当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 1／Dn×○ 表4.1，表4.2 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 1／Dn×○    〃 

普 通 作 業 員  〃 1／Dn×○    〃 

支 承 据 付 材 料  m3  必要数量計上 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型
(2014年規制)25t吊 

日 1／Dn 
表4.1，表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.1，表4.2 

計     

（注）Ｄn：１日当り据付基数（表４．１，表４．２） 
 

（２）地組工１ｔ当り単価表（鈑桁・ラーメン（鈑桁形式)・少数Ⅰ桁（鈑桁形式）） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 1／Dg×1 表5.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 1／Dg×5  〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

（注）Ｄg：１日当り地組質量（表５．１） 
 

（３）地組工１ｔ当り単価表（箱桁・ラーメン（箱桁形式)・細幅箱桁（箱桁形式）） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 1／Dg×1 表5.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 1／Dg×6  〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

（注）Ｄg：１日当り地組質量（表５．１） 
 

（４）架設工，橋体質量10ｔ当り単価表（鈑桁・ラーメン（鈑桁形式)・少数Ⅰ桁（鈑桁形式）） 
 

（移動式クレーン，移動式クレーンステージング工法）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 10／DW×1 表6.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 10／DW×5  〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

（注）ＤW：１日当り架設質量（表６．１） 
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（５）架設工，橋体質量10ｔ当り単価表（箱桁・ラーメン（箱桁形式)・細幅箱桁（箱桁形式）） 

 
（移動式クレーン，移動式クレーンステージング工法）

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 10／DW×1 表6.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 10／DW×6  〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

（注）ＤW：１日当り架設質量（表６．１） 
 

（６）架設工，橋体質量10ｔ当り単価表（鈑桁・箱桁・ラーメン） 
 

（ケーブルクレーン，ケーブルクレーンステージング，ケーブルエレクション工法） 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 10／DW×1 表6.2 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 10／DW×7  〃 

普 通 作 業 員  〃 10／DW×1  〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

（注）ＤW：１日当り架設質量（表６．２） 
 

（７）架設工，橋体質量10ｔ当り単価表（トラス） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 10／DW×1 表6.3 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 10／DW×7  〃 

普 通 作 業 員  〃 10／DW×1  〃 

諸 雑 費  式 1  〃 

計     

（注）ＤW：１日当り架設質量（表６．３） 
 

（８）本締め工100本当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 100／Dq×1 表7.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 100／Dq×5  〃 

本 締 め ボ ル ト  本 100  

諸 雑 費  式 1 表7.1 

計     

（注）Ｄq：１日当りのボルト締付け本数（表７．１） 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工
（９）落橋防止装置取付工１組当り単価表 

 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 1／Dk×1 表8.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 1／Dk×3  〃 

落 橋 防 止 装 置  組 1  

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型
(2014年規制)25t吊 

日 1／Dk 
表8.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｄk：１日当りの落橋防止装置取付組数（表８．１） 
 

（10）移動式クレーン賃料，機械器具損料内訳書 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

架 設 用 ク レ ー ン  日  表13.1 
機械賃料 

合成床版用クレーン  〃  表13.1 
機械賃料 

架 設 工 具  〃  表13.1 
機械損料 

発 動 発 電 機  〃  表13.1 
機械賃料 

ド リ フ ト ピ ン  〃  表13.1 
機械損料 

仮 締 め ボ ル ト  〃  表13.1 
機械損料 

計     
 

（11）ケーブルクレーン設備費内訳書（据付・解体＋損料） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 dc×1 表11.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 dc×7  〃 

普 通 作 業 員  〃 dc×1  〃 

電 力  kWh   

油 脂 類  式 1  

ケーブルクレーン設備  日  表13.1 
機械損料 

諸 雑 費  式 1 表11.1 

計     

（注）１．dc：ケーブルクレーン設備据付解体日数（表11．１） 

２．電力はケーブルクレーン運転に必要な電力を計上する。 
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工　種　名 現　　行 改　　定 適　用

鋼橋架設工

（12）ケーブルエレクション設備費内訳書（据付・解体＋損料） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 de×1 表11.2 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 de×7  〃 

普 通 作 業 員  〃 de×1  〃 

電 力  kWh   

ケーブルエレクション 
設 備  日  表13.1 

機械損料 

諸 雑 費  式 1 表11.2 

計     

（注）１．de：ケーブルエレクション設備据付解体日数（表11．２） 
２．電力はケーブルエレクション運転に必要な電力を計上する。 

 

（13）ベント設備１工事当り単価表（設置・撤去＋損料） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 T／Dt×1 表11.3 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 T／Dt×5  〃 

ベ ン ト 設 備  供用日  表13.1 
機械損料 

ベ ン ト 用 足 場  〃  表11.3 付表-1 
機械損料 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型
(2014年規制)25t吊 

〃 T／Dt 
表11.3 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表11.3 

計     

（注）Ｄt：１日当りベント設備設置撤去質量（表11．３） 

Ｔ ：ベント総質量 
 

（14）ベント基礎１工事当り単価表（設置・撤去＋損耗費） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 A／Da×1 表11.4 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 A／Da×4  〃 

ベ ン ト 基 礎  供用日  表11.4 付表-1 
機械損料 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型
(2014年規制)25t吊 

日 A／Da 
表11.4 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）Ｄa：１日当りベント基礎設置撤去面積（表11．４） 

Ａ ：ベント基礎の延面積 

 

（15）合成床版架設工100m2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 2.7 表12.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 7.0  〃 

普 通 作 業 員  〃 2.6  〃 

シ ー ル 材 料  m  表12.1 
設計量×(1＋ロス率)  

諸 雑 費  式 1 表12.1 

計     
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